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予測される東京の将来の姿 

 

１ 東京を支える基盤の姿 

 

【人口構造（将来推計）】 

○ 全国の人口が今後とも減少していく中で、東京の総人口も平成 32（2020）年の約 1,335 万

人をピークに加速度的に減少し、平成 82（2070）年には 1,000 万人を割り込み、平成

112（2100）年にはピーク時の半数強となる約 713万人にまで減少する見込みである。 

○ 一方で、東京の高齢者人口は平成 22（2010）年から平成 62（2050）年までの 40年間で

約 6割増加する見込みである。平成 62（2050）年には、約 440万人と高齢者数がピークと

なり、総人口の約４割が 65歳以上という時代を迎える。平成62（2050）年以降は、75歳

以上を除く全ての年齢階層で人口減少が進むものの、高齢化率は上昇を続け、平成

112（2100）年には約 46％に達する見込みである。 

○ 特に、75歳以上の後期高齢者数の伸びは顕著で、65歳以上の高齢者数全体を上回る伸び

率で増加し、平成 22（2010）年には約 10人にひとりであるのが、平成72（2060）年には

約４人にひとり、平成 112（2100）年には約３人にひとりが 75歳以上となる見込みである。 

○ 高齢者の中でも、とりわけ単身世帯の増加が今後より一層深刻になっていく。平成

22（2010）年からピークを迎える平成 62（2050）年までの 40 年間で、約 1.9 倍に増える

見込みであり、今後「ひとり暮らしの高齢者」が都内各地に多く存在する状態になる。 

○ 他方、平成 21（2009）年の合計特殊出生率をみると、区部においては全国平均 1.37 を

上回る自治体は無く、市部でも４市のみである。また、区部を中心に１を割り込む自治体

が 10以上あり、都内の年少人口は平成 22（2010）年の 150 万人から平成 62（2050）年に

は約 2/3の 102 万人へ、平成 112（2100）年には約 1/3 の 54万人にまで減少する見込みで

ある。 

○ 生産年齢人口は、年を追うごとに減少し、平成 62（2050）年時点で平成 22（2010）年比

３割減の 631万人に、平成 112（2100）年には 331万人と、平成 22（2010）年比で６割以

上も減少する見込みである。 

○ 外国人も含めた東京の１世帯当たりの人員数については、次第に減少し、平成

42（2030）年には 1.97 人と２人を割り込む。その後、若干の揺り戻しはあるものの、基本

的には減少を続け、平成 112（2100）年には 1.95 人となる。 

○ 仮に、少子化対策の手本とも言われるフランス並みに出生率を 1.66 から 2.00 まで回復

させたと仮定した推計でも、高齢化率は緩和されるものの、依然、平成 112（2100）年時

点で高齢化率は 30％超と高水準である。また、仮に、高度人材外国人を積極的に受け入れ
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たイギリスと同様のペースで定着外国人が増加したと仮定すると、生産年齢人口比率は改

善するものの、東京都内の外国人比率は平成 112（2100）年には 40％超となる。出生率の

上昇、定着外国人の増加のためには、当然、相応の財政支出が必要となる。 

 

▽  東京の総人口は平成 32（2020）年をピークに減少に転じていく。75 歳以上を除く全て

の年齢階層で人口が減少する一方、高齢者人口は平成 62（2050）年まで増加する局面を迎

える。特に、「ひとり暮らしの高齢者」の増加など、高齢者の問題は特に深刻なものとな

っていく。 

▽  合計特殊出生率の低迷により、年少人口や生産年齢人口は減少し、生産年齢人口比率は

一貫して低下する一方、高齢化率は一貫して上昇していく。 

▽  このような人口構成の変化により、見守りや支え合い、権利擁護などの支援体制の整備

等の高齢者に対する新たな対応や少子化改善への対応など、行政需要の増加が見込まれる

が、一方で生産年齢人口の減少に伴う税収減が懸念され、財政的にもより一層厳しい状況

が到来することが想定される。 

 

 

 

【財政状況】 

○ 東京都の税収については、景気の影響を受けやすい法人二税が、前年度から約１兆円減

収となった平成 21（2009）年度に続き、平成 22（2010）年度はさらに約１千億円の減収、

平成 23（2011）年度も減収となっている。 

○ 区部、市部、町村部の税収を見ると、どこも景気の影響を受けている。また、近年は、

歳入に占める都支出金の割合が増加している。 

○ 東京都、区部、市部、町村部の主な普通税税収額と生産年齢人口の推移を比較すると、

町村部を除き概ね連動している。 

○ 東京都の歳出を見ると、公営企業会計に対する支出などが多いほか、都区制度による特

別区財政調整交付金が含まれることから、補助費等の割合が高い。 

○ 区部、市部、町村部の性質別歳出では、扶助費の増加傾向が続いている。特に、生活保

護費を含む区部及び市部においては、扶助費の構成比率が急激に増加している。 

○ 東京都、区部、市部、町村部の児童福祉費を除いた主な民生費と老年人口の推移を比較

すると、老年人口の増加とともに民生費の歳出額も増加している。 
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▽  法人二税をはじめとする地方税収入は、景気動向による変動が激しく、常に安定した税

収が見込めるとは限らない。さらに、少子化などによる生産年齢人口の減少に伴い、将来

の税収減が懸念される。 

▽  一方、歳出については、ますます加速する少子高齢化により、少子化対策、福祉・医療

分野への財政支出、扶助費の増加は避けられない。加えて、国際競争力の強化、膨大な都

市インフラの整備・更新や防災力・地域力の向上、安定かつ高効率なエネルギー供給政策

など、東京全体を見渡した視点からのさらなる財政支出が見込まれ、税収減と相まって、

財政状況は厳しいものとなることが予想される。 

 

 

 

 

２ 主な施策分野ごとに見た東京の将来の姿 

 

【福祉・医療】 

○ 要介護（支援）認定者は平成 14（2002）年度から８年間で約 1.5倍増と、既に増加傾向

が顕著になりつつある。また、平成 47（2035）年には平成 17（2005）年の２倍以上に増え、

80万人以上に達すると見込まれる。 

○ 被生活保護人員数も増加傾向は既に顕著である。平成 22（2010）年までの過去 20 年の

間に、被保護人員数は約 2.3倍に増加している。このうち、特に 65歳以上の高齢者が占め

る割合の増加が顕著である。また、平成 22（2010）年度の都内における生活保護費の内訳

を見ると、医療扶助、生活扶助、住宅扶助の３項目で９割以上を占めている。このうち、

医療扶助が約４割以上占めており、近年、住宅扶助の割合も増加傾向にある。 

○ 医療の関係では、年齢階級別受療率は入院、外来ともに年齢とともに高まる傾向にある。

65歳以上の高齢者の受療率は他の年齢階層と比較しても高率であり、特に、入院の受療率

は、75歳以上の後期高齢者では極めて高い率となる。 

○ 一人暮らしの高齢者で、自宅で死亡した場合の発見者について見てみると、家人・知人・

家政婦等が最も多いものの、割合は平成元（1989）年の約 51％から平成 22（2010）年では

約 47％と減少傾向にあり、一方、保健所又は福祉事務所職員が平成元（1989）年の約５%

から平成 22（2010）年に約 17％となるなど、増加している。 

○ 都内の待機児童数は平成 13（2001）年から平成 24（2012）年で約 1.5倍の 7,257 人に増

加している。これは、全国の待機児童数の約３割を占めるものであり、人口比で見ても、

東京の待機児童の問題は特に深刻である。 

○ 我が国全体で見ても、年金、医療、介護、子育て等の社会保障に係る費用の将来推計に
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よると、平成 23（2011）年の約 108 兆円から平成 37（2025）年には約 151兆円へと約 1.4倍

となると推計されている。 

 

 

▽ 介護、医療、生活保護など、社会保障関係の分野では、生活保護など、一部景気の影響に

左右される要素もあるが、今後、高齢化の進展、特に後期高齢者の増加に伴い、介護・医

療を含め社会保障の対象者が増加し、福祉・医療の分野における需要が増大することは明

白である。従って、これら社会保障の負担は、これまでも増加基調ではあったが、なお一

層深刻になることが見込まれ、特に高齢者の数が突出する東京においては、その影響は全

国の中でも相当大きいものと予想される。 

▽  こうした影響をできるだけ抑制するためにも、高齢者を、支えられる側から支える担い

手とすることが求められる状況となる。また、高齢者を支える側の年少人口、生産年齢人

口の増加につながる少子化対策がとりわけ重要となる。 

 

 

 

【防災・まちづくり】 

○ 都内においては、震災時に火災や建物倒壊などの危険性が高い木造住宅密集地域が、山

手線外側や中央線沿線を中心に多い状況にある。 

○ 昭和 30（1955）年頃から 50（1975）年頃にかけての高度経済成長期に、集中的に整備さ

れた橋梁、下水道、都営住宅、小中学校といった公的都市インフラが耐用年数に近づき、

一斉に更新時期を迎える。 

○ また、都内における築 40年以上の分譲マンション戸数が、平成 20（2008）年の５万４千

戸に対し、平成 30年（2018）年には 24万５千戸と、10年間で約 4.5倍に膨れ上がる見通

しであり、マンションの老朽化が加速的に進んでいる状況にある。 

○ さらに、都市計画道路の整備状況は、都全体で約 62％、首都圏環状道路整備率は約 48％

となっており、海外都市と比較しても非常に低い状況にある。これら道路整備の遅れによ

り、首都圏全体で慢性的な交通渋滞が発生しており、渋滞による経済的損失は東京都では

年間 1.2兆円、首都圏全体では年間 2.8兆円にも及び、東京全体の活力を低下させている。 

○ 首都圏の鉄道網については、概ね整備されているものの、依然として激しい通勤混雑が

発生しており、ビジネス拠点としての東京のイメージを損ねている。 
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▽  これら都市基盤整備の遅れが、大規模震災時の大きなネックとなることはもちろん、大

都市東京のプレゼンスをも低下させる要因となりかねない。 

▽  木造住宅密集地域の不燃化促進や緊急輸送道路沿道・公共施設の耐震化など、都市基

盤・社会資本の整備や老朽化への対応等、いつ発生しても不思議ではない首都直下型地震

に備え、災害に強いまちづくりへの膨大な需要が想定され、都市基盤整備のあり方の見直

しが今後ますます問われる状況となる。 

▽  さらに、上下水道施設、公営住宅、橋梁、学校など、膨大な公的都市インフラの更新需

要が発生することは明らかである。増え続ける民間老朽マンションの建替えや老朽家屋の

放置等に関しても、少子高齢化という状況下では、防災や都市機能の維持・向上という観

点から、行政による支援や対策を講じざるを得ない状況となることも考えられ、この場合

には、行政需要が増大することが予想される。 

▽  加えて、国際競争力維持の視点からも、都市の効率性がこれまで以上に重要視されてく

る。都市基盤整備の遅れによる経済損失に対する厳しい目が国内外から向けられることも

考えられる。 

 

 

 

【国際競争力】 

○ 国際的な主要都市間比較ランキングにおいて、東京は、「研究者」「アーティスト」「生

活者」から見た評価はある程度高いが、「経営者」「観光客」から見た評価は高くない。 

○ また、東京への外国人旅行者数は世界の主要都市と比べて低水準であり、ロンドンの約

1/3、シンガポールの約５割程度にとどまっている。国際コンベンション開催件数も、シン

ガポールの約 1/6と東京の国際的魅力が必ずしも高くはないことがうかがえる。 

○ さらに、海外主要都市と比較すると、東京の空港機能は弱く、東京港についても、アジ

ア諸港の台頭により、世界港湾別コンテナ取扱量順位が、平成３（1991）年の 12位から、

平成 22（2010）年には 27位へと大きく低下している。 

 

▽  このままでは、東京の国際競争力や、ビジネス拠点としての魅力、国際社会における地

位が低下し、世界から取り残されるおそれがある。 

▽  都市の国際的魅力を高めるうえで、観光が果たす役割は大きい。東京ならではの魅力あ

る都市空間などの地域資源を活かした観光施策への期待が高まることが予想される。 

▽ アジア諸国の台頭や世界人口の増加、一方、東京の少子高齢化という状況の中、東京がど

のような国際的地位を目指していくのか、新たな戦略の模索が求められることも想定され

る。 
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【環境・エネルギー】 

○ 東京都の進める「カーボンマイナス東京 10 年プロジェクト」では、平成 32（2020）年

までに、東京の CO２排出量を平成 12（2000）年比で 25％削減することを目標に掲げ、取組

を推進しており、平成12（2000）年度の 5,888 万 tから、平成 21（2009）年度は 5,363 万

t と、525 万 t の減少となっている。また、「緑の東京 10 年プロジェクト」では、平成

28（2016）年までに新たに 1,000ha の緑を創出し、街路樹を 100 万本に倍増するとしてお

り、平成 22（2010）年度末までに 70 万本の街路樹が整備され、質の高い持続可能な都市

環境が創出されつつある。 

○ 学校等の校庭芝生化により、子どもたちの運動意欲の増進や情緒安定といった効果のほ

か、環境を考えるきっかけづくり、さらには芝生の維持管理等に地域が参画することによ

る地域コミュニティの形成促進といった効果ももたらされている。 

○ また、東日本大震災を契機に、安定かつ高効率な電力の創出や再生可能エネルギーの普

及拡大、民間企業の力を活かしたスマートシティの実現など、持続可能な環境先進都市の

構築に向けた取組を求める機運が益々増大しているが、環境対策が、新たなビジネスチャ

ンスを生むとされる半面、CO2削減などが一部の企業にとっての負担となることも想定され

る。 

 

▽  環境志向の高まりとともに、環境対策に関する行政需要も増大してきている。東日本大

震災の影響などにより、安定かつ高効率なエネルギー供給政策など、環境志向は益々高ま

っていくと考えられる。 

▽ また、現在東京都と区市町村が進めている環境対策の進展により、質の高い持続可能な都

市環境が創出される半面、企業や家庭等民間レベルでの環境配慮型の生活スタイルへの転

換も予想される。その結果、行政に対して支援の要請が高まってくることも想定され、そ

の分、行政需要も増大する可能性がある。 

▽ 学校の校庭芝生化など、地域にとって関心が高い取組が、地域住民の連携に貢献している

という側面も生まれている。今後、環境志向の一層の高まりとともに、環境分野の施策を

地域コミュニティの再結合に有効活用できる可能性もある。 
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【地域】 

○ 地域における近隣・地縁関係の希薄化が指摘されている。地域活動への参加者が漸減基

調にある中、住民と地域との関わりの希薄化が治安の悪化に影響していると不安を感じる

人は多い。また、高齢者のひとり暮らしが増えていることもあってか、ひとりで亡くなっ

ているところを発見される人が増えている。 

○ 地域活動の主体である町会・自治会では、役員の引き受け手がいない、いても高齢化・

固定化しているなどといった課題も指摘され、活動の活性化を図る際に大きな影響を与え

ていることがうかがえる。 

○ 防犯、廃棄物処理、防災等を課題として考えている人が多い一方、これらの分野では、

町会・自治会による活動が評価されている。また、東日本大震災を契機に、住民同士のつ

ながりが大切だと自覚した人が増えている。 

○ また、区市町村によるＮＰＯ支援・協働による施策の実施率が増加傾向にあることなど

をはじめとして、ＮＰＯや目的型コミュニティ、ボランティア、事業者等、多様な主体が

地域の課題に取り組む事例が増加している。 

 

▽  高齢化のさらなる進行などに伴い、各地の地域コミュニティそのものが崩壊しかねず、

防犯や見守りなどをはじめ、かつて地域が自ら果たしていた機能が行政需要として大きく

増大するおそれがある。 

▽  今後、地域コミュニティの形成がより一層重視され、住民同士のつながりが一層強まり、

地域の力が高まってくるならば、結果として行政コストが低減される可能性はある。 

 

 

【教育】 

○ 児童虐待が社会問題化しており、都児童相談所の虐待に関する相談件数は、平成

15（2003）年度の 2,206 件から、平成 23（2011）年度にはおよそ２倍の 4,559 件と、大幅

に増加している。また、平成 23（2011）年度に区市町村の子ども家庭支援センターが受け

付けた虐待相談は 7,183 件（区部：5,050 件、市部：2,023 件、町村部：110件）となって

いる。 

○ 教員から見た児童・生徒の変化に関する平成 22（2010）年調査では、小中学校教員とも

に「児童・生徒間の学力格差が大きくなった」と回答した教員の割合は、平成19（2007）年

の調査より若干低下しているものの、依然として６割を超えている。また、同様に「学校

にクレームを言う保護者」や「自分の子どものことしか考えない保護者」に関する調査で

も、平成 19（2007）年の調査と比べると、小中とも 10ポイント程度減少しているものの、

依然６割超という高い水準に留まっている。 
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○ 都内の全中学生のうち私立に通っている生徒は４人に１人、同様に高校生では２人に

１人と、全国で比べると、私立中学・高校の在籍割合が非常に高いうえ、遠距離通学の生

徒が増えている。 

 

 

▽ これまでの虐待に関する相談件数の増加傾向を踏まえると、今後も高水準で推移すること

が予想される。 

▽ 個性がより尊重される時代にあるが、今後、少子化の進展などの影響も考慮すると、個性

尊重の傾向は益々大きくなることも考えられる。その結果、地域コミュニティが抱える課

題も大きい中で、教育の分野において、かつてほど学校、地域、家庭の連携は容易ではな

くなっていくと予想される。 

 

 

 

【産業・雇用】 

○ 東京には、全国の会社企業数の約 15.5％、特に、資本金が 10 億円以上の会社企業を見

ると、約半数が東京に集積している。また、東京都の県内総生産（名目）が全国の約 18％

を占めている。特に、区部において高度に産業が集積しており、また、多摩地域において

も、自治体により差はあるものの製造品出荷額等で高い実績を誇るなど、東京の産業は全

体として高いポテンシャルを保有している。 

○ 特に先端産業である情報通信業の都内企業数は、全国の約４割と高い割合を占めている。 

○ 一方で、東京は全国と比べ新設・廃業事業所割合がともに高く、区部を中心に、事業所

の入れ替わりが激しい状況にある。 

○ 都内企業倒産件数は、平成 20（2008）年の 3,115 件をピークに減少傾向にはあるが、依

然として高い状況にある。 

○ さらに、都内全体で製造業の事業所数・従業者数が大きく減少しているほか、商店街も

減少している。空き店舗がある商店街は依然として６割超と、商店街の衰退は深刻である。 

○ 就職率に目を向けると、平成 18（2006）年で 24.7％、平成 23（2011）年には 21.4％と、

東京都の雇用状況は急速に悪化している。 

○ 金融に目を向けてみると、株式市場では、平成 23（2011）年の東京証券取引所の時価総

額がニューヨーク、ナスダックに次いで３番目の大きさとなっており、ポテンシャルは低

くないものの、ＧＤＰ比を考慮した国・地域別の分析では、株式時価総額上位 20位中、香

港、シンガポール、南アフリカなどに大きく遅れをとり 14位となっている。 

○ 東京証券取引所に上場する外国会社数の推移では、平成２（1990）年末の 125 社から、
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平成 24（2012）年末には 10 社に減少するなど、東京の金融市場における国際的地位の低

下が懸念されている。 

○ シティ・オブ・ロンドンが発表している「グローバル金融センターインデックス」では、

東京市場は、香港、シンガポールより下位にランクされ、金融市場としての東京の地位の

低下が懸念されている。 

 

 

▽  製造業を中心とする産業の空洞化や、商店街を基軸とした「まち」のにぎわいの低下、

雇用状況のさらなる悪化などを食い止めることは容易ではない。 

▽ 一方で、医療・介護分野などでは、高齢化の進展に伴い大きな需要が見込まれ、成長産業

として経済発展の原動力となり、新たな雇用を生み出すことが期待される。 

▽  また、高度に人的・物的資源が集積している東京の特性を活かした、ハイテク分野に代

表される高付加価値型産業の充実強化も大きな活路となり得るなど、東京全体としてのポ

テンシャルは決して低くない。 

▽ 右肩上がりの成長が期待できない中で、全ての産業を育成していくのは難しい時代に入っ

てきているとも言われており、産業政策や産業構造のダイナミックな転換も含め、今後の

東京の競争力を維持し、雇用にもつなげていくための新たな展開を模索する時期が到来す

ると考えられる。 
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付表番号 タ 　イ 　ト 　ル
1-1 東京の人口の推移
1-2 東京の将来人口推計
1-3 東京の将来人口推計（年齢３区分別）
1-4 東京の高齢者数と高齢化率の推移
1-5 東京の高齢者世帯の推移
1-6 東京の総世帯に占める単身世帯の割合の推移
1-7 東京の1世帯あたり人員の推移
2-1 東京の将来人口推計（出生率上昇シナリオ）
2-2 東京の人口推計の比較（ベース推計と出生率上昇シナリオ）
2-3 東京の高齢化率の比較（ベース推計と出生率上昇シナリオ）
3-1 東京の将来人口推計（定着外国人増加シナリオ）
3-2 東京の外国人比率の比較（ベース推計と定着外国人増加シナリオ）
3-3 東京の人口推計の比較（ベース推計と定着外国人増加シナリオ）
3-4 東京の生産年齢人口の比較（ベース推計と定着外国人増加シナリオ）
3-5 東京の生産年齢人口比率の比較（ベース推計と定着外国人増加シナリオ）
4 区市町村別合計特殊出生率（平成２３年）
5 地方税のうち主な普通税と生産年齢人口の推移
6 東京都の法人二税の推移（平成元年度～平成２３年度）
7 都内特別区・市部・町村部等 歳入構成比の推移（平成10･15･20年度普通会計決算）
8 東京都　普通会計決算　主な性質別歳出の推移（昭和５５年度～平成２３年度）
9 都内区部　普通会計決算　歳入歳出額の推移（昭和５５年度～平成２３年度）
10 都内市部　普通会計決算　歳入歳出額の推移（昭和５５年度～平成２３年度）
11 都内町村部　普通会計決算　歳入歳出額の推移（昭和５５年度～平成２３年度）
12 東京都　児童福祉費を除く主な民生費と老年人口の推移
13 東京都における要介護（要支援）認定者数の推移（平成１４年度～平成２２年度）
14 要介護（支援）認定者数の推移
15 生活保護の被保護人員の推移（平成２年～平成２２年）
16 都内の扶助種類別保護費およびその構成比の推移（平成２年度～平成２２年度）
17 都民の意識・受療行動
18 待機児童数の推移（平成１３年～平成２４年）
19 社会保障に係る費用の将来推計（給付費に関する見通し）
20 東京都児童相談所内の全相談対応件数に占める虐待相談対応件数の割合の推移（平成１５年度～平成２３年度）

21 都内区市町村の子ども家庭支援センターが対応した虐待相談件数の構成比（平成23年度）

22 区市町村別産業大分類別事業所数（平成２１年）
23 情報通信業の都道府県別事業所数の全国比、小分類別都内事業所数（平成１８年）
24 新設・廃業事業所割合（民営事業所）（平成２１年）
25 企業の倒産件数の推移（負債総額１千万円以上）、倒産発生率（普通法人）(平成２２年度）
26 都内製造業の事業所数、従業者数の推移（昭和５０年～平成２２年）
27 都内商店街における空き店舗の状況（平成２２年）
28 都道府県別就職率の推移（平成１２年～平成２３年）
29 世界の証券取引所時価総額（平成２３年12月）
30 世界各国（地域）の株式時価総額と対ＧＤＰ比率一覧（平成２４年末）
31 東京証券取引所上場外国会社数の推移（平成２年～平成２４年）
32 グローバル金融センターインデックス（GFCI）上位15市場（平成１９年～平成２２年）
33 首都圏の渋滞による損失額等（平成１７年）
34 都市計画道路の整備状況（平成２３年）
35 環状道路の整備状況（海外都市比較図）
36 路線別混雑率の推移（昭和６０年・平成２年・平成１９年）
37 我が国の人口は長期的には急減する局面に
38 2030年に中国の人口がピークを迎え、インドが中国を抜く
39 都道府県別会社企業数の構成比（平成２１年）
40 都内地域別、都道府県別資本金10億円以上の会社企業数の構成比（平成２１年）
41 県内総生産（名目）の推移（平成８年度～平成２１年度）
42 世界のコンテナ取扱量ランキング（平成３年・平成１９年～平成２３年）
43 財団法人森記念財団　都市戦略研究所「世界の都市総合ランキング」
44 世界主要都市の外国人旅行者数（平成１７年・平成２１年）

東京の自治のあり方研究会「中間報告」　付表目次
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付表番号 タ 　イ 　ト 　ル
45 都市別国際会議の開催状況（平成１９年～平成２３年）
46 経過年別東京都橋梁及び50年以上橋梁割合
47 今後、耐用年数を超える下水道管が急増
48 多摩地域の流域下水道幹線の年度別整備延長（昭和４３年度～平成２０年度）
49 多摩地域の流域下水道施設で耐用年数を超えて使用している割合
50 都営住宅建設年度別区市別ストック状況（昭和３０年度～平成２３年度）
51 都内における築40年以上の分譲マンション戸数の見込み
52 更新時期を迎える公共施設と改築経費（特別区）
53 木造住宅密集地域の分布状況（平成１９年度）
54 区市町村別昼夜間人口比率（平成２２年）
55 東京都の環境先進都市に向けた２つの10年プロジェクト（平成２２年度）
56 都における二酸化炭素排出量の推移（平成２年度～平成２１年度）
57 平成23年度決算　歳入総額（都内町村）
58 区部における６５歳以上の孤独死の推移（平成１５年～平成１９年）
59 東京都監察医務院が検案した特別区内65歳以上一人暮らしの者で自宅で死亡したときの発見者割合の推移（平成元年～平成２２年）

60 東京都監察医務院が検案した特別区内65歳以上一人暮らしの者の死亡場所推移（平成元年～平成２１年）

61 多摩地域における町会・自治会加入率の推移（平成16年・19年）
62 町会・自治会の抱える課題（多摩地域、平成20年）
63 人のつながりに関する意識調査(地域のつながりと治安）
64 地域活動に対する住民評価（平成17年）
65 公立小･中学校教員から見た児童・生徒、保護者の変化
66 中学校・高等学校生徒の私立学校在籍割合の推移（平成１２年度～平成２４年度）
67 東京都の空家数と空家率の推移（平成５年～平成２０年）
68 都道府県別大学校数の構成比（平成２０年度）
69 都道府県別自然科学研究所数の構成比（平成２１年）
70 都道府県別ＮＰＯ法人認証数の構成比
71 東京都内区市町村におけるＮＰＯ支援・協働に関する施策の実施状況の推移（平成１６年度～平成２１年度）

72 東京都への流入人口の推移（平成１７年～平成２７年）
73 都税収入決算額の内訳（平成２３年度）
74 区市町村別業務移動圏完結率
75 区市町村別私事移動圏完結率
76 東京都区市町村別面積（平成２４年１０月１日現在）
77 都内区市町村別総人口（平成２２年）
78 一部事務組合一覧（平成２４年１月１日現在）
79 オール東京６２市区町村共同事業
80 東京都の職員定数の推移（平成１２年～平成２４年）
81 都内区市町村別　総職員数の推移（平成１２年～平成２４年）
82 民間委託の実施状況（事務事業の委託実施団体比率）①－東京都、全都道府県－（平成２２年４月１日現在）

83 民間委託の実施状況（事務事業の委託実施団体比率）②－特別区、都内市町村、全市区町村、政令指定都市－（平成２２年４月１日現在）
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0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

3
0
0

3
5
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
万

世
帯

）

一
般

世
帯

老
老

世
帯

単
身

世
帯

区
部

　
高

齢
者

世
帯

の
推

移

4
6

6
1

7
1

8
1

8
8

8
2

7
6

7
2

6
6

6
1

2
6

3
0

2
9

3
6

4
1

4
0

3
6

3
4

3
1

2
8

5
4

6
1

6
3

6
8

7
1

6
6

6
1

5
6

5
1

4
7

1
2
7

1
5
2

1
6
3

1
8
5

2
0
0

1
8
8

1
7
2

1
6
2

1
4
9

1
3
6

0

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
万

世
帯

）

一
般

世
帯

老
老

世
帯

単
身

世
帯

市
部

　
高

齢
者

世
帯

の
推

移

1
6

2
2

2
5

2
7

2
8

2
7

2
6

2
6

2
4

2
3

1
4

1
6

1
5

1
8

1
9

1
8

1
8

1
7

1
6

1
5

2
6

2
9

2
9

2
9

3
0

2
8

2
7

2
6

2
4

2
3

5
6

6
7

6
9

7
3

7
6

7
4

7
1

6
9

6
5

6
1

0

2
0

4
0

6
0

8
0

1
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
万
世
帯
）

一
般
世
帯

老
老
世
帯

単
身
世
帯

町
村

部
　
高

齢
者

世
帯

の
推

移

4
5

5
5

4
4

4
4

3
3

3

4
3

3
3

3
3

2
2

2

6

7
6

5
5

5
5

4
4

4

1
4

1
5

1
4

1
3

1
3

1
1

1
1

1
0

1
0

9

02468

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
千
世
帯
）

一
般
世
帯

老
老
世
帯

単
身
世
帯

付
　

表
　

1
-
5
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※

「
東
京
の
自
治
の
あ
り
方
研
究
会
」
に
よ
る
推
計

東
京
の
総
世
帯
に
占
め
る
単
身
世
帯
の
割
合
の
推
移

東
京

都
　
単

身
世

帯
の

割
合

の
推

移

4
6
.0
%

4
7
.5
%

4
8
.1
%

4
7
.2
%

4
7
.0
%

4
6
.9
%

4
6
.8
%

4
6
.7
%

4
6
.6
%

9
.8
%

1
2
.7
%

1
4
.7
%

1
7
.3
%

1
9
.4
%

2
0
.0
%

2
0
.6
%

2
1
.7
%

2
2
.4
%

2
3
.1
%

4
5
.8
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

6
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

単
身
世
帯

高
齢
者
単
身
世
帯

区
部

　
単

身
世

帯
の

割
合

の
推

移

4
9
.1
%

4
8
.8
%

5
0
.3
%

5
0
.9
%

5
0
.0
%

4
9
.7
%

4
9
.7
%

4
9
.7
%

4
9
.6
%

4
9
.5
%

1
0
.1
%

1
3
.0
%

1
4
.8
%

1
7
.8
%

2
0
.4
%

2
1
.0
%

2
1
.6
%

2
2
.8
%

2
3
.6
%

2
4
.4
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

6
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

単
身
世
帯

高
齢
者
単
身
世
帯

町
村

部
　
単

身
世

帯
の

割
合

の
推

移

3
1
.1
%

3
4
.3
%

3
6
.7
%

3
6
.9
%

3
6
.5
%

3
6
.5
%

3
6
.5
%

3
6
.4
%

3
6
.5
%

3
6
.6
%

1
1
.6
%

1
5
.8
%

1
8
.0
%

1
8
.7
%

1
8
.4
%

1
7
.9
%

1
8
.2
%

1
8
.8
%

1
9
.1
%

1
9
.2
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

6
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

単
身

世
帯

高
齢

者
単

身
世

帯

市
部

　
単

身
世

帯
の

割
合

の
推

移

3
7
.9
%

3
8
.8
%

4
0
.2
%

4
0
.6
%

4
0
.2
%

4
0
.2
%

4
0
.3
%

4
0
.2
%

4
0
.3
%

4
0
.3
%

8
.7
%

1
2
.1
%

1
4
.2
%

1
5
.8
%

1
6
.9
%

1
7
.4
%

1
8
.1
%

1
9
.0
%

1
9
.7
%

2
0
.2
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

6
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

単
身

世
帯

高
齢

者
単

身
世

帯

付
　

表
　

1
-
6
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※

「
東

京
の

自
治

の
あ
り
方

研
究

会
」
に
よ
る
推

計

東
京

の
１
世
帯
当
た
り
人

員
の
推

移

東
京

都
　
1
世

帯
当

た
り
人

員
の

推
移

2
.0
6

2
.0
3

1
.9
7

1
.9
9

1
.9
8

1
.9
7

1
.9
6

1
.9
6

1
.9
5

1
.9
5

1
.9
0

1
.9
5

2
.0
0

2
.0
5

2
.1
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

市
部

　
1
世

帯
当

た
り
人

員
の

推
移

2
.2
7

2
.2
4

2
.2
0

2
.2
4

2
.2
2

2
.2
1

2
.2
0

2
.1
9

2
.1
8

2
.1
8

1
.8
0

1
.9
0

2
.0
0

2
.1
0

2
.2
0

2
.3
0

2
.4
0

2
.5
0

2
.6
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

区
部

　
1
世

帯
当

た
り
人

員
の

推
移

1
.9
7

1
.9
4

1
.8
9

1
.8
9

1
.8
8

1
.8
7

1
.8
6

1
.8
6

1
.8
5

1
.8
5

1
.8
0

1
.9
0

2
.0
0

2
.1
0

2
.2
0

2
.3
0

2
.4
0

2
.5
0

2
.6
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

町
村

部
　
1
世

帯
当

た
り
人

員
の

推
移

2
.5
1

2
.4
4

2
.3
9

2
.4
7

2
.4
8

2
.4
9

2
.4
8

2
.4
8

2
.4
9

2
.5
0

1
.8
0

1
.9
0

2
.0
0

2
.1
0

2
.2
0

2
.3
0

2
.4
0

2
.5
0

2
.6
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

付
　

表
　

1
-
7
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※

「
東

京
の

自
治

の
あ
り
方

研
究

会
」
に
よ
る
推

計東
京

の
将

来
人

口
推

計
（
出

生
率

上
昇

シ
ナ
リ
オ
）

0

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
,0
0
0

1
,2
0
0

1
,4
0
0

1
,6
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
万

人
）

町
村
部

市
部

区
部

２
０

１
０

年
（
H
2
2
国
勢
調
査
）

総
人

口
：

1
,
3
1
6
万

人
高

齢
化

率
2
0
.
4
%

２
０

５
０

年
総

人
口

：
1
,
3
5
0
万

人
高

齢
化

率
3
3
.
0
%

２
１

０
０

年
総

人
口

：
1
,
2
2
4
万

人
高

齢
化

率
3
0
.
8
%

２
０

３
０

年
（

ピ
ー

ク
）

総
人

口
：

1
,
3
8
1
万

人
高

齢
化

率
2
4
.
8
%

付
　

表
　

2
-
1
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※

「
東

京
の

自
治

の
あ
り
方

研
究

会
」
に
よ
る
推

計

東
京
の
人
口
推
計
の
比
較
（
ベ
ー
ス
推
計
と
出
生
率
上
昇
シ
ナ
リ
オ
）

東
京

都
　
人

口
推

計
の

比
較

1
,1
7
5

7
1
3

1
,3
1
6

1
,3
5
0

1
,2
2
4

0

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
,0
0
0

1
,2
0
0

1
,4
0
0

1
,6
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
万
人
）

ベ
ー
ス
推
計

出
生
率
上
昇
シ
ナ
リ
オ

区
部

　
人

口
推

計
の

比
較

4
6
2

8
0
6

8
9
5

8
0
4

9
2
5

0

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
,0
0
0

1
,2
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
万
人
）

ベ
ー
ス
推
計

出
生
率
上
昇
シ
ナ
リ
オ

市
部

　
人

口
推

計
の

比
較

2
4
7

3
6
2

4
1
3

4
1
3

4
1
8

0

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

3
0
0

3
5
0

4
0
0

4
5
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
万

人
）

ベ
ー
ス
推
計

出
生
率
上
昇
シ
ナ
リ
オ

町
村

部
　
人

口
推

計
の

比
較

6
0

4
2

8
7

7
4

7
5

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

1
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
千

人
）

ベ
ー
ス
推
計

出
生
率
上
昇
シ
ナ
リ
オ

約
1
6
6
万
人
の
差

約
5
6
万
人
の
差

約
1
7
5
万
人
の
差

約
5
1
1
万

人
の

差

約
3
4
2
万

人
の

差
約
3
3
千
人
の
差

約
1
4
千
人
の
差

約
1
1
9
万
人
の
差

付
　

表
　

2
-
2
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※

「
東

京
の

自
治

の
あ
り
方

研
究

会
」
に
よ
る
推

計

東
京

の
高

齢
化

率
の

比
較

（
ベ
ー
ス
推

計
と
出

生
率

上
昇

シ
ナ
リ
オ
）

東
京
都
　
高
齢
化
率
の
比
較

2
0
.4
%

2
4
.0
%

2
6
.2
%

3
2
.6
%

3
9
.2
%

4
0
.6
%

4
2
.8
%

4
4
.5
%

4
5
.9
%

2
0
.4
%

2
3
.6
%

2
4
.8
%

2
9
.9
%

3
3
.0
%

3
2
.5
%

3
1
.4
%

3
0
.8
%

3
0
.6
%

3
0
.8
%

3
7
.6
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

6
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

出
生
率
上
昇
シ
ナ
リ
オ

市
部

　
高

齢
化

率
の

比
較

2
0
.6
%

2
5
.7
%

2
8
.3
%

3
3
.5
%

3
6
.6
%

3
7
.9
%

3
9
.6
%

4
1
.7
%

4
3
.2
%

4
4
.5
%

2
0
.6
%

2
5
.2
%

2
6
.6
%

3
0
.2
%

3
1
.3
%

3
0
.6
%

2
9
.9
%

2
9
.9
%

3
0
.7
%

3
1
.7
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

6
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

出
生
率
上
昇
シ
ナ
リ
オ

区
部

　
高

齢
化

率
の

比
較

2
0
.2
%

2
3
.2
%

2
5
.3
%

3
2
.1
%

3
8
.0
%

3
9
.8
%

4
1
.1
%

4
3
.3
%

4
5
.1
%

4
6
.7
%

2
0
.2
%

2
2
.8
%

2
4
.0
%

2
9
.7
%

3
3
.7
%

3
3
.4
%

3
2
.1
%

3
1
.2
%

3
0
.5
%

3
0
.4
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

6
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推

計

出
生
率
上
昇
シ
ナ
リ
オ

町
村

部
　
高

齢
化

率
の

比
較

2
7
.4
%

3
4
.4
%

3
7
.9
%

4
1
.1
%

4
1
.3
%

4
0
.8
%

4
1
.6
%

4
3
.0
%

4
3
.9
%

4
4
.5
%

2
7
.4
%

3
3
.7
%

3
4
.6
%

3
5
.3
%

3
4
.1
%

3
1
.8
%

3
0
.2
%

3
0
.2
%

3
1
.9
%

3
3
.2
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

6
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

出
生
率
上
昇
シ
ナ
リ
オ

付
　

表
　

2
-
3

42



　
※

「
東

京
の

自
治

の
あ
り
方

研
究

会
」
に
よ
る
推

計

東
京

の
将

来
人

口
推

計
（
定

着
外

国
人

増
加

シ
ナ
リ
オ
）

0

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
,0
0
0

1
,2
0
0

1
,4
0
0

1
,6
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
万

人
）

町
村
部

市
部

区
部

２
０
１
０
年

（
H
2
2
国

勢
調

査
）

総
人
口
：
1
,
3
1
6
万
人

高
齢
化
率
2
0
.
4
%

２
０
５
０
年

総
人
口
：
1
,
3
7
9
万
人

高
齢
化
率
3
4
.
4
%

２
１

０
０

年
総

人
口

：
1
,
1
7
9
万

人
高

齢
化

率
4
0
.
2
%

２
０
３
０
年
（
ピ
ー
ク
）

総
人
口
：
1
,
3
9
7
万
人

高
齢
化
率
2
5
.
0
%

付
　
表
　
3
-
1
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※

「
東

京
の

自
治

の
あ
り
方

研
究

会
」
に
よ
る
推

計

東
京

の
外

国
人

比
率

の
比

較
（
ベ
ー
ス
推

計
と
定

着
外

国
人

増
加

シ
ナ
リ
オ
）

東
京

都
　
外

国
人

比
率

の
比

較

2
.7
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

定
着

外
国

人
増

加
シ
ナ
リ
オ

区
部

　
外

国
人

比
率

の
比

較

3
.1
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

定
着

外
国

人
増

加
シ
ナ
リ
オ

市
部

　
外

国
人

比
率

の
比

較

2
.1
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

定
着

外
国

人
増

加
シ
ナ
リ
オ

町
村

部
　
外

国
人

比
率

の
比

較

1
.9
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

定
着

外
国

人
増

加
シ
ナ
リ
オ

2
.5
%

3
.0
%

1
.2
%

0
.9
%

4
1
.2
%

2
6
.0
%

4
7
.1
%

2
5
.7
%

付
　

表
　

3
-
2
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※

「
東

京
の

自
治

の
あ
り
方

研
究

会
」
に
よ
る
推

計

東
京
の
人
口
推
計
の
比
較
（
ベ
ー
ス
推
計
と
定
着
外
国
人
増
加
シ
ナ
リ
オ
）

東
京
都
　
人
口
推
計
の
比
較

1
,1
7
5

7
1
3

1
,3
7
9

1
,1
7
9

1
,3
1
6

0

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
,0
0
0

1
,2
0
0

1
,4
0
0

1
,6
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
万
人
）

ベ
ー
ス
推
計

定
着
外
国
人
増
加
シ
ナ
リ
オ

区
部
　
人
口
推
計
の
比
較

8
0
6

4
6
2

9
7
6

8
9
5

8
4
6

0

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
,0
0
0

1
,2
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
万
人
）

ベ
ー
ス
推
計

定
着
外
国
人
増
加
シ
ナ
リ
オ

市
部
　
人
口
推
計
の
比
較

3
6
2

2
4
7

3
9
6

4
1
3

3
2
7

0

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

3
0
0

3
5
0

4
0
0

4
5
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
万

人
）

ベ
ー
ス
推
計

定
着
外
国
人
増
加
シ
ナ
リ
オ

町
村
部
　
人
口
推
計
の
比
較

6
0

4
2

6
6

8
7

5
5

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

1
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
千

人
）

ベ
ー
ス
推
計

定
着
外
国
人
増
加
シ
ナ
リ
オ

約
3
4
万
人
の
差

約
2
0
4
万
人
の
差

約
6
万
人
の
差

約
1
7
0
万
人
の
差

約
4
6
6
万

人
の

差

約
8
0
万
人
の
差

約
3
8
4
万

人
の

差

約
1
3
万
人
の
差

付
　

表
　

3
-
3
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※

「
東

京
の

自
治

の
あ
り
方

研
究

会
」
に
よ
る
推

計

東
京
の
生
産
年
齢
人
口
の
比
較
（
ベ
ー
ス
推
計
と
定
着
外
国
人
増
加
シ
ナ
リ
オ
）

町
村
部
　
生
産
年
齢
人
口
の
比
較

5
2

4
3

3
6

3
1

2
9

2
8

2
6

2
3

2
1

1
9

5
2

4
4

3
8

3
4

3
3

3
2

3
1

2
9

2
8

2
7

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

定
着
外
国
人
増
加
シ
ナ
リ
オ

市
部
　
生
産
年
齢
人
口
の
比
較

2
,7
5
2

2
,5
6
7

2
,4
0
5

2
,1
2
2

1
,9
4
4

1
,7
9
5

1
,6
2
7

1
,4
5
4

1
,3
0
2

1
,1
6
3

2
,7
5
2

2
,6
1
8

2
,5
2
1

2
,3
0
2

2
,1
8
4

2
,0
8
5

1
,9
6
4

1
,8
3
6

1
,7
2
6

1
,6
2
5

0

5
0
0

1
,0
0
0

1
,5
0
0

2
,0
0
0

2
,5
0
0

3
,0
0
0

3
,5
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

定
着
外
国
人
増
加
シ
ナ
リ
オ

東
京
都
　
生
産
年
齢
人
口
の
比
較

8
,9
8
1

8
,6
4
3

8
,3
0
5

7
,2
5
0

6
,3
0
8

5
,6
4
1

5
,0
0
0

4
,3
5
0

3
,8
0
2

3
,3
1
4

8
,9
8
1

8
,9
6
2

9
,0
2
9

8
,3
6
8

7
,7
8
7

7
,4
2
1

7
,0
5
0

6
,6
5
9

6
,3
4
8

6
,0
7
1

0

2
,0
0
0

4
,0
0
0

6
,0
0
0

8
,0
0
0

1
0
,0
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

定
着
外
国
人
増
加
シ
ナ
リ
オ

区
部
　
生
産
年
齢
人
口
の
比
較

6
,1
7
7

6
,0
3
3

5
,8
6
4

5
,0
9
7

4
,3
3
5

3
,8
1
8

3
,3
4
7

2
,8
7
2

2
,4
7
8

2
,1
3
2

6
,1
7
7

6
,3
0
0

6
,4
7
0

6
,0
3
1

5
,5
7
0

5
,3
0
3

5
,0
5
5

4
,7
9
3

4
,5
9
3

4
,4
1
9

0

1
,0
0
0

2
,0
0
0

3
,0
0
0

4
,0
0
0

5
,0
0
0

6
,0
0
0

7
,0
0
0

8
,0
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

定
着
外
国
人
増
加
シ
ナ
リ
オ

千
人

千
人

千
人

千
人

付
　

表
　

3
-
4
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※

「
東

京
の

自
治

の
あ
り
方

研
究

会
」
に
よ
る
推

計

東
京

の
生

産
年

齢
人

口
比

率
の

比
較

（
ベ
ー
ス
推

計
と
定

着
外

国
人

増
加

シ
ナ
リ
オ
）
　
　

東
京
都
　
生
産
年
齢
人
口
比
率
の
比
較

6
8
.2
%

6
4
.8
%

6
3
.6
%

5
8
.1
%

5
3
.7
%

5
2
.3
%

5
1
.2
%

4
9
.2
%

4
7
.7
%

4
6
.5
%

6
8
.2
%

6
5
.3
%

6
4
.6
%

6
0
.0
%

5
6
.5
%

5
5
.4
%

5
4
.4
%

5
3
.1
%

5
2
.2
%

5
1
.5
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

6
0
.0
%

7
0
.0
%

8
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

定
着

外
国

人
増

加
シ
ナ
リ
オ

町
村
部
　
生
産
年
齢
人
口
比
率
の
比
較

6
0
.4
%

5
4
.3
%

5
2
.0
%

4
9
.3
%

4
8
.9
%

4
9
.4
%

4
8
.8
%

4
7
.7
%

4
6
.9
%

4
6
.5
%

6
0
.4
%

5
4
.7
%

5
2
.8
%

5
0
.6
%

5
0
.3
%

5
0
.7
%

5
0
.2
%

4
9
.4
%

4
8
.9
%

4
8
.6
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

6
0
.0
%

7
0
.0
%

8
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

定
着

外
国

人
増

加
シ
ナ
リ
オ

市
部
　
生
産
年
齢
人
口
比
率
の
比
較

6
6
.7
%

6
2
.5
%

6
1
.0
%

5
6
.4
%

5
3
.7
%

5
2
.7
%

5
1
.3
%

4
9
.4
%

4
8
.1
%

4
7
.1
%

6
6
.7
%

6
2
.8
%

6
1
.6
%

5
7
.5
%

5
5
.1
%

5
4
.2
%

5
2
.9
%

5
1
.4
%

5
0
.4
%

4
9
.7
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

6
0
.0
%

7
0
.0
%

8
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

定
着

外
国

人
増

加
シ
ナ
リ
オ

区
部
　
生
産
年
齢
人
口
比
率
の
比
較

6
9
.0
%

6
5
.8
%

6
4
.8
%

5
8
.9
%

5
3
.7
%

5
2
.1
%

5
1
.1
%

4
9
.1
%

4
7
.6
%

4
6
.2
%

6
9
.0
%

6
6
.5
%

6
6
.0
%

6
1
.1
%

5
7
.1
%

5
5
.9
%

5
5
.1
%

5
3
.8
%

5
2
.9
%

5
2
.2
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

6
0
.0
%

7
0
.0
%

8
0
.0
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

ベ
ー
ス
推
計

定
着

外
国

人
増

加
シ
ナ
リ
オ

付
　
表
　
3
-
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区
市
町
村
別
合
計
特
殊
出
生
率
（
平
成
2
3
年
）

1
.7
4

0
.8
7

0
.9
9

1
.4
7

0
.9
9

1
.3
4
1
.3
4

1
.4
3

0
.8
6

0
.0

0
.2

0
.4

0
.6

0
.8

1
.0

1
.2

1
.4

1
.6

1
.8

2
.0

東 京 都

区 部
市 部

郡 部
島 部

千 代 田 区

中 央 区

港 区
新 宿 区

文 京 区

台 東 区

墨 田 区

江 東 区

品 川 区

目 黒 区

大 田 区

世 田 谷 区

渋 谷 区

中 野 区

杉 並 区

豊 島 区

北 区
荒 川 区

板 橋 区

練 馬 区

足 立 区

葛 飾 区

江 戸 川 区

八 王 子 市

立 川 市

武 蔵 野 市

三 鷹 市

青 梅 市

府 中 市

昭 島 市

調 布 市

町 田 市

小 金 井 市

小 平 市

日 野 市

東 村 山 市

国 分 寺 市

国 立 市

福 生 市

狛 江 市

東 大 和 市

清 瀬 市

東 久 留 米 市

武 蔵 村 山 市

多 摩 市

稲 城 市

羽 村 市

あ き る 野 市

西 東 京 市

瑞 穂 町

日 の 出 町

檜 原 村

奥 多 摩 町

大 島 町

利 島 村

新 島 村

神 津 島 村

三 宅 村

御 蔵 島 村

八 丈 町

青 ヶ 島 村

小 笠 原 村

※
東
京
都
福
祉
保
健
局
　
「
平
成
2
3
年
版
人
口
動
態
統
計
」
よ
り
作
成

全
国

平
均

1
.3
9

2
.7
2

付
　
表
　
４
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付
 
表
 
５

 

0

2,
0
00

4,
0
00

6,
0
00

8,
0
00

1
0,

0
00

平
成

2
年

度
7
年

度
1
2年

度
1
7年

度
22

年
度

27
年

度
3
2年

度
3
7年

度
4
2
年

度
4
7年

度

（
億

円
）

5
0
0
0

5
2
0
0

5
4
0
0

5
6
0
0

5
8
0
0

6
0
0
0

6
2
0
0

（
千

人
）

区
民

税
（
個

人
分

）

生
産

年
齢

人
口

推
移

（
右

軸
）

都
内

区
部

 
地

方
税

の
う

ち
主

な
普

通
税

と
生

産
年

齢
人

口
の

推
移

 

0

5
,0

0
0

1
0
,0

0
0

1
5
,0

0
0

2
0
,0

0
0

2
5
,0

0
0

3
0
,0

0
0

3
5
,0

0
0

4
0
,0

0
0

4
5
,0

0
0

5
0
,0

0
0

平
成

2
年

度
7
年

度
1
2
年

度
1
7
年

度
2
2
年

度
2
7
年

度
3
2
年

度
3
7
年

度
4
2
年

度
4
7
年

度

（
億

円
）

7
,5

0
0

7
,6

0
0

7
,7

0
0

7
,8

0
0

7
,9

0
0

8
,0

0
0

8
,1

0
0

8
,2

0
0

8
,3

0
0

8
,4

0
0

8
,5

0
0

8
,6

0
0

8
,7

0
0

8
,8

0
0

8
,9

0
0

9
,0

0
0

（
千

人
）

都
民

税
（
個

人
分

）

都
民

税
（
法

人
分

）

都
民

税
（
そ

の
他

）

事
業

税
（
個

人
分

）

事
業

税
（
法

人
分

）

市
町

村
民

税
（
法

人
分

）

固
定

資
産

税

生
産

年
齢

人
口

推
移

（
右

軸
）

東
京

都
生

産
年

齢
人

口
推

移
（
右

軸
）

東
京

都
 

地
方

税
の

う
ち

主
な

普
通

税
と

生
産

年
齢

人
口

の
推

移
 

地
方

税
の

う
ち

主
な

普
通

税
と

生
産

年
齢

人
口

の
推

移
 

0

1
,0

0
0

2
,0

0
0

3
,0

0
0

4
,0

0
0

5
,0

0
0

6
,0

0
0

7
,0

0
0

平
成

2
年

度
7
年

度
1
2
年

度
1
7
年

度
2
2
年

度
2
7
年

度
3
2
年

度
3
7
年

度
4
2
年

度
4
7
年

度

（
億

円
）

2
0
0
0

2
1
0
0

2
2
0
0

2
3
0
0

2
4
0
0

2
5
0
0

2
6
0
0

2
7
0
0

2
8
0
0

（千
人

）

固
定

資
産

税

市
民

税
（
法

人
分

）

市
民

税
（
個

人
分

）

生
産

年
齢

人
口

推
移

（
右

軸
）

0

2
0

4
0

6
0

8
0

1
0
0

1
2
0

1
4
0

平
成

2
年

度
7
年

度
1
2
年

度
1
7
年

度
2
2
年

度
2
7
年

度
3
2
年

度
3
7
年

度
4
2
年

度
4
7
年

度

（
億

円
）

3
0

3
5

4
0

4
5

5
0

5
5

6
0

6
5

（千
人

）

固
定

資
産

税

町
村

民
税

（
法

人
分

）

町
村

民
税

（
個

人
分

）

生
産

年
齢

人
口

推
移

（
右

軸
）

※
総

務
省

「
地

方
財

政
状

況
調

査
」
（
平

成
２

３
年

度
）
、

東
京

都
財

務
局

「
決

算
の

状
況

」
（
平

成
２

３
年

度
）
、

及
び

国
立

社
会

保
障

・
人

口
問

題
研

究
所

「
市

町
村

別
将

来
推

計
人

口
」
 

（
平

成
２

０
年

１
２

月
）
よ

り
作

成
 

※
便

宜
上

、
1
9
9
0

年
度

の
都

内
市

部
の

税
収

及
び

人
口

推
移

に
、

羽
村

町
分

を
加

算
す

る
（
町

村
部

か
ら

は
除

く
）
。

 

都
内

町
村

部
 

地
方

税
の

う
ち

主
な

普
通

税
と

生
産

年
齢

人
口

の
推

移
 

都
内

市
部

 
地

方
税

の
う

ち
主

な
普

通
税

と
生

産
年

齢
人

口
の

推
移
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※
東
京
都
の
法
人
二
税
・
・
・
都
民
税
法
人
分
、
法
人
事
業
税
、
お
よ
び
都
が
課
税
徴
収
し
て
い
る
特
別
区
民
税
法
人
分
の
合
算
額

東
京

都
の

法
人

二
税

の
推

移
（
平

成
元

年
度

～
平

成
２
３
年

度
）

※
東
京
都
財
務
局
「
決
算
の
状
況
」
（
平
成
２
４
年
度
）
お
よ
び
「
平
成
2
3
年
度
東
京
都
年
次
財
務
報
告
書
」
（
平
成
２
４
年
度
）
よ
り
作
成

2
3
,9
7
9 1
9
,3
1
2 1
6
,2
5
4

1
6
,2
7
7 1
3
,9
5
81
6
,4
9
81
7
,6
9
9

1
7
,9
7
62
0
,9
3
82
3
,9
2
82
6
,1
6
3 2
3
,8
1
2 1
3
,5
2
3

2
6
,8
0
1

2
4
,2
2
5

1
4
,3
5
6

1
4
,4
6
4

1
6
,9
7
3

1
8
,6
4
2

1
4
,9
2
4

1
5
,1
4
6

1
2
,4
6
0

1
2
,3
3
9

0

5
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
5
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
5
,0
0
0

3
0
,0
0
0

元
年

度
2
年
度

3
年
度

4
年
度

5
年
度

6
年
度

7
年

度
8
年

度
9
年

度
1
0
年

度
1
1
年

度
1
2
年

度
1
3
年

度
1
4
年

度
1
5
年

度
1
6
年

度
1
7
年

度
1
8
年

度
1
9
年
度

2
0
年
度

2
1
年
度

2
2
年
度

2
3
年
度

付
表

６
（

億
円

）

平
成

50



※
町

村
部

は
地

方
財

政
状

況
調

査
上

の
歳

入
区

分
が

異
な

る
た

め
別

掲
と

し
た

※
総

務
省

「
地

方
財

政
状

況
調

査
」
（
平

成
２

３
年

）
よ

り
作

成

都
内

特
別

区
・
市

部
・
町

村
部

等
 歳

入
構

成
比

の
推

移
（
平

成
1
0
･1

5
・
2
0
年

度
普

通
会

計
決

算
）

※
そ

の
他

交
付

金
は

、
利

子
割

交
付

金
、

配
当

割
交

付
金

、
株

式
等

譲
渡

所
得

割
交

付
金

、
地

方
消

費
税

交
付

金
、

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
交

付
金

、
特

別
地

方
消

費
税

交
付

金
、

自
動

　
車

取
得

税
交

付
金

、
軽

油
引

取
税

交
付

金
、

地
方

特
例

交
付

金
等

、
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

、
国

有
提

供
施

設
等

所
在

市
町

村
助

成
交

付
金

を
合

算
し

た
も

の
で

あ
る

。
　

（
年

度
に

よ
り

交
付

金
内

容
は

異
な

る
）

0
%

1
0
%

2
0
%

3
0
%

4
0
%

5
0
%

6
0
%

7
0
%

8
0
%

9
0
%

1
0
0
%

1
0

1
5

2
0

1
0

1
5

2
0

1
0

1
5

2
0

1
0

1
5

2
0

1
0

1
5

2
0

そ
の

他

地
方

債

都
道

府
県

支
出

金 国
庫

支
出

金

地
方

交
付

税

そ
の

他
交

付
金

地
方

譲
与

税

特
別

区
財

政
調

整
交

付
金

地
方

税

特
別

区
都

内
市

部
大

阪
市

名
古

屋
市

全
国

区
市

合
計

都
内

町
村

部

0
%

1
0
%

2
0
%

3
0
%

4
0
%

5
0
%

6
0
%

7
0
%

8
0
%

9
0
%

1
0
0
%

1
0

1
5

2
0

そ
の

他

地
方

債

都
道

府
県

支
出

金 国
庫

支
出

金

地
方

交
付

税

地
方

譲
与

税

地
方

税

年
度

付
　

表
　

７

年
度
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※
総

務
省

「
地

方
財

政
状

況
調

査
」
（
平

成
２
３
年

）
よ
り
作

成

東
京

都
　
普

通
会

計
決

算
　
主

な
性

質
別

歳
出

の
推

移
（
昭

和
５
５
年

度
～

平
成

２
３
年

度
）
　
　

0

1
,0
0
0

2
,0
0
0

3
,0
0
0

4
,0
0
0

5
,0
0
0

6
,0
0
0

7
,0
0
0

5
5

5
7

5
9

6
1

6
3

2
4

6
8

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

2
2

（
億
円
）

05
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
5
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
5
,0
0
0

（
億

円
）

物
件
費

扶
助
費

維
持
補
修
費

補
助
費
等
（
右
軸
）

人
件
費
（
右
軸
）

普
通
建
設
事
業
費

（
右
軸
）

補
助

費
等

（
右

軸
）

普
通
建
設
事
業
費
（
右
軸
）

人
件
費
（
右
軸
）

付
 
表
 
８

昭
和

平
成

（
年
度
）
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都
内

区
部

 
普

通
会

計
決

算
 
歳

入
歳

出
額

の
推

移
（
昭

和
５

５
年

度
～

平
成

２
３

年
度

）
 

付
 
表
 
９

 

※
歳

入
か

ら
繰

入
金

・
繰

越
金

、
歳

出
か

ら
積

立
金

を
そ

れ
ぞ

れ
除

く

都
内

区
部

　
普

通
会

計
決

算
　

歳
入

歳
出

額
の

推
移

※
総

務
省

「
平

成
２

２
年

度
　
地

方
財

政
状

況
調

査
」

、
東
京

都
総

務
局

「
平

成
２

３
年

度
特

別
区

決
算

状
況

」
よ

り
作
成

1
0
,0

0
0

1
5
,0

0
0

2
0
,0

0
0

2
5
,0

0
0

3
0
,0

0
0

3
5
,0

0
0

5
5

5
6

5
7

5
8

5
9

6
0

6
1

6
2

6
3

元
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

（
億

円
）

歳
入

歳
出

(
年

度
)

昭
和

平
成

 
 
 

※
総

務
省

「
平
成

２
２
年

度
地

方
財
政

状
況
調

査
」
、

東
京
都

総
務

局
「

平
成

２
３
年

度
特

別
区
決

算
状
況

」
よ
り

作
成

都
内

区
部

　
普

通
会

計
決

算
　

主
な

性
質

別
歳

出
の

推
移

0

1
,0

0
0

2
,0

0
0

3
,0

0
0

4
,0

0
0

5
,0

0
0

6
,0

0
0

7
,0

0
0

8
,0

0
0

9
,0

0
0

1
0
,0

0
0

5
5

5
6

5
7

5
8

5
9

6
0

6
1

6
2

6
3

元
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

（
億

円
）

扶
助

費

人
件

費

物
件

費

普
通

建
設

事
業

費

補
助

費
等

維
持

補
修

費

(
年

度
)

昭
和

平
成

 

 ※
総

務
省

「
平

成
２
２

年
度

　
地

方
財

政
状

況
調

査
」
、

東
京

都
総

務
局
「

平
成

２
３

年
度
　

特
別

区
決

算
状
況

」
よ

り
作

成
　

注
）
国

庫
支

出
金

に
お

け
る

1
9
9
8
年

～
1
9
9
9
年

の
大

幅
増

は
、

地
域

振
興

券
交

付
事

業
補

助
金

及
び

介
護

円
滑

導
入

特
例

交
付

金
、

2
0
0
8
年

は
定

額
給

付
金

給
付

費
補

助
金

に
よ

る
も

の

都
内

区
部

　
普

通
会

計
決

算
　

主
な

歳
入

の
推

移

0

5
0
0

1
,0

0
0

1
,5

0
0

2
,0

0
0

2
,5

0
0

3
,0

0
0

3
,5

0
0

4
,0

0
0

4
,5

0
0

5
,0

0
0

5
,5

0
0

6
,0

0
0

6
,5

0
0

7
,0

0
0

5
5

5
6

5
7

5
8

5
9

6
0

6
1

6
2

6
3

元
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

（
億

円
）

01
,0

0
0

2
,0

0
0

3
,0

0
0

4
,0
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歳
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会
保
障

・
人
口
問
題
研
究
所
「
市
町
村
別
将
来
推
計
人
口
」
よ
り
作

成

都
内

区
部

　
児

童
福

祉
費

を
除

く
主

な
民

生
費

と
老

年
人

口
の

推
移

※
こ
こ
で
の
民
生
費
は
社
会
福
祉

費
、
老
人
福
祉
費
、
生
活
保
護
費
の
合
算
額
と
し
て
い
る
。

1
,5

0
0

2
,5

0
0

3
,5

0
0

4
,5

0
0

5
,5

0
0

6
,5

0
0

7
,5

0
0

8
,5

0
0

9
,5

0
0

1
0
,5

0
0

1
1
,5

0
0

1
2
,5

0
0

1
3
,5

0
0

1
4
,5

0
0

5
5

6
0

2
7

1
2

1
7

2
2

2
7

3
2

3
7

4
2

4
7

（
億

円
）

5
0
0

1
,0

0
0

1
,5

0
0

2
,0

0
0

2
,5

0
0

3
,0

0
0

(千
人

）

民
生

費

老
年

人
口

推
移

（
右

軸
）

実
績

値
推
計
値

都
内
区

部
老
年
人

口
推
移
(
右
軸
)

(
年
度
)

平
成

昭
和

 
 
 
 
 

※
総

務
省

「
地

方
財

政
状

況
調

査
」

、
東

京
都

総
務

局
「

市
町

村
決

算
状

況
調

査
結

果
」

　
及

び
　

国
立

社
会

保
障

・
人

口
問

題
研

究
所

「
市

町
村

別
将

来
推

計
人

口
」

よ
り

作
成

都
内

町
村

部
　

児
童

福
祉

費
を

除
く

主
な

民
生

費
と

老
年

人
口

の
推

移
※
こ
こ

で
の
民
生
費

は
社
会
福

祉
費
、
老
人

福
祉
費
の

合
算
額
と
し

て
い
る
。

1
,0

0
0

2
,0

0
0

3
,0

0
0

4
,0

0
0

5
,0

0
0

6
,0

0
0

7
,0

0
0

8
,0

0
0

9
,0

0
0

1
0
,0

0
0

1
1
,0

0
0

1
2
,0

0
0

1
3
,0

0
0

1
4
,0

0
0

1
5
,0

0
0

5
5

6
0

2
7

1
2

1
7

2
2

2
7

3
2

3
7

4
2

4
7

（
百

万
円

）

51
0

1
5

2
0

2
5

3
0

(千
人

）

民
生

費

老
年

人
口

推
移

（
右

軸
）

実
績
値

推
計
値

都
内

町
村

部
老

年
人

口
推

移
（
右

軸
）

(
年
度
)

平
成

昭
和
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東
京
都
に
お
け
る
要
介
護
（
要
支
援
）
認
定
者
数
の
推
移

（
平

成
１
４
年

度
～

平
成

２
２
年

度
）

0

5
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

1
5
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

2
5
0
,
0
0
0

3
0
0
,
0
0
0

3
5
0
,
0
0
0

4
0
0
,
0
0
0

4
5
0
,
0
0
0

5
0
0
,
0
0
0

平
成

1
4
年

度
1
5
年

度
1
6
年

度
1
7
年

度
1
8
年

度
1
9
年

度
2
0
年

度
2
1
年

度
2
2
年

度

（
人

）

要
支

援
要

介
護

１

要
介

護
２

要
介

護
３

要
介

護
４

要
介

護
５

2
9
3
,
4
0
3

※
厚

生
労

働
省

「
介

護
保

険
事

業
状

況
報

告
」
（
平

成
２
２
年

度
）
よ
り
作

成
　
注

１
：
「
要

支
援
」
に
は
要
支
援
１
及
び
要
支
援
２
を
含

む
。

　
注

２
：
「
要

介
護

１
」
に
は

経
過

的
要

介
護

を
含

む
。

　
注

３
：
２
０
０
６
年

４
月

に
新

予
防

給
付

が
実

施
さ
れ

、
要

介
護

度
１
認

定
者

の
一

部
が

要
支

援
２
に
移

行
し
た
。

4
4
4
,
4
8
6

付
 
表
 
1
3
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付
 
表
 
1
4
 

 ※
東

京
都

福
祉

保
健

局
「
東

京
都

地
域

ケ
ア

体
制

整
備

構
想

」
（
平

成
1
9

年
1
2

月
）
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生
活

保
護

の
被

保
護

人
員

の
推

移
（
平

成
２
年

度
～

平
成

２
２
年

度
）

05

1
0

1
5

2
0

2
5

3
0

平
成

２
年

度
平

成
７
年

度
平

成
１
２
年

度
平

成
１
７
年

度
平

成
２
２
年

度

万
人

東
京
都

う
ち
6
5
歳
以
上

※
東

京
都

福
祉
保
健
局
　
「
福
祉
・
衛
生
統
計
年
報

」
（
平

成
２
２
年

度
）
　
よ
り
作

成

3
0
,1
2
3

（
3
1
.9
％

）

7
7
,6
6
1

（
4
1
.9
％

）
5
0
,4
2
7

（
3
8
.6
％

）
3
4
,2
5
2

（
3
7
.6
％

）

9
4
,4
9
5

1
8
5
,2
1
9

1
3
0
,4
8
8

9
1
,1
3
1

9
6
,9
0
7

（
4
4
.2
％

）

2
1
9
,1
9
5

付
 
表
 
1
5

59



※
東

京
都

福
祉

保
健

局
「
福

祉
・
衛

生
統

計
年

報
」
（
平

成
２
２
年

度
）
よ
り
作

成
※

そ
の

他
扶

助
と
は

、
教

育
扶

助
、
出

産
扶

助
、
失

業
扶

助
、
葬
祭
扶
助
等
を
い
う
。

都
内

の
扶

助
種

類
別

保
護

費
お
よ
び
そ
の

構
成

比
の

推
移

（
平

成
２
年

度
～

平
成

２
２
年

度
）

8
1
7
（
5
5
.0
%
）

1
,0
1
5
（
5
4
.2
%
）

1
,3
5
6
（
4
8
.9
%
）

1
,7
8
1
（
4
7
.1
%
）

2
,1
3
1
（
4
2
.9
%
）

4
7
3
（
3
1
.9
%
）

5
7
8
（
3
0
.9
%
）

9
3
6
（
3
3
.7
%
）

1
,2
3
7
（
3
2
.7
%
）

1
,6
8
7
（
3
3
.9
%
）

2
4
5
（
1
3
.1
%
）

4
2
0
（
1
5
.1
%
）

6
4
1
（
1
7
.0
%
）

9
8
0
（
1
9
.7
%
）

1
6
5
（
1
1
.1
%
）

8
9
（
1
.8
%
）

6
2
（
1
.6
%
）

1
7
（
0
.6
%
）

8
2
（
1
.7
%
）

6
0
（
1
.6
%
）

4
4
（
1
.6
%
）

3
5
（
1
.8
%
）

3
0
（
2
.0
%
）

0

1
,0
0
0

2
,0
0
0

3
,0
0
0

4
,0
0
0

5
,0
0
0

6
,0
0
0

平
成

2
年

度
平

成
7
年

度
平

成
1
2
年

度
平

成
1
7
年

度
平

成
2
2
年

度

そ
の

他
扶

助

介
護

扶
助

住
宅

扶
助

生
活

扶
助

医
療

扶
助

1
,4
8
5

1
,8
7
3

2
,7
7
3

3
,7
8
1

4
,9
6
9

付
 
表

 
1
6
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都
民
の
意
識
・
受
療
行
動

※
東

京
都

福
祉

保
健
局
「
東
京
都
保
健
医
療
計
画

」
（
平

成
2
0
年

３
月

改
定

）
よ
り
作

成

※
有
訴
者
率
と
は
、
病
気
や
け
が
等
で
自
覚
症
状
の
あ
る
者
の
人
口
千
人
に
対
す
る
割
合
を
い
う付

 
表
 
1
7

61



待
機

児
童

数
の

推
移

（
平

成
１
３
年

～
平

成
２
４
年

）

2
1
,0
3
1

2
5
,4
4
7

2
4
,2
4
5

1
9
,7
9
4

1
7
,9
2
6

1
9
,5
5
0

2
5
,3
8
4

2
5
,5
5
6

2
4
,8
2
5

2
6
,3
8
3

2
3
,3
3
8

2
6
,2
7
5

7
,9
3
9

8
,4
3
5

7
,8
5
5

7
,2
5
7

7
7
8

7
4
4

1
,4
2
2

4
,9
8
2

5
,0
5
6

5
,2
0
8

5
,2
2
3

5
,2
2
1

4
,9
0
8

4
,6
0
1

5
,4
7
9

3
,0
9
5

4
,1
1
7

3
,2
4
5

9
6
5

2
,1
3
2

1
,8
2
2

1
,5
7
7

2
,2
3
3

3
,0
7
8

2
,9
4
4

3
,2
0
4

2
,5
9
3

1
4
9

5
4
4

4
3
6

4
8
1

5
7
0

6
6
3

7
8
0

8
6
0

3
8
1

1
,7
2
4

1
,3
9
6

1
,7
1
0

6
0
4

1
,6
0
1

1
,7
8
9

2
,2
8
5

2
,9
1
7

3
,4
3
0

3
,8
6
3

3
,5
5
2

3
,9
5
9

0

1
,0
0
0

2
,0
0
0

3
,0
0
0

4
,0
0
0

5
,0
0
0

6
,0
0
0

7
,0
0
0

8
,0
0
0

9
,0
0
0

1
0
,0
0
0

平
成
1
3
年

1
4
年

1
5
年

1
6
年

1
7
年

1
8
年

1
9
年

2
0
年

2
1
年

2
2
年

2
3
年

2
4
年

05
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
5
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
5
,0
0
0

3
0
,0
0
0

全
国

（
右

軸
）

東
京

都

神
奈

川
県

愛
知

県

大
阪

府

人

※
厚

生
労

働
省
　
「
保
育
所
の
状
況
等
に
つ
い
て
」
　
及

び
「
保

育
所

関
連

状
況

と
り
ま
と
め
」
（
平

成
２
４
年

度
）
に
よ
り
作
成

※
各

年
４
月

１
日

現
在

人

付
 
表
 
1
8
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※
社
会
保
障
改
革
に
関
す
る
集
中
検
討
会
議
（
第
1
0
回
・
H
2
3
.6
.2
）
配
布
資
料
（
参
考
資
料
1
-
1
）
よ
り
作
成

社
会

保
障

に
係

る
費

用
の

将
来

推
計

（
給

付
費

に
関

す
る
見

通
し
）

付
 
表
 
1
9

63



東
京
都
児
童
相
談
所
内
の
全
相
談
対
応
件
数
に
占
め
る
虐
待
相
談
対
応
件
数
の

割
合

の
推

移
（
平

成
１
５
年

度
～

平
成

２
３
年

度
）

2
,2
0
6

3
,0
2
6

3
,1
4
6

3
,2
6
5

3
,3
0
7

3
,2
2
9

3
,3
3
9

4
,4
5
0

4
,5
5
9

7
.6
4
%

9
.9
4
%

1
1
.1
8
%

1
0
.8
0
%

1
3
.3
9
%

1
3
.6
9
%

1
3
.2
8
%

1
8
.1
2
%

1
8
.0
1
%

0

5
0
0

1
,0
0
0

1
,5
0
0

2
,0
0
0

2
,5
0
0

3
,0
0
0

3
,5
0
0

4
,0
0
0

4
,5
0
0

5
,0
0
0

平
成

1
5
年

度
平
成
1
6
年
度

平
成
1
7
年

度
平

成
1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年
度

平
成
2
1
年
度

平
成
2
2
年
度

平
成
2
3
年
度

0
%

5
%

1
0
%

1
5
%

2
0
%

2
5
%

虐
待
相
談
件

数
東
京
都
児
童
相
談
所
内
の
全
相
談
対
応
件
数
に
占
め
る
虐
待
相
談
対
応
件
数
の
割
合

件 ※
東
京

都
福

祉
保
健
局
「
福
祉
・
衛
生
　
統
計
年
報
」
（
平

成
２
３
年

度
）
よ
り
作

成

付
　
表
　
2
0
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※
東

京
都

福
祉

保
健

局
　

「
平

成
2
3
年

度
 区

市
町

村
児

童
家

庭
相

談
統

計
」
よ

り
作

成

都
内

区
市

町
村

の
子

ど
も

家
庭

支
援

セ
ン

タ
ー

が
対

応
し

た
虐

待
相

談
件

数
の

構
成

比
(平

成
2
3
年

度
）
　

区
部

計

市
部

計

町
村

部
計

子
ど

も
家

庭
支

援
セ

ン
タ

ー
が

対
応

し
た

虐
待

相
談

件
数

7
,1

8
3
件 区
部

5
,0

5
0
件

市
部

2
,0

2
3
件

町
村

部
1
1
0
件

付
 
表
 
2
1
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区
市
町
村
別
産
業
大
分
類
別
事
業
所
数
（
平
成
2
1
年
）

0

5
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

3
5
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
5
,
0
0
0

千 代 田 区

中 央 区

港 区
新 宿 区

文 京 区

台 東 区

墨 田 区

江 東 区

品 川 区

目 黒 区

大 田 区

世 田 谷 区

渋 谷 区

中 野 区

杉 並 区

豊 島 区

北 区
荒 川 区

板 橋 区

練 馬 区

足 立 区

葛 飾 区

江 戸 川 区

境 界 未 定 地 域

八 王 子 市

立 川 市

武 蔵 野 市

三 鷹 市

青 梅 市

府 中 市

昭 島 市

調 布 市

町 田 市

小 金 井 市

小 平 市

日 野 市

東 村 山 市

国 分 寺 市

国 立 市

福 生 市

狛 江 市

東 大 和 市

清 瀬 市

東 久 留 米 市

武 蔵 村 山 市

多 摩 市

稲 城 市

羽 村 市

あ き る 野 市

西 東 京 市

瑞 穂 町

日 の 出 町

檜 原 村

奥 多 摩 町

大 島 町

利 島 村

新 島 村

神 津 島 村

三 宅 村

御 蔵 島 村

八 丈 町

青 ヶ 島 村

小 笠 原 村

さ い た ま 市

千 葉 市

川 崎 市

（
所

）

公
務

（
他

に
分

類
さ

れ
な

い
も

の
）

サ
ー

ビ
ス

業
（

他
に

分
類

さ
れ

な
い

も
の

）

複
合

サ
ー

ビ
ス

事
業

医
療

，
福

祉

教
育

，
学

習
支

援
業

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

・
娯

楽
業

飲
食

店
，

宿
泊

業

学
術

研
究

・
専

門
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

不
動

産
業

金
融

・
保

険
業

卸
売

・
小

売
業

運
輸

業

情
報

通
信

業

電
気

・
ガ

ス
・

熱
供

給
・

水
道

業

製
造

業

建
設

業

鉱
業

農
林

漁
業

※
総

務
省

「
平
成
２
１
年
経
済
セ
ン
サ
ス
」
よ
り

作
成

0

1
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

3
0
0
,
0
0
0

4
0
0
,
0
0
0

5
0
0
,
0
0
0

東 京 都 区 部

東 京 都 市 部

東 京 都 郡 部

東 京 都 島 部

横 浜 市

名 古 屋 市

大 阪 市

（
所

）

付
　
表
　
2
2

66



※
総

務
省

「
事

業
所

・
企

業
統

計
調

査
」
（
平

成
1
8
年

）
よ
り
作

成

情
報

通
信

業
の

都
道

府
県

別
事

業
所

数
の

全
国

比
、
小

分
類

別
都

内
事

業
所

数
（
平

成
1
8
年

）

東
京

都
3
6
.0
%

大
阪

府
8
.8
%

そ
の

他
4
1
.9
%

神
奈

川
県

4
.2
%

愛
知

県
5
.3
%

福
岡

県
3
.9
%

0
2
,0
0
0

4
,0
0
0

6
,0
0
0

8
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
2
,0
0
0

(出
版

業
)

（
新
聞
業
）

（
音
声
情
報
制
作
業
）

（
映
像
情
報
制
作
・
配
給
業
）

映
像
・
音
声
・
文
字
情
報
制
作
業

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
附
随
サ
ー
ビ
ス
業

（
情
報
処
理
・
提
供
サ
ー
ビ
ス
業
）

（
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
業
）

情
報
サ
ー
ビ
ス
業

放
送
業

通
信
業

（
所

）

※
　
（
　
　
　
）
＝

小
分

類

情
報
通
信
業
の
都
道
府
県
別
事
業
所
数
の

全
国
比
（
2
0
0
6
年
）

小
分
類
別
都
内
事
業
所
数
（
2
0
0
6
年
）

情
報

通
信

業
事

業
所

総
数

５
９
，
３
１
６
所

付
　

表
　

2
3

67



※
総

務
省

「
経

済
セ
ン
サ

ス
」
（
平

成
2
1
年

）
よ
り
作

成
注
１
）
新

設
（
廃

業
）
事

業
所

割
合

＝
2
0
0
1
年

調
査

以
後

の
新
設
（
廃
業
）
事
業
所
数
÷
2
0
0
9
年
調
査
時
点
の
事
業
所
総
数
×
1
0
0

注
２
）
境

界
未

定
地

域
と
は

、
千

代
田

区
、
中

央
区

、
港

区
の

境
界

未
定

地
、
中

央
防

波
堤

内
側

・
外

側
埋

立
地

及
び
鳥

島
等

の
所

属
未

定
地

を
指

す
。

新
設
・
廃
業
事
業
所
割
合

（
民
営
事
業
所

）
（
平
成

2
1
年
）

0
.0

1
0
.0

2
0
.0

3
0
.0

4
0
.0

5
0
.0

6
0
.0

7
0
.0

8
0
.0

9
0
.0

1
0
0
.0

千 代 田 区

中 央 区

港 区
新 宿 区

文 京 区

台 東 区

墨 田 区

江 東 区

品 川 区

目 黒 区

大 田 区

世 田 谷 区

渋 谷 区

中 野 区

杉 並 区

豊 島 区

北 区
荒 川 区

板 橋 区

練 馬 区

足 立 区

 飾 区

江 戸 川 区

境 界 未 定 地 域

八 王 子 市

立 川 市

武 蔵 野 市

三 鷹 市

青 梅 市

府 中 市

昭 島 市

調 布 市

町 田 市

小 金 井 市

小 平 市

日 野 市

東 村 山 市

国 分 寺 市

国 立 市

福 生 市

狛 江 市

東 大 和 市

清 瀬 市

東 久 留 米 市

武 蔵 村 山 市

多 摩 市

稲 城 市

羽 村 市

あ き る 野 市

西 東 京 市

瑞 穂 町

日 の 出 町

檜 原 村

奥 多 摩 町

大 島 町

利 島 村

新 島 村

神 津 島 村

三 宅 村

御 蔵 島 村

八 丈 町

青 ヶ 島 村

小 笠 原 村

（
％
）

新
設

事
業

所
割

合

廃
業

事
業

所
割

合

0
.0

5
.0

1
0
.0

1
5
.0

2
0
.0

2
5
.0

3
0
.0

全
国

東
京
都

埼
玉
県

千
葉
県

神
奈
川
県

愛
知
県

大
阪
府

（
％

）

新
設
事
業
所
割
合

廃
業
事
業
所
割
合

注
）
三
大
都
市
圏
（
首
都
圏
、

中
部
圏
、
近
畿
圏
）
の
中
か

ら
、
埼
玉
県
、
千
葉
県
、
神
奈

川
県
、
愛
知
県
、
大
阪
府
を

選
定
し
、
東
京
都
と
比
較
。

≪
新

設
事

業
所

割
合

　
上

位
１
０
位

≫

※
境

界
未

定
地

域
を
除

く

①
世
田
谷

区
2
6
.5
%

②
日
の
出

町
2
6
.0
%

③
渋
谷
区

1
7
.8
%

④
中
央
区

1
6
.8
%

⑤
千
代
田

区
1
6
.8
%

⑥
新
宿
区

1
6
.2
%

⑦
港
区

1
5
.4
%

⑧
多
摩
市

1
4
.1
%

⑨
立
川
市

1
3
.9
%

⑩
国
分
寺

市
1
3
.7
%

≪
廃

業
事

業
所

割
合

　
上

位
１
０
位

≫

※
境
界
未
定
地
域
を
除
く

①
渋
谷

区
1
7
.8
%

②
港
区

1
5
.4
%

③
中
央

区
1
6
.8
%

④
千
代

田
区

1
6
.8
%

⑤
新
宿

区
1
6
.2
%

⑥
豊
島

区
1
1
.3
%

⑦
御
蔵

島
村

1
3
.2
%

⑧
荒
川

区
5
.0
%

⑨
福
生

市
1
0
.3
%

⑩
文
京

区
8
.7
%

付
　

表
　

2
4

68



順
位

都
道

府
県

倒
産

件
数

発
生

率
1

和
歌

山
県

1
5
7

1
.0

4
8

2
大

阪
府

2
,0

3
6

0
.9

3
3

3
京

都
府

4
4
2

0
.8

4
3

4
兵

庫
県

7
1
8

0
.7

7
7

5
滋

賀
県

1
4
0

0
.7

4
6

6
奈

良
県

1
2
5

0
.7

1
5

7
石

川
県

1
4
0

0
.6

0
1

8
愛

知
県

8
0
4

0
.5

3
1

9
福

井
県

8
8

0
.5

2
1

1
0

富
山

県
1
0
1

0
.5

1
6

1
2

東
京

都
2
,6

2
7

0
.4

9
4

全
国

1
3
,0

6
5

0
.4

9
8

※
（
株

）
東

京
商

工
リ

サ
ー

チ
「
全

国
企

業
倒

産
状

況
」
、

「
都

道
府

県
別

倒
産

発
生

率
（
普

通
法

人
）
調

査
」
（
平

成
2
2
年

度
）
よ

り
作

成
　

注
）
倒

産
発

生
率

＝
個

人
企

業
等

を
除

い
た

普
通

法
人

倒
産

件
数

（
株

東
京

商
工

リ
サ

ー
チ

調
べ

）
÷

普
通

法
人

の
申

告
法

人
数

（
国

税
庁

税
務

統
計

速
報

・
平

成
2
1
年

度
分

）
×

1
0
0

1
9
,5

6
4

企
業

の
倒

産
件

数
の

推
移

（
負

債
総

額
１

千
万

円
以

上
）
、

倒
産

発
生

率
（
普

通
法

人
）
（
平

成
2
2
年

度
）

1
7
,4

9
4

2
3
,3

0
7

1
5
1
,3

3
3

1
6
,8

9
9

5
3
1
,4

4
9

2
,6

2
1
,7

1
0

企
業

の
倒

産
件

数
の

推
移

（
負

債
総

額
１

千
万

円
以

上
）

倒
産

発
生

率
（
普

通
法

人
）

普
通

申
告

法
人

数

1
4
,9

8
4

2
1
8
,1

0
7

5
2
,4

2
3

9
2
,3

7
5

1
8
,7

7
2

2
,3

7
6

2
,4

1
3

2
,5

6
0

3
,1

1
5

2
,8

6
7

2
,6

2
7

5
2
7

6
1
7

6
1
5

5
3
9

3
0
3

3
4
7

3
3
1

4
0
8

4
3
6

3
8
8

7
1
3

6
0
9

6
7
0

7
4
3

7
9
8

8
0
4

2
,1

6
6

2
,0

3
6

2
,1

1
6

2
,2

0
9

2
,2

9
6

2
,0

7
3

4
4
0

4
1
2

7
9
5

6
9
8

5
9
7

5
9
0

6
5
4

7
1
7

1
5
,4

6
6

1
3
,1

8
6

1
3
,1

7
0

1
3
,3

3
7

1
4
,3

6
6

1
6
,1

4
6

1
4
,7

3
2

1
3
,0

6
5

0

1
,0

0
0

2
,0

0
0

3
,0

0
0

4
,0

0
0

平
成

5
年

度
6
年

度
7
年

度
8
年

度
9
年

度
1
0
年

度
1
1
年

度
1
2
年

度

（
件

）

02
,0

0
0

4
,0

0
0

6
,0

0
0

8
,0

0
0

1
0
,0

0
0

1
2
,0

0
0

1
4
,0

0
0

1
6
,0

0
0

1
8
,0

0
0

東
京

都
埼

玉
県

千
葉

県
神

奈
川

県

愛
知

県
大

阪
府

全
国

（
右

軸
）

0
.
3
9
3

0
.
4
1
0

0
.
4
3
10
.
4
9
4

0
.
5
1
6

0
.
5
2
1

0
.
5
3
10
.
6
0
1

0
.
7
1
5

0
.
7
4
6

0
.
7
7
70
.
8
4
3

0
.
9
3
3

1
.
0
4
8

0
.0

0
0

0
.2

0
0

0
.4

0
0

0
.6

0
0

0
.8

0
0

1
.0

0
0

1
.2

0
0

２
９

　
　

千
葉

県

２
２

 神
奈

川
県

１
９

　
　

埼
玉

県

１
２

　
　

東
京

都

１
０

　
　

富
山

県

９
　

　
　

福
井

県

８
　

　
　

愛
知

県

７
　

　
　

石
川

県

６
　

　
　

奈
良

県

５
　

　
　

滋
賀

県

４
　

　
　

兵
庫

県

３
　

　
　

京
都

府

２
　

　
　

大
阪

府

１
　

　
和

歌
山

県

（
％

）

※
普

通
法

人
と

は
、

会
社

等
、

相
互

会
社

、
医

療
法

人
、

特
定

目
的

会
社

、
中

間
法

人
を

含
む

。

東
京

都

全
国

（
右

軸
）

大
阪

府

愛
知

県

神
奈

川
県

埼
玉

県

千
葉

県

付
　

表
　

2
5

倒
産

発
生

率
上

位
の

都
道

府
県

69



※
東

京
都

総
務

局
「
東
京
の
工
業
」
（
平
成
2
2
年
工

業
統

計
調

査
報

告
）
よ
り
作

成

都
内

製
造

業
の

事
業

所
数

、
従

業
者

数
の

推
移

（
昭

和
５
０
年

～
平

成
２
２
年

）

0

3
0
,0
0
0

6
0
,0
0
0

9
0
,0
0
0

1
2
0
,0
0
0

Ｓ
５
０

Ｓ
５
１

Ｓ
５
２

Ｓ
５
３

Ｓ
５
４

Ｓ
５
５

Ｓ
５
８

Ｓ
６
０

Ｓ
６
３

Ｈ
２

Ｈ
５

Ｈ
７

Ｈ
１
０

Ｈ
１
２

Ｈ
１
５

Ｈ
１
７

Ｈ
２
０

Ｈ
２
２

（
所

）

05
0
0
,0
0
0

1
,0
0
0
,0
0
0

1
,5
0
0
,0
0
0（
人

）

事
業
所
数
（
左
目
盛
）

従
業
者
数
（
右
目
盛
）

事 業 所 数

従 業 者 数
9
6
,6
3
5
所

1
5
,0
8
2
所

9
7
,6
4
6
所

1
,0
7
4
,0
1
0
人

3
1
0
,0
2
2
人

事
業
所

数

従
業

者
数

付
　
表
　
2
6

70



※
東

京
都

産
業

労
働

局
「
平

成
2
2
年

度
東

京
都

商
店

街
実

態
調

査
報

告
書

」
よ

り
作

成
※

商
店

街
と

は
、

商
店

街
振

興
組

合
法

に
基

づ
く
商

店
街

振
興

組
合

、
中

小
企

業
等

協
同

組
合

法
に

基
づ

く
事

業
協

同
組

合
及

び
区

市
町

村
が

　
　

 商
店

街
と

し
て

認
め

た
も

の
（
任

意
団

体
）
を

い
う

。

都
内

商
店

街
に

お
け

る
空

き
店

舗
の

状
況

（
平

成
２

２
年

）

6
6
.8

6
1
.8

6
2
.5

6
1
.1

6
0
.8

4
.7

1
0
.1 5

.4

6
.3

9
.1

3
0
.23
2
.6

3
2
.0

2
8
.1

2
8
.5

0
1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

1
0
0

平
成

１
０

年
（
ｎ

=
2
,3

9
4
）

平
成

１
３

年
（
ｎ

=
2
,2

9
2
）

平
成

１
６

年
（
ｎ

=
2
,4

0
4
）

平
成

１
９

年
（
ｎ

=
1
,8

7
9
）

平
成

２
２

年
（
ｎ

=
1
,7

3
4
）

（
％

）

「
あ

る
」
と

回
答

し
た

商
店

街
の

割
合

「
な

い
」
と

回
答

し
た

商
店

街
の

割
合

回
答

な
し

の
商

店
街

の
割

合

付
　

表
　

2
7

71



※
厚

生
労

働
省

「
就

職
安

定
業

務
統

計
」

　
　

（
平

成
１

２
年

度
～

平
成

２
３

年
度

）
よ

り
作

成

都
道

府
県

別
就

職
率

の
推

移
（
平

成
１

２
年

～
平

成
２

３
年

）

2
7
.8

2
6
.8

2
6
.3

2
8
.2

3
0
.2

3
1
.4

3
2
.3

3
2
.2

2
8
.8

2
5
.2

2
8
.0

2
9
.7

3
6
.5

3
3
.5

3
2
.2

3
5
.1

3
9
.7

4
1
.8

4
3
.6

4
4
.6

4
2
.5

3
7
.2

4
5
.8

5
0
.1

3
8
.8

3
6
.5

3
4
.7

3
6
.5

3
6
.8

3
8
.6

3
9
.3

4
0
.1

3
8
.7

3
8
.1

4
0
.8

4
1
.7

5
.0

1
5
.0

2
5
.0

3
5
.0

4
5
.0

5
5
.0

平
成

1
2
年

平
成

1
3
年

平
成

1
4
年

平
成

1
5
年

平
成

1
6
年

平
成

1
7
年

平
成

1
8
年

平
成

1
9
年

平
成

2
0
年

平
成

2
1
年

平
成

2
2
年

平
成

2
3
年

（
％

）

全
国

東
京

都
埼

玉
県

千
葉

県
神

奈
川

県
愛

知
県

大
阪

府
福

井
県

島
根

県

大
阪

府
　

　
　

2
3
.3

神
奈

川
県

　
 2

0
.3

愛
知

県
　

　
　

2
0
.3

千
葉

県
　

　
　

1
9
.8

埼
玉

県
　

　
　

1
9
.7

東
京

都
　

　
　

1
8
.9

大
阪

府
　

　
　

2
7
.1

愛
知

県
　

　
　

2
6
.6

千
葉

県
　

　
　

2
6
.1

神
奈

川
県

 　
2
1
.8

埼
玉

県
　

　
　

2
1
.6

東
京

都
　

　
　

2
1
.4

◇
就

職
率

と
は

・
求

職
者

に
対

す
る

就
職

件
数

の
割

合
を

い
い

、
「
就

職
件

数
」
を

「
新

規
求

職
申

込
件

数
」
で

除
し

て
算

出
◇

就
職

件
数

と
は

・
有

効
求

職
者

が
職

業
安

定
所

の
紹

介
に

よ
り

就
職

し
た

（
他

県
を

含
む

）
こ

と
を

確
認

し
た

件
数

（
臨

時
・
季

節
雇

用
を

含
む

）
・
件

数
に

は
、

新
規

学
卒

者
を

除
き

パ
ー

ト
タ

イ
ム

を
含

む
（
実

数
）

島
根

県

福
井

県

全
国

付
　

表
　

2
8
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※
出

典
：
東

京
都

産
業

労
働

局
「
グ
ラ
フ
ィ
ッ
ク
東

京
の

産
業

と
雇

用
就

業
2
0
1
2
」

1
1
.8

3
.8

2
.4

2
.4

2
.3

1
.9

0
.2

1
.2

1
.2

3
.3

3
.3

02468

1
0

1
2

1
4

ニ ュ ー ヨ ー ク

ナ ス ダ ッ ク

東 京
ロ ン ド ン

上 海
ユ ー ロ ネ ク ス

ト

香 港
ト ロ ン ト

ド イ ツ

ボ ペ ス パ

大 阪

（
兆

ド
ル

）

付
 
表

 
2
9

世
界
の
証
券
取
引
所
時
価
総
額
（
平
成
２
３
年

1
2
月

）

73



※
海

外
投

資
デ
ー
タ
バ

ン
ク
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
世

界
各

国
の

株
式

時
価

総
額

一
覧

」
（
平

成
２
５
年

）
よ
り
作

成
※
株
式
時
価
総
額
上
位
2
0
位

ま
で
を
掲
載

※
時
価
総
額
は
W
F
E
の
数
値

※
フ
ラ
ン
ス
は

「
ユ
ー
ロ
ネ
ク
ス
ト
」
に
一

括
り
に
さ
れ
て
い
る
た
め
、
グ
ラ
フ
中
の
フ
ラ
ン
ス
時
価
総
額

に
は

オ
ラ
ン
ダ
・
ベ
ル
ギ
ー
・
ポ
ル
ト
ガ
ル
も
含
ま
れ
る
。

世
界

各
国

（
地

域
）
の

株
式

時
価

総
額

と
対

Ｇ
Ｄ
Ｐ
比

率
一

覧
（
平

成
２
４
年

末
）

6
1
.5
%

0
.0
%

5
0
.0
%

1
0
0
.0
%

1
5
0
.0
%

2
0
0
.0
%

2
5
0
.0
%

3
0
0
.0
%

3
5
0
.0
%

香 港
シ ン ガ ポ ー ル

南 ア フ リ カ

ス イ ス

台 湾
イ ギ リ ス

イ ン ド

ア メ リ カ

カ ナ ダ

フ ラ ン ス （ ＋ α ）

韓 国
オ ー ス ト ラ リ ア

ス ペ イ ン

日 本
ブ ラ ジ ル

メ キ シ コ

中 国 （ 上 海 ＋ 深 セ

ン ）

ド イ ツ

ロ シ ア

ト ル コ

05
0
,0
0
0

1
0
0
,0
0
0

1
5
0
,0
0
0

2
0
0
,0
0
0

2
5
0
,0
0
0

対
G
D
P
比

率
（
左

軸
）

株
式
時
価
総
額
（
右
軸
）

1
,1
0
0
.0
%

付
 
表

 
3
0

（
単
位
：
億
ド
ル
）

1
0
9
7
.9
%

74



※
東
京
証

券
取
引
所
「
上
場
外

国
会
社
数
の

推
移
」
（
平
成

２
５
年

）
よ
り
作

成

東
京

証
券

取
引

所
上

場
外

国
会

社
数

の
推

移
（
平

成
２
年

～
平

成
２
４
年

）

1
2
5
1
2
5
1
1
9

1
1
0

9
3

7
7

67
6
0

5
2

4
3

4
1

3
8

3
4

32
3
0

2
8

2
5

2
5

1
6

15
1
2

1
1

1
0

020406080

1
0
0

1
2
0

1
4
0

平
成

2
年

末
平

成
4
年

末
平

成
6
年

末
平

成
8
年

末
平

成
1
0
年

末
平

成
1
2
年

末
平

成
1
4
年

末
平

成
1
6
年

末
平

成
1
8
年

末
平

成
2
0
年

末
平

成
2
2
年

末
平

成
2
4
年

末

（
単

位
：

社
）

付
　

表
　

3
1
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付
 
表
 
3
2
 

グ
ロ

ー
バ

ル
金

融
セ

ン
タ

ー
イ

ン
デ

ッ
ク

ス
（
G

F
C

I（
※

）
）
上

位
１

５
市

場
（
平

成
１

９
年

～
平

成
２

２
年

）
 

順
位

 
平

成
1
9

年
3

月
 

平
成

1
9

年
9

月
 

平
成

2
0

年
3

月
 

平
成

2
0

年
9

月
 

平
成

2
1

年
3

月
 

平
成

2
1

年
9

月
 

平
成

2
2

年
3

月
 

１
 

ロ
ン

ド
ン

 
ロ

ン
ド
ン

 
ロ

ン
ド
ン

 
ロ

ン
ド
ン

 
ロ

ン
ド
ン

 
ロ

ン
ド
ン

 
ロ

ン
ド
ン

 

２
 

ニ
ュ

ー
ヨ

ー
ク

 
ニ

ュ
ー

ヨ
ー

ク
 

ニ
ュ

ー
ヨ

ー
ク

 
ニ

ュ
ー

ヨ
ー

ク
 

ニ
ュ

ー
ヨ

ー
ク

 
ニ

ュ
ー

ヨ
ー

ク
 

ニ
ュ

ー
ヨ

ー
ク

 

（
同

率
１
位

）
 

３
 

香
港

 
香

港
 

香
港

 
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
 

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

 
香

港
 

香
港

 

４
 

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

 
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
 

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

 
香

港
 

香
港

 
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
 

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

 

５
 

チ
ュ

ー
リ
ヒ

 
チ

ュ
ー

リ
ヒ

 
チ

ュ
ー

リ
ヒ

 
チ

ュ
ー

リ
ヒ

 
チ

ュ
ー

リ
ヒ

 
深

セ
ン

 
東

京
 

６
 

フ
ラ

ン
ク

フ
ル

ト 
フ

ラ
ン

ク
フ

ル
ト 

フ
ラ

ン
ク

フ
ル

ト 
ジ

ュ
ネ

ー
ブ

 
ジ

ュ
ネ

ー
ブ

 
チ

ュ
ー

リ
ヒ

 
シ

カ
ゴ

 

７
 

シ
ド
ニ

ー
 

ジ
ュ

ネ
ー

ブ
 

ジ
ュ

ネ
ー

ブ
 

東
京

 
シ

カ
ゴ

 
東

京
 

チ
ュ

ー
リ
ヒ

 

８
 

シ
カ

ゴ
 

シ
カ

ゴ
 

シ
カ

ゴ
 

シ
カ

ゴ
 

フ
ラ

ン
ク

フ
ル

ト
 

シ
カ

ゴ
 

ジ
ュ

ネ
ー

ブ
 

９
 

東
京

 
シ

ド
ニ

ー
 

東
京

 
フ

ラ
ン

ク
フ

ル
ト 

ボ
ス

トン
 

ジ
ュ

ネ
ー

ブ
 

深
セ

ン
 

１
０
 

ジ
ュ

ネ
ー

ブ
 

東
京

 
シ

ド
ニ

ー
 

シ
ド
ニ

ー
 

ダ
ブ

リ
ン

 
上

海
 

シ
ド
ニ

ー
 

（
同

率
９
位

）
 

１
１
 

パ
リ
 

パ
リ
 

ボ
ス

ト
ン

 
ボ

ス
ト
ン

 
ト
ロ

ン
ト
 

シ
ド
ニ

ー
 

上
海

 

１
２
 

ト
ロ

ン
ト
 

ボ
ス

ト
ン

 
サ

ン
フ

ラ
ン

シ
ス

コ
 

ト
ロ

ン
ト
 

ガ
ン

ジ
ー

島
（
英

）
 

フ
ラ

ン
ク

フ
ル

ト 
ト
ロ

ン
ト
 

１
３
 

サ
ン

フ
ラ

ン
シ

ス
コ

 
ト
ロ

ン
ト
 

ダ
ブ

リ
ン

 
ダ

ブ
リ
ン

 
ジ

ャ
ー

ジ
ー

島
（英

）
ト
ロ

ン
ト
 

フ
ラ

ン
ク

フ
ル

ト 

１
４
 

ボ
ス

ト
ン

 
サ

ン
フ

ラ
ン

シ
ス

コ
 

パ
リ
 

ジ
ャ

ー
ジ

ー
島

（英
）

ル
ク

セ
ン

ブ
ル

グ
 

ジ
ャ

ー
ジ

ー
島

（英
）

ボ
ス

ト
ン

 

１
５
 

エ
ジ

ン
バ

ラ
 

ダ
ブ

リ
ン

 
ト
ロ

ン
ト
 

ル
ク

セ
ン

ブ
ル

グ
 

東
京

 
ガ

ン
ジ

ー
島

（
英

）
 

北
京

お
よ

び
 

サ
ン

フ
ラ

ン
シ

ス
コ

 

（
出
典
：
シ
テ
ィ
・
オ
ブ
・
ロ
ン
ド
ン
（
英
）
）

 

 ※
出

典
：
金

融
庁

「
金

融
・
資

本
市

場
に

係
る

制
度

整
備

に
関

す
る

意
見

交
換

会
（
第

一
部

）
、

日
本

証
券

業
協

会
提

出
資

料
」
（
平

成
２

１
年

）
 

※
グ

ロ
ー

バ
ル

金
融

セ
ン

タ
ー

イ
ン

デ
ッ

ク
ス

（
G

F
C

I）
と

は
・
・
・
シ

テ
ィ

･オ
ブ

･ロ
ン

ド
ン

が
世

界
の

約
6
0

の
マ

ー
ケ

ッ
ト

の
金

融
セ

ン
タ

ー
と

し
て

の
競

争
力

を
、

市
場

関
係

者
の

ア
ン

ケ
ー

ト
に

基
づ

き
、

人
的

資
源

、
業

務
環

境
、

市
場

ア
ク

セ
ス

、
市

場
イ

ン
フ

ラ
な

ど
の

基
準

で
1
0
0
0

点
満

点
で

採
点

を
行

い
、

ラ
ン

ク
付

け
し

た
も

の
。
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【
都

道
府

県
別

１
ｋ
ｍ
当

た
り
渋

滞
損

失
額

】

※
国

土
技

術
政

策
総

合
研
究
所
「
東
京
圏
に
お
け
る
社

会
資

本
の

効
用

」
（
平

成
1
7
年

7
月

）
よ
り
転

載
※
国
土
交
通
省
道
路
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
よ
り
転
載

首
都
圏
の
渋
滞
に
よ
る
損
失
額
等
（
平
成
１
７
年
）

付
 
表
 
3
3
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計
画

延
長

（
k
m

）
完

成
延

長
（

k
m

）
概

成
延

長
（

k
m

）
完

成
率

（
％

）

3
,4

4
9

2
,1

4
4

3
9

7
6

2
.1

 区
部

1
,9

7
7

1
,2

8
8

2
3

9
6

5
.1

 多
摩

1
,4

5
9

8
4

7
1

5
8

5
8

.0

 島
し

ょ
1

0
9

8
6

.4

そ
の

他
4

1
0

2
0

.2

7
3

,7
5

8
4

4
,3

2
7

7
,6

1
8

6
0

.1

※
国
土
交
通
省
　
「
平
成
2
3
年
度
都
市
計
画
現
況
調
査
」
（
平
成
２
３
年
３
月
３
１
日
現
在
）
よ
り
作
成

※
都
市
高
速
道
路
、
自
動
車
専
用
道
路
は
含
ま
な
い
。

※
各

項
目

の
合

計
は

、
少

数
以

下
を
切

り
捨

て
て
集

計
し
て
い
る
た
め
、
一

致
し
な
い
場

合
が

あ
る
。

 東
京

都

都
市

計
画

道
路

の
整

備
状

況
（
平

成
２
３
年

）

 全
国

付
 
表

 
3
4
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東
京

　
ロ
ン
ド
ン

パ
リ

ベ
ル

リ
ン

　
　
北

京
ソ
ウ
ル

※
国

土
交

通
省

（
関

東
地

方
整

備
局

道
路

部
）
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
よ
り
作

成

4
3
3
km

4
3
3
km

1
0
0
%

2
0
0
9
年

計
画

延
長

供
用

延
長

整
備

率

環
状

道
路

の
整

備
状

況
（
海

外
都

市
比

較
図

）

整
備

率
8
5
%

2
0
0
7
年

計
画

延
長

供
用

延
長

整
備

率
2
0
0
9
年

約
4
8
%

供
用

延
長

整
備

率
1
8
8
km

1
0
0
%

供
用

延
長

1
6
8
km

整
備

率
1
0
0
%

2
1
7
km

9
7
%

2
0
0
7
年

計
画

延
長

供
用

延
長

整
備

率
2
2
3
km

1
6
8
km

2
0
0
7
年

計
画

延
長

供
用

延
長

3
1
3
km

2
6
7
km

計
画

延
長

1
8
8
km

2
0
1
2
年

3
月

見
込

計
画

延
長

約
5
2
0
km

約
2
5
0
km

付
 
表

 
3
5
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※
運
輸
振
興
協
会
発
行
　
国
土
交
通
省
監
修
：

「
数
字
で
見
る
関
東
の
運
輸
の
動
き
2
0
0
9
」
よ
り
作
成

※
「
都
市
交
通
年
報
」
に
記
載
の
あ
る
路
線
の
う
ち
、
主
要
3
1
区
間
及
び
最
混
雑

　
　
1
時

間
当

た
り
の

輸
送

量
が

3
万

人
を
超

え
る
路

線
に
つ
い
て
国

土
交

通
省

　
　
資

料
に
基

づ
き
記

載

路
線

別
混

雑
率

の
推

移
（
昭

和
６
０
年

・
平

成
２
年

・
平

成
１
９
年

）

1
6
0

1
7
0

1
8
0

1
9
0

2
0
0

2
1
0

2
2
0

2
3
0

2
4
0

2
5
0

2
6
0

1
9
8
5
年

1
9
9
0
年

2
0
0
7
年

％

神
奈
川
方
面

多
摩
方
面

埼
玉
方
面

常
磐
方
面

千
葉
方
面

そ
の

他

付
　
表
　
3
6

昭
和

６
０
年

平
成

２
年

平
成

１
９
年

路
線

別
混
雑
率

ワ
ー
ス

ト
順
位

（
平
成

１
９
年
）

ワ
ー

ス
ト

順
　

　
位

方
面

最
混

雑
区

間
の

混
雑

率
（

％
）

第
１
位

そ
の
他

Ｊ
Ｒ

京
浜
東
北
線

2
0
9

上
野

→
御

徒
町

第
２
位

千
葉

Ｊ
Ｒ

総
武
線
緩
行

2
0
6

錦
糸
町

→
両

国

第
３
位

そ
の
他

Ｊ
Ｒ

山
手
線

2
0
5

上
野

→
御

徒
町

第
４
位

埼
玉

Ｊ
Ｒ

埼
京
線

2
0
0

板
橋

→
池

袋

第
５
位

神
奈

川
民
鉄

東
急
田
園
都

市
線

1
9
8

池
尻
大
橋

→
渋

谷

〃
多
摩

Ｊ
Ｒ

中
央
線
快
速

1
9
8

中
野

→
新

宿

〃
千
葉

Ｊ
Ｒ

京
葉
線

1
9
8

葛
西
臨

海
公

園
→

新
木
場

路
線
名

最
混
雑

区
間
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我
が
国
の
人
口
は
長
期
的
に
は
急
減

す
る
局
面
に

4
（
出
典
）
総

務
省

「
国

勢
調

査
報

告
」
、
同

「
人
口
推
計
年
報
」
、
同
「
平
成
1
2
年
及
び
1
7
年
国

勢
調
査

結
果
に
よ
る
補

間
推

計
人

口
」
、
国

立
社

会
保

障
・
人

口
問

題
研

究
所

「
日

本
の
将
来

推
計

人
口

（
平

成
1
8
年

1
2
月

推
計

）
」
、
国
土
庁
「
日
本
列
島
に
お
け
る
人
口

分
布
の

長
期
時

系
列
分

析
」
（
1
9
7
4
年

）
を
も
と
に
、
国

土
交

通
省

国
土

計
画

局
作

成

（
万
人
）

2
0
0
4
年

1
2
月

に
ピ
ー
ク

1
2
,
7
8
4
万

人
高

齢
化

率
1
9
.
6
%

2
0
3
0
年

1
1
,
5
2
2
万

人
高

齢
化

率
3
1
.
8
%

2
0
5
0
年

9
,
5
1
5
万

人
高

齢
化

率
3
9
.
6
%

2
1
0
0
年

（
中

位
推

計
）

4
,
7
7
1
万

人
高

齢
化

率
4
0
.
6
%

2
1
0
0
年

（
高

位
推

計
）

6
,
4
0
7
万

人

2
1
0
0
年

（
低

位
推

計
）

3
,
7
7
0
万

人

（
年
）

0

1
,
0
0
0

2
,
0
0
0

3
,
0
0
0

4
,
0
0
0

5
,
0
0
0

6
,
0
0
0

7
,
0
0
0

8
,
0
0
0

9
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

1
1
,
0
0
0

1
2
,
0
0
0

1
3
,
0
0
0 8
0
0

1
0
0
0

1
2
0
0

1
4
0
0

1
6
0
0

1
6
5
0

1
7
0
0

1
7
5
0

1
8
0
0

1
8
5
0

1
9
0
0

1
9
5
0

2
0
0
0

2
0
5
0

2
1
0
0

（
1
1
9
2年

）
7
5
7万

人

（
13
3
8年

）
8
1
8万

人

（
16
0
3年

）
1
,
2
27
万

人

（
1
7
1
6～

4
5年

）

3
,
1
28
万

人

（
18

6
8年

）
3
,
3
30
万

人

(
1
9
45
年

)

7
,
1
99
万

人

（
2
0
0
0年

）

1
2
,
69
3万

人

鎌 倉 幕 府 成 立

明 治 維 新

享 保 改 革
室 町 幕 府 成 立

江 戸 幕 府 成 立

終 戦

○
日

本
の

総
人

口
は

、
２
０
０
４
年

を
ピ
ー
ク
に
、
今
後

１
０
０
年

間
で
１
０
０
年

前
（明

治
時
代

後
半
）
の
水

準
に
戻

っ
て
い
く
可

能
性

。
こ
の

変
化

は
千

年
単

位
で
み

て
も
類

を
見
な
い
、
極

め
て
急

激
な
減

少
。

第
Ⅰ

章
長

期
展

望
の

前
提

と
な
る
大

き
な
潮
流

付
　
表
　
3
7

※
出
典
：
国
土
交
通
省
「
『
国
土
の
長
期
展
望
』
中
間
と
り
ま
と
め
」
（
平
成
２
３
年
２
月
２
１
日
）
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【図
I

H寸
表

38
1

-
7
】
2
0
3
0
年
に
中
国
の
人
口
が
ピ
ー
ク
を
迎
え
、
イ
ン
ド
が
中
国
を
抜
く

0
世

界
全

体
の

人
口

は
2
0
5
0
年
ま
で
一
貫
し
て
増
加
傾
向
に
あ
る
。

(2
00
5
年
:
約

7
0億

人
→

2
0
5
0
年
:
約

9
0億

人
)

O
人
口
シ
ェ
ア
で
は
ア
ジ
ア
が
過
半
を
占
め
る
が
、
さ
ら
に
そ
の
過
半
は
中
国
と
イ
ン
ド
。

2
0
5
0
年
に
向
け
て
ア
ジ
ア
の
人
口
シ
ェ
ア
は
ほ
ぼ
変
わ
ら

な
い
。
東
ア
ジ
ア
全
体
で
は
、

2
0
4
0
年
ま
で
人
口
は
約

3
億
人
増
加
す
る
が
、
そ
の
後
は
減
少
に
転
じ
る
。
中
国
の
人
口
は

2
0
3
0
年
頃
を
ピ
ー
ク

に
減
少
す
る
と
見
込
ま
れ
る
。
こ
れ
に
対
し
、
イ
ン
ド
は
一
貫
し
て
人
口
が
増
加
し
、

2
0
3
0
年
に
は
中
国
を
抜
く
と
見
込
ま
れ
る
。

0
生
産
年
齢
人
口
の
割
合
で
は
、
日
本
は

1
9
9
0
年
を
ピ
ー
ク
に
す
で
に
減
少
し
て
い
る
の
に
対
し
、
韓
国
、
中
園
、
米
園
、

E
U
で
は
、

2
0
1
0
年
を
境

に
生
産
年
齢
人
口
の
割
合
が
減
少
す
る
。
イ
ン
ド
は
、

2
0
4
0
年
ま
で
生
産
年
齢
人
口
の
割
合
が
増
加
。
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T
h
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Re
vi
si
on
(
国
際
連
合
)
、
「
日
本
の
人
口
」
は
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究

所
「
日
本
の
将
来
推
計
人
口
(
平
成

1
8
年

1
2
月

推
計

)
J
に
お
け
る
出
生
中
位
(
死

亡
中

位
)

推
計

を
も

と
に

、
国

土
交

通
省

国
土

計
画

局
作

成

(注
)
r
東
ア
ジ
ア
合
計
」
は
、
日
本
、
中
園
、
韓
国
、
AS
EA
N1
0ヵ

国
(
ブ
ル
ネ
イ
、
カ
ン

ボ
ジ
ア
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
ラ
オ
ス
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
シ
ン
ガ

ポ
ー
ル
、
タ
イ
、
ベ
ト
ナ
ム
)
の
合
計
値

(
平
成

2
3
年

2
月

2
1
日
)
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※
総
務
省
「
平
成
２
１
年
経
済
セ
ン
サ
ス
」
よ
り
作
成

※
三
大
都
市
圏
（
首
都
圏
、
中
部
圏
、
近
畿
圏
）
の
中
か
ら
東
京
都
、
埼
玉
県
、
千
葉
県
、
神
奈
川
県
、
愛
知
県
、
大
阪
府
を
選
定
し
、
比
較

都
道

府
県

別
会

社
企

業
数

の
構

成
比

（
平

成
２
１
年

）

そ
の

他
5
5
.6
%

愛
知

県
6
.1
%

大
阪
府

7
.9
%神
奈
川
県

6
.4
%

千
葉
県

3
.6
%

埼
玉
県

4
.9
%

東
京

都
1
5
.5
%

東
京

都
埼

玉
県

千
葉

県
神

奈
川

県
大

阪
府

愛
知

県
そ
の

他

付
　
表
　
3
9

全
国

会
社

企
業

数

１
，
８
０
５
，
５
４
５

83



※
総

務
省

「
平

成
２
１
年

経
済

セ
ン
サ

ス
」
、
東

京
都

総
務

局
「
平

成
２
１
年

経
済

セ
ン
サ

ス
‐
基

礎
調

査
　
東

京
都

結
果

報
告

」
よ
り
作

成

都
内
地
域
別
、
都
道
府
県
別
資
本
金
1
0
億
円
以
上
の
会
社
企
業
数
の
構
成
比
（
平
成
２
１
年
）

都
内

地
域

別
資

本
金

1
0
億

円
以

上
の
会
社
企
業
数
の
構
成
比

区
部

９
６
．
４
％

市
部

３
．
６
％

都
道
府
県
別

資
本

金
1
0
億

円
以

上
の

会
社

企
業

数
の

構
成

比

東
京
都

４
８
．
２
％

そ
の
他

２
７
．
０
％

大
阪
府

１
０
．
６
％ 愛

知
県

５
．
４
％ 神
奈
川
県

５
．
０
％ 千
葉
県

１
．
８
％

埼
玉
県

１
．
９
％

都
内

資
本

金
１
０
億

円
以

上
会
社
企
業
数

２
，
７
９
９
社

全
国

資
本

金
１
０
億

円
以

上
会
社
企
業
数

５
，
８
０
６
社

注
）
三
大

都
市
圏
（
首
都
圏
、
中
部
圏
、
近
畿
圏
）
の
中
か

ら
、
埼
玉
県
、
千
葉
県
、
神
奈
川
県
、
愛
知
県
、
大
阪
府
を

選
定
し
、
東
京
都
と
比
較
。

付
　

表
　

4
0
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※
内

閣
府

「
県

民
経

済
計

算
」
（
平

成
２
４
年

）
よ
り
作

成
※
三
大
都
市
圏
（
首
都
圏
、
中
部
圏
、
近
畿
圏
）
の
中
か
ら
、
埼
玉
県
、
千
葉
県
、
神
奈
川
県
、
愛
知
県
、
大
阪
府
を
選
定
し
、
東
京
都
と
比
較

※
全

国
は

右
軸

を
使

用
、
そ
れ

以
外

の
都

府
県

は
左

軸
を
使

用

県
内

総
生

産
（
名

目
）
の

推
移

（
平

成
８
年

度
～

平
成

２
１
年

度
）

0

2
0
,0
0
0

4
0
,0
0
0

6
0
,0
0
0

8
0
,0
0
0

1
0
0
,0
0
0

1
2
0
,0
0
0

1
4
0
,0
0
0

平
成

8
年
度

平
成
9
年
度

平
成
1
0
年
度

平
成
1
1
年

度
平

成
1
2
年

度
平

成
1
3
年

度
平

成
1
4
年

度
平

成
1
5
年

度
平

成
1
6
年

度
平
成
1
7
年
度

平
成
1
8
年

度
平
成
1
9
年
度

平
成
2
0
年
度

平
成
2
1
年
度

（
十
億
円

）

3
6
0
,0
0
0

3
8
0
,0
0
0

4
0
0
,0
0
0

4
2
0
,0
0
0

4
4
0
,0
0
0

4
6
0
,0
0
0

4
8
0
,0
0
0

5
0
0
,0
0
0

5
2
0
,0
0
0

東
京
都

埼
玉
県

千
葉
県

神
奈
川
県

愛
知
県

大
阪
府

全
国

（
十
億
円
）

5
2
1
,0
3
3

4
8
3
,2
1
6

8
5
,5
2
3

（
全
国
比
=
1
6
.4
%
）

8
5
,2
0
2

（
全
国
比
=
1
7
.6
%
）

付
　
表
　
4
1

全
国

（
右

軸
）

東
京
都
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取
扱

量
（
万

Ｔ
Ｅ
Ｕ
）

1
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

6
3
5

1
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

2
,7
9
3

1
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

2
,9
9
1

1
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

2
,5
8
7

1
上

海
2
,9
0
7

1
上

海
3
,1
5
1

2
香

港
6
1
6

2
上

海
2
,6
1
5

2
上

海
2
,7
9
8

2
上

海
2
,5
0
0

2
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

2
,8
4
3

2
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

2
,9
9
4

3
高

雄
3
9
1

3
香

港
2
,3
9
9

3
香

港
2
,4
4
9

3
香

港
2
,0
9
8

3
香

港
2
,3
5
3

3
香

港
2
,4
4
0

4
ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム

3
7
7

4
深

セ
ン

2
,1
0
9

4
深

セ
ン

2
,1
4
1

4
深

セ
ン

1
,8
2
5

4
深

セ
ン

2
,2
5
1

4
深

セ
ン

2
,2
5
7

5
釜

山
2
6
9

5
釜

山
1
,3
2
6

5
釜

山
1
,3
4
5

5
釜

山
1
,1
9
5

5
釜

山
1
,4
1
6

5
釜

山
1
,6
1
6

6
神

戸
2
6
4

6
ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム

1
,0
7
9

6
ド
バ

イ
1
,1
8
2

6
広

州
1
,1
1
9

6
寧

波
1
,3
1
4

6
寧

波
1
,4
6
9

7
ハ

ン
ブ
ル

グ
2
1
9

7
ド
バ

イ
1
,0
6
5

7
寧

波
1
,1
2
2

7
ド
バ

イ
1
,1
1
2

7
広

州
1
,2
5
5

7
広

州
1
,4
4
0

8
ロ
サ

ン
ゼ
ル

ス
2
0
4

8
高

雄
1
,0
2
5

8
広

州
1
,1
0
0

8
寧

波
1
,0
5
0

8
青

島
1
,2
0
1

8
青

島
1
,3
0
2

9
基

隆
2
0
1

9
ハ

ン
ブ
ル

グ
9
8
9

9
ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム

1
,0
8
0

9
青

島
1
,0
2
6

9
ド
バ

イ
1
,1
6
0

9
ド
バ

イ
1
,3
0
0

1
0
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク

1
8
7

1
0
青

島
9
4
6

1
0
青
島

1
,0
3
2

1
0

ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム

9
7
4

1
0

ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム

1
,1
1
5

1
0

ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム

1
,1
9
0

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

1
2
東
京

1
7
8

2
3
東

京
4
1
3

2
4
東
京

4
1
6

2
5
東
京

3
8
1

2
7
東

京
4
2
0

2
7
東

京
4
5
5

※
出
典
：
（
社
）
日
本
港
運
協
会
　
統
計
デ
ー
タ
「
世
界
の
主
要
コ
ン
テ
ナ
港
湾
ト
ッ
プ
３
０
」
（
平
成
２
３
年
）平
成

２
１
年

平
成

２
２
年

平
成

２
０
年

平
成

１
９
年

平
成

２
３
年

・ ・ ・

世
界

の
コ
ン
テ
ナ
取

扱
量

ラ
ン
キ
ン
グ
（
平

成
３
年

・
平

成
１
９
年

～
平

成
２
３
年

）

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

平
成

３
年

付
　
表
　
4
2
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世
界

主
要

都
市

の
外

国
人

旅
行

者
数

（
平

成
１
７
年

・
平

成
２
１
年

）

1
,4
3
0

8
9
4

6
8
0

4
7
0

4
4
9

3
1
2

1
,4
0
0

9
7
0

8
6
4

7
0
7

4
7
6

3
4
2

9
8
%

1
0
9
%

1
2
7
%

1
5
0
%

1
0
6
%

1
1
0
%

0

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
,0
0
0

1
,2
0
0

1
,4
0
0

1
,6
0
0

ロ
ン
ド
ン

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

Ｎ
Ｙ

ソ
ウ
ル

東
京

北
京

0
%

2
0
%

4
0
%

6
0
%

8
0
%

1
0
0
%

1
2
0
%

1
4
0
%

1
6
0
%

平
成
1
7
年

平
成
2
1
年

伸
び
率

万
人

※
平
成
1
7
年
：
東
京
都
産
業
労
働
局
　
「
東
京
都
観
光
産
業
振
興
プ
ラ
ン
」
に
よ
り
作
成
。
た
だ
し
、
北
京
は
香
港
・
マ
カ
オ
・
台
湾
か
ら
の
旅
行
者
を
含
ま
な
い
。

※
平

成
2
1
年

：
東

京
都

産
業

労
働

局
提

供
　
ソ
ウ
ル

、
東

京
を
除

き
(財

）
自

治
体

国
際

化
協

会
の

調
査

結
果

に
よ
り
作
成
。
た
だ
し
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
は
平
成
２
１
年

度
数

値
。

付
 
表
 
4
4
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単
位

：
件

数

1
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
4
6
5

1
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
6
3
7

1
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
6
8
9

1
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
7
2
5

1
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
9
1
9

2
パ

リ
3
1
5

2
パ

リ
4
1
9

2
ブ

リ
ュ

ッ
セ

ル
3
9
5

2
ブ

リ
ュ

ッ
セ

ル
4
8
6

2
ブ

リ
ュ

ッ
セ

ル
4
6
4

3
ウ

ィ
ー

ン
2
9
8

3
ブ

リ
ュ

ッ
セ

ル
2
9
9

3
パ

リ
3
1
6

3
パ

リ
3
9
4

3
パ

リ
3
3
6

4
ブ

リ
ュ

ッ
セ

ル
2
2
9

4
ウ

ィ
ー

ン
2
4
9

4
ウ

ィ
ー

ン
3
1
1

4
ウ

ィ
ー

ン
2
5
7

4
ウ

ィ
ー

ン
2
8
6

5
ジ

ュ
ネ

ー
ヴ

1
7
0

5
バ

ル
セ

ロ
ナ

1
9
3

5
ジ

ュ
ネ

ー
ヴ

1
8
3

5
ソ

ウ
ル

2
0
1

5
ソ

ウ
ル

2
3
2

6
バ

ル
セ

ロ
ナ

1
6
1

6
東

京
1
5
0

6
ベ

ル
リ

ン
1
7
1

6
バ

ル
セ

ロ
ナ

1
9
3

6
ブ

タ
ペ

ス
ト

1
6
8

7
ニ

ュ
ー

ヨ
ー

ク
1
2
8

7
ソ

ウ
ル

1
2
5

7
プ

ラ
ハ

1
7
0

7
東

京
1
9
0

7
東

京
1
5
3

8
東

京
1
2
6

8
ブ

タ
ペ

ス
ト

1
1
6

8
ス

ト
ッ

ク
ホ

ル
ム

1
5
9

8
ジ

ュ
ネ

ー
ブ

1
8
9

8
バ

ル
セ

ロ
ナ

1
5
0

9
ソ

ウ
ル

1
2
1

9
コ

ペ
ン

ハ
ー

ゲ
ン

1
0
4

9
ソ

ウ
ル

1
5
1

9
マ

ド
リ

ッ
ド

1
7
5

9
ベ

ル
リ

ン
1
4
9

1
0

ア
ム

ス
テ

ル
ダ

ム
1
2
0

1
0

ロ
ン

ド
ン

1
0
3

1
0

バ
ル

セ
ロ

ナ
1
4
8

1
0

ベ
ル

リ
ン

1
6
5

1
0

ジ
ュ

ネ
ー

ブ
1
2
1

1
1

東
京

1
3
4

※
独

立
行

政
法

人
 国

際
観

光
振

興
機

構
「
国

際
会

議
統

計
」
（
平

成
１

９
年

～
平

成
２

３
年

）
よ

り
作

成

平
成

2
0
年

平
成

2
1
年

平
成

1
9
年

都
市

別
国

際
会

議
の

開
催

状
況

（
平

成
１

９
年

～
平

成
２

３
年

）

平
成

2
3
年

平
成

2
2
年

付
 
表
 
4
5
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付
 
表
 
4
6
 

経
過

年
別

東
京

都
橋

梁
及

び
5
0

年
以

上
橋

梁
割

合
 

 

橋
梁

累
積

数
 

 

橋
梁

建
設

数
 

※
出

典
：
東

京
都

橋
梁

長
寿

命
化

検
討

委
員

会
「
橋

梁
の

戦
略

的
予

防
保

全
型

管
理

に
向

け
て

 
答

申
」
（
平

成
２

０
年

４
月

２
３

日
）
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付
 
表
 
4
7
 

今
後

、
耐

用
年

数
を

超
え

る
下

水
道

管
が

急
増

 

 

 
                                      

02
,0
0
0

4
,0
0
0

6
,0
0
0

8
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
2
,0
0
0

1
4
,0
0
0

1
6
,0
0
0

0

1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

6
0
0

累
計

（
k
m

）
年

度
別

（
k
m

） 累
計

区
部

管
き

ょ
延

長
区

部
の

下
水

道
管

の
整

備
延

長
 

T1
H
6

S1
S1

5
S3
0

S5
0

一
斉

に
更

新
期

を
迎

え
る

1
万

4
0
00

km
耐

用
年

数
経

過

1
5
0 0

km

※
出

典
：
東

京
都

下
水

道
局

「
経

営
計

画
２

０
１

０
」
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（
km

）

付
 
表
 
4
8
 

多
摩

地
域

の
流

域
下

水
道

幹
線

の
年

度
別

整
備

延
長

（
昭

和
４

３
年

度
～

平
成

２
０

年
度

）
 

Ｓ
43

 
 

 
 

Ｓ
53

 
 

 
 

Ｓ
63

 
 

 
 

Ｈ
10

  
 

  
Ｈ

20
 

 

※
出

典
：
東

京
都

下
水

道
局

「
経

営
計

画
２

０
１

０
」
 

昭
和

４
０

～
５

０
年

代
に

整
備

し
た

幹
線

が
、
今

後
、

一
斉

に
更

新
時

期
を

迎
え

る
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付
 
表
 
4
9
 

多
摩

地
域

の
流

域
下

水
道

施
設

で
耐

用
年

数
を

超
え

て
使

用
し

て
い

る
割

合
 

 

出
典

：
東

京
都

下
水

道
局

 
経

営
計

画
２

０
１

０
 

0 10203040

H
21

 
H

23
H

25
H

27
H

29
H

31
 

※
出

典
：
東

京
都

下
水

道
局

「
経

営
計

画
２

０
１

０
」
 

※
 

 

( ％
 )

進
行

す
る

老
朽

化
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※
東

京
都

都
市

整
備

局
「
東

京
都

都
市

整
備

局
事

業
概

要
　

平
成

２
４

年
版

　
巻

末
資

料
」

※
都

営
住

宅
に

は
一

般
都

営
住

宅
の

ほ
か

特
定

都
営

住
宅

、
改

良
住

宅
、

再
開

発
住

宅
、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

住
宅

、
従

前
居

住
者

用
住

宅
、

更
新

住
宅

を
含

む

都
営

住
宅

建
設

年
度

別
区

市
別

ス
ト

ッ
ク

状
況

（
昭

和
３

０
年

度
～

平
成

２
３

年
度

）

02468

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

1
9
5
5

6
0
 

6
5
 

7
0
 

7
5
 

8
0
 

8
5
 

9
0
 

9
5
 

2
0
0
0

0
5

1
0

（
年

度
）

（
千

戸
）

区
部

市
部

昭
和

3
0
（
1
9
5
5
）
年

代
2
.4

万
戸

昭
和

4
0
（
1
9
6
5
）
年

代
1
0
.6

万
戸

付
　

表
　

5
0

昭
和

3
0
　

　
　

 
3
5
　

　
　

 
4
0
　

　
　

　
4
5
　

　
　

 
5
0
　

　
　

　
5
5
　

　
　

 
6
0
　

　
　

平
成

2
　

　
　

7
　

　
　

　
1
2
　

　
　

　
1
7
　

　
　

 
2
2
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図

 １
－
１
０

  
都
内
に
お
け
る
築
４
０
年
以
上
の
分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
戸
数
の
見
込
み

 

26
,3

00
54

,0
00

10
0,

10
5

19
1,

71
3

30
1,

69
9

26
,3

00

12
6,

40
5

54
,0

00

 
 

0

50
,0
00

10
0,
00
0

15
0,
00
0

20
0,
00
0

25
0,
00
0

30
0,
00
0

35
0,
00
0

40
0,
00
0

45
0,
00
0

５
年
前

20
03
年

現
在

20
08
年

５
年
後

20
13
年

１
０
年
後

20
18
年

１
５
年
後

20
23
年

築
４
０
年
以
上
５
０
年
未
満

築
５
０
年
以
上

戸

24
5千
戸

54
千
戸

　
４
．
５
倍

42
8千
戸

12
6千
戸

資
料
：「
住
宅
・土
地
統
計
調
査
」（
総
務
省
）、
「住
宅
着
工
統
計
」（
国
土
交
通
省
） 

（注
） 
５
年
前
及
び
現
在
に
つ
い
て
は
、
住
宅
・土
地
統
計
調
査
か
ら
試
算
し
た
推
計
値

 
  

  
  

  
築

50
年
以
上
の
マ
ン
シ
ョ
ン
（５
年
前
及
び
現
在
）に
つ
い
て
は
、
不
明
の
た
め
０
推
計
と
し
た
。

 

東
京
都
都
市
整
備
局
「
東
京
の
マ
ン
シ
ョ
ン

20
09
」
（
平
成

21
年

10
月
）
よ
り
作
成

（
注
）
 ５
年
前
及
び
現
在
に
つ
い
て
は
、
住
宅
・
土
地
統
計
調
査
か
ら
試
算
し
た
推
計
値

　
　
　
築
50

 年
以
上
の
マ
ン
シ
ョ
ン
（
５
年
前
及
び
現
在
）
に
つ
い
て
は
、
不
明
の
た
め
０
推
計
と
し
た
。
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３．更新時期を迎える公共施設と改築経費 

 

 

 

 

 

○ 平成 22 年４月現在、特別区の保有する公共施設の総床面積は、義務教育関係施

設（小・中学校）で 7,714,633 ㎡（1,240 校）、本庁舎、福祉関係施設、図書館等

の公共施設で 8,009,851 ㎡（10,530 施設）となっている。 

○ 平成 23 年度までに耐用年数である 50 年を迎えた施設は、小中学校で約 210 校

（※３）1,303,402 ㎡、本庁舎等は 196 施設 153,059 ㎡であり、その改築に要する

経費は、合わせて 3,235 億円と見込まれる。 

○ 20 年後には小中学校の７割、その他施設の３割が耐用年数を超えることから、

長期にわたって膨大な財政需要が継続することを見込んでいる。その改築需要を

試算すると、平成 44 年度までに２兆１千億円、平成 34 年度までに１兆３千億円

にも及ぶ。 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

21以前 24 27 30 33 36 39 42 45 48 51 54 57 60 63 66 69

億円

年度

公共施設改築経費の年度別推計（粗い試算）

その他

中学校

小学校

 

※１ 特別区保有施設状況調査（平成 22 年度）より。 

※２ 改築経費は、調査時点での現有施設の床面積を基に平成 24 年度財調単価を用いて算出した

事業費ベース。（国・都の支出金等は控除していない。） 

※３ 小中学校数は実数ではなく、調査時点における一学校あたりの平均的な面積により割返し

て算出した。 

※４ 21 年度以前に改築後 50 年に達した施設は、「21 以前」にまとめている。 

特別区が保有する公共施設の多くが更新時期を迎えており、その改築・改修

等に伴う経費の増大が特別区財政を圧迫する恐れがある。 
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表

 
5
3
 

木
造

住
宅

密
集

地
域

の
分

布
状

況
（
平

成
１

９
年

度
）
 

 

※
出

典
：
東

京
都

都
市

整
備

局
「
防

災
都

市
づ

く
り

推
進

計
画

」
（
平

成
2
2

年
1

月
改

訂
）
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区
市

町
村

別
昼

夜
間

人
口

比
率

（
平

成
２

２
年

）

0

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

3
0
0

東 京 都

埼 玉 県

千 葉 県

神 奈 川 県

愛 知 県

大 阪 府

東 京 都 区 部

東 京 都 市 部

東 京 都 郡 部

東 京 都 島 部

千 代 田 区   

中 央 区

港 区
新 宿 区

文 京 区

台 東 区

墨 田 区

江 東 区

品 川 区

目 黒 区

大 田 区

世 田 谷 区

渋 谷 区

中 野 区

杉 並 区

豊 島 区

北 区
荒 川 区

板 橋 区

練 馬 区

足 立 区

葛 飾 区

江 戸 川 区

八 王 子 市

立 川 市

武 蔵 野 市

三 鷹 市

青 梅 市

府 中 市

昭 島 市

調 布 市

町 田 市

小 金 井 市

小 平 市

日 野 市

東 村 山 市

国 分 寺 市

国 立 市

福 生 市

狛 江 市

東 大 和 市

清 瀬 市

東 久 留 米 市

武 蔵 村 山 市

多 摩 市

稲 城 市

羽 村 市

あ き る 野 市

西 東 京 市

瑞 穂 町

日 の 出 町

檜 原 村

奥 多 摩 町

大 島 町

利 島 村

新 島 村

神 津 島 村

三 宅 村

御 蔵 島 村

八 丈 町

青 ヶ 島 村

小 笠 原 村

さ い た ま 市

千 葉 市

横 浜 市

川 崎 市

名 古 屋 市

大 阪 市

※
総

務
省

　
「
平

成
2
2
年

国
勢

調
査

」
よ

り
作

成
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4
3
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※
出
典
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東
京
都
環
境
局
「
東
京
都
環
境
白
書

２
０

１
０

」

東
京
都
の
環
境
先
進
都
市
に
向
け
た
２
つ
の
１
０
年
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
平
成
２
２
年
度
）
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け
る

二
酸

化
炭

素
排

出
量
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移
（
平

成
２

年
度

～
平

成
２

１
年

度
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18
 

 
19

 
 

20
 

 
21

 

  ※
東

京
都

環
境

局
「
都

に
お

け
る

温
室

効
果

ガ
ス

排
出

量
総

合
調

査
（
2
0
0
9

年
実

績
）
」
よ

り
作

成
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※
東

京
都

総
務

局
「
平
成
２
３
年
度
　
東
京
都
市
町

村
普

通
会

計
決

算
の

概
要

」
よ
り
作

成

平
成

2
3
年

度
決

算
　
歳

入
総

額
（
都

内
町

村
）

1
3
8

8
6

3
5

6
1

7
3

1
1

4
2

3
0

4
9

1
2

1
0
7

1
1

4
3

0

2
0

4
0

6
0

8
0

1
0
0

1
2
0

1
4
0

1
6
0

瑞
穂

町
日
の
出
町

檜
原
村

奥
多

摩
町

大
島

町
利

島
村

新
島

村
神

津
島

村
三
宅
村

御
蔵
島
村

八
丈
町

青
ケ
島
村

小
笠
原
村

円
億

歳
入
総
額

付
　
表
　
5
7

101



※
東

京
都

監
察
医
務
院
Ｈ
Ｐ
「
東
京
都
２
３
区
に
お
け
る
孤

独
死

統
計

（
平

成
1
5
～

1
9
年

）
：
世

帯
分

類
別

異
状

死
統
計
調
査
」
よ
り
作
成

区
部

に
お
け
る
６
５
歳

以
上

の
孤

独
死

の
推

移
（
平

成
１
５
年

～
平

成
１
９
年

）

1
,2
3
1

1
,3
5
3

1
,6
9
8

1
,7
3
7

1
,9
5
0

1
,4
4
1

1
,6
5
0

1
,8
3
7

1
,8
6
9

2
,3
4
1

2
,6
7
2

3
,0
0
3

3
,5
3
5

3
,6
0
6

4
,2
9
1

2
9
.7
%

3
1
.9
%

3
1
.1
%

3
1
.6
%

3
4
.7
%

0

5
0
0

1
,0
0
0

1
,5
0
0

2
,0
0
0

2
,5
0
0

3
,0
0
0

3
,5
0
0

4
,0
0
0

4
,5
0
0

5
,0
0
0

平
成

1
5
年

平
成

1
6
年

平
成

1
7
年

平
成

1
8
年

平
成

1
9
年

人

2
0
%

2
2
%

2
4
%

2
6
%

2
8
%

3
0
%

3
2
%

3
4
%

3
6
%

3
8
%

4
0
%

単
身
世
帯

複
数
世
帯

全
単
身
世
帯
に
占
め
る
6
5
歳
以
上
の
単
身
世
帯
の
割
合

人
付
　
表
　
5
8

102



東
京

都
監

察
医

務
院

が
検

案
し
た
特

別
区

内
6
5
歳

以
上

一
人

暮
ら
し
の

者
で

自
宅

で
死

亡
し
た
と
き
の

発
見

者
割

合
の

推
移

（
平

成
元

年
～

平
成

２
２
年

）

※
東

京
都

監
察

医
務

院
「
事

業
概

要
」
（
平

成
２
２
年

）
よ
り
作

成
※
東
京
都
監
察
医
務
院
は
、
東
京
都
の
特
別
区
内
に
お
い
て
発
生
す
る
す
べ
て
の
不
自
然
死
に
つ
い
て
、
死
体
解
剖
保
存
法
第
8
条
及
び
東
京
都
監
察
医
務
規
程
第
1
条

の
規

程
に
基

づ
く

　
死

体
の

検
案

及
び
解

剖
を
行
い
死
因
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
に
設

け
ら
れ

た
施

設
で
あ
る
。

※
表
中
の
「
保
健
・
福
祉
」
と
は
、
保
健
所
又
は
福
祉
事
務
所
を
指
す
。

5
1
.3
%

5
4
.2
%

5
5
.2
%

5
6
.1
%

5
4
.6
%

4
9
.9
%

5
1
.7
%

5
5
.5
%

5
4
.0
%

5
4
.5
%

5
1
.5
%

5
4
.7
%

5
2
.4
%

5
1
.2
%

5
1
.0
%

4
6
.8
%

4
4
.9
%

4
6
.0
%

4
6
.7
%

3
0
.7
%

2
6
.1
%

2
4
.7
%

2
4
.6
%

2
5
.4
%

2
8
.7
%

2
6
.0
%

2
9
.5
%

2
5
.6
%

2
9
.6
%

2
3
.0
%

2
6
.9
%

2
6
.8
%

2
5
.2
%

2
6
.0
%

2
5
.1
%

2
4
.3
%

2
8
.4
%

2
9
.4
%

2
9
.2
%

8
.6
%

8
.6
%

1
0
.0
%

9
.3
%

1
0
.3
%

1
1
.5
%

1
0
.6
%

1
4
.0
%

1
3
.9
%

1
3
.1
%

1
4
.3
%

1
6
.4
%

1
6
.8
%

1
7
.0
% 1
.1
%

4
7
.1
%

4
7
.8
%

4
7
.2
%

2
8
.0
%

2
7
.2
%

1
7
.6
%

6
.2
%

6
.4
%

7
.8
%

9
.7
% 5
.8
%

4
.8
%

3
.5
%

1
.2
%

4
.4
%

1
.4
%

3
.9
%

3
.2
%

4
.4
%

4
.6
%

4
.4
%

3
.5
%

4
.2
%

4
.8
%

4
.7
%

4
.9
%

3
.6
%

3
.0
%
4
.3
%

4
.8
%

5
.6
%

7
.3
%

8
.4
%

1
.6
%

1
.4
%

1
.8
%

1
.7
%

1
.3
%

1
.8
%

1
.7
%

2
.1
%

2
.8
%

2
.3
%

3
.5
%

0
.9
%

1
.4
%

1
.4
%

1
.0
%

1
.4
%

1
.5
%

1
.5
%

1
.5
%

0
.9
%

2
.1
%

2
.2
%

6
.5
%

6
.8
%

7
.6
%

3
.5
% 3
.8
%

3
.9
%

4
.0
%

6
.7
%

4
.8
%

5
.4
%

3
.8
%

5
.6
%

5
.0
%

4
.4
%

4
.2
%

4
.7
%

2
.1
%

2
.6
%

8
.4
%

7
.1
%

7
.4
%

7
.9
%

0
.0
%

1
0
.0
%

2
0
.0
%

3
0
.0
%

4
0
.0
%

5
0
.0
%

6
0
.0
%

平
成
元
年

2
年

3
年

4
年

5
年

6
年

7
年

8
年

9
年

1
0
年

1
1
年

1
2
年

1
3
年

1
4
年

1
5
年

1
6
年

1
7
年

1
8
年

1
9
年

2
0
年

2
1
年

2
2
年

家
人

・
知

人
・
家

政
婦

等

隣
人

・
管

理
人

保
健

・
福

祉

警
察

官

配
達

人

そ
の
他

付
 
表
 
5
9

103



東
京

都
監

察
医

務
院

が
検

案
し
た
特

別
区

内
6
5
歳

以
上

一
人

暮
ら
し
の

者
の

死
亡

場
所

推
移

※
東

京
都

監
察

医
務

院
「
事

業
概

要
」
（
平

成
２
１
年

）
よ
り
作

成
※
東
京
都
監
察
医
務
院
は
、
東
京
都
の
特
別
区
内
に
お
い
て
発
生
す
る
す
べ
て
の
不
自
然
死
に
つ
い
て
、
死
体
解
剖
保
存
法
第
８
条
及
び
東
京
都
監
察
医
務
規
程
第
１
条
の

　
規

程
に
基

づ
く
死

体
の

検
案

及
び
解

剖
を
行

い
死

因
を
明

ら
か

に
す
る
た
め
に
設

け
ら
れ

た
施

設
で
あ
る
。

（
平

成
元

年
～

平
成

２
１
年

）

6
0
1

7
2
2

7
9
4

8
6
2

9
5
7

1
,
0
4
9

1
,
2
0
0

1
,
1
5
6

1
,
2
4
0

1
,
4
0
8

1
,
6
3
9

1
,
6
3
8

1
,
7
5
8

1
,
8
1
7

1
,
9
5
9

2
,
1
9
1

2
,
5
1
1

2
,
6
1
1

3
,
0
9
3

2
,
9
5
4

2
,
9
7
3

4
3
3

4
9
8

5
7
4

6
0
6

6
9
0

7
7
5

8
7
2

8
1
8

9
0
2

1
,
0
5
1

1
,
2
4
3

1
,
2
1
9

1
,
3
2
5

1
,
3
6
4

1
,
4
5
1

1
,
6
6
9

1
,
8
6
0

1
,
8
9
2

2
,
3
6
1

2
,
2
1
1

2
,
1
9
4

0

5
0
0

1
,
0
0
0

1
,
5
0
0

2
,
0
0
0

2
,
5
0
0

3
,
0
0
0

3
,
5
0
0

平
成

元
年

2
年

3
年

4
年

5
年

6
年

7
年

8
年

9
年

1
0
年

1
1
年

1
2
年

1
3
年

1
4
年

1
5
年

1
6
年

1
7
年

1
8
年

1
9
年

2
0
年

2
1
年

人

総
数

自
宅

病
院

、
老

人
・

保
健

施
設

等
そ
の
他

付
 
表
 
6
0
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※
東

京
都

市
長

会
「
地

域
力

の
向

上
に

関
す

る
基

礎
調

査
報

告
書

」
（
平

成
2
0
年

）
よ

り
作

成
※

町
会

・
自

治
会

数
に

つ
い

て
、

平
成

1
9
年

は
2
6
市

担
当

課
か

ら
の

ヒ
ア

リ
ン

グ
（
平

成
1
9
年

1
2
月

実
施

）
※

平
成

1
6
年

は
（
財

）
東

京
市

町
村

自
治

調
査

会
「
住

民
自

治
の

拡
充

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
」
（
平

成
1
7
年

3
月

）
お

よ
び

担
当

課
か

ら
の

ヒ
ア

リ
ン

グ
に

よ
る

※
三

鷹
市

、
府

中
市

、
武

蔵
村

山
市

は
補

助
金

等
を

申
請

し
て

い
る

自
治

会
の

み
を

把
握

※
加

入
率

と
は

、
全

世
帯

数
に

対
す

る
自

治
会

・
町

会
に

加
入

し
て

い
る

世
帯

数
の

割
合

多
摩

地
域

に
お

け
る

町
会

・
自

治
会

加
入

率
の

推
移

（
平

成
1
6
年

・
1
9
年

）

6
7
.7

4
0
.9

5
6
.8

5
8
.7

5
0
.0

44
.2

39
.9

60
.3

6
5
.6

5
2
.9

6
2
.0

4
5
.0

4
4
.3

3
5
.5

4
4
.2

6
2
.9

4
5
.5

4
6
.6

6
0
.0

4
7
.0

6
6
.6

5
7
.3

5
2
.5

61
.9

48
.8

39
.8

44
.0

41
.3

45
.6

56
.0

60
.6

44
.8

50
.0

59
.0

50
.0

67
.0

54
.4

40
.0

51
.4

66
.4

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

八 王 子 市

立 川 市

三 鷹 市 ※

青 梅 市

府 中 市 ※

昭 島 市

調 布 市

町 田 市

小 金 井 市

小 平 市

日 野 市

東 村 山 市

福 生 市

東 大 和 市

清 瀬 市

東 久 留 米 市

武 蔵 村 山 市

※

稲 城 市

羽 村 市

あ き る 野 市

(%
)

平
成

1
6
年

 加
入

率
平

成
1
9
年

 加
入

率

付
　
表
　
6
1
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東京都市長会「地域力の向上に関する基礎調査報告書」（平成20年）より作成

町会・自治会の抱える課題（多摩地域、平成20年）

付　表　62 
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※内閣府「平成19年版国民生活白書（つながりが築く豊かな国民生活）」より作成

人のつながりに関する意識調査
（地域のつながりと治安）

ここ10年間で治安は良くなったか悪くなったか尋ねた結果を見ると、「悪くなったと
思う」と回答した人は、8割を超えている。その理由を見ると「地域社会の連帯意識が
希薄となったから」が49.0％と、地域のつながりの希薄化により地域が防犯機能を果
たさなくなったことを示唆する回答が多かった。

付　表　63
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現
在

、
住

民
が

評
価

し
て
い
る
活

動
・
組

織
（
地

域
課

題
別

)：
複

数
回

答
（
％
）

地
域
課
題

地
域
の
治
安
の
向
上
（
防
犯
）

町
内
会
・
自
治
会

(
7
1
.3

)
公
的
機
関

(
3
9
.1

)
市
区
町
村

(
1
8
.3

)
災
害
時
の
対
応
（
防
災
や
防
火
）

町
内
会
・
自
治
会

(
6
8
.4

)
公
的
機
関

(
3
3
.8

)
市
区
町
村

(
3
3
.8

)
高

齢
者

・
障

害
者

の
健

康
維

持
や

生
活

支
援

市
区

町
村

(
4
4
.7

)
町

内
会

・
自

治
会

(
4
0
.9

)
行

政
協

力
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

(
2
8
.4

)
環
境
保
全
・
美
化

町
内
会
・
自
治
会

(
6
1
.4

)
市
区
町
村

(
3
9
.6

)
そ
の
他
地
縁
活
動

(
2
0
.5

)
交
通
安
全

公
的
機
関

(
4
6
.8

)
町
内
会
・
自
治
会

(
3
7
.0

)
そ
の
他
地
縁
活
動

(
2
1
.3

)
地
域
の
ま
ち
づ
く
り
、
商
店
街
の
活
性
化

町
内
会
・
自
治
会

(
5
6
.7

)
市
区
町
村

(
3
1
.6

)
そ
の
他
地
縁
活
動

(
1
9
.5

)
子

ど
も
の

し
つ
け
や

教
育

・
健

全
育

成
そ
の

他
地

縁
活

動
(

4
3
.5

)
公

的
機

関
(

3
5
.3

)
町

内
会

・
自

治
会

(
2
5
.9

)
地
域
の
伝
統
芸
能
・
祭
り
の
継
承
や
保
存

町
内
会
・
自
治
会

(
7
9
.7

)
そ
の
他
地
縁
活
動

(
4
1
.3

)
市
区
町
村

(
1
9
.3

)
住
民
同
士
の
信
頼
感
や
助
け
合
い
意
識
の
向
上

町
内
会
・
自
治
会

(
7
7
.4

)
そ
の
他
地
縁
活
動

(
3
5
.8

)
な
い
、
わ
か
ら
な
い

(
1
4
.5

)
ご
み
、
不
用
品
の
再
資
源
化
、
交
換
、
分
別

町
内
会
・
自
治
会

(
6
7
.8

)
市
区
町
村

(
5
4
.2

)
そ
の
他
地
縁
活
動

(
1
6
.8

)
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
ェ
ー
シ
ョ
ン
（
運

動
会

や
文

化
祭

な
ど
）

町
内

会
・
自

治
会

(
6
7
.4

)
そ
の

他
地

縁
活

動
(

4
1
.9

)
地

域
サ

ー
ク
ル

・
ク
ラ
ブ

(
2
2.
1

)
住
民
自
治
組
織
の

活
性
化
、
組
織
化

町
内
会
・
自
治
会

(
8
3
.2

)
市
区
町
村

(
2
4
.0

)
そ
の
他
地
縁
活
動

(
2
3
.4

)
（
注
）
「
そ
の
他
地

縁
活
動
」
：
子
ど
も
会
、
老
人
会
、
消
防
団
、
婦
人
会
・
女
性
会
、
青
年
団
な
ど

　
　
　
「
行
政
協
力
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
」
：
民
生
委
員
・
児
童
員
、
青
少
年
育
成
委
員
な
ど

　
　
　
「
市
区
町
村
」
：
市
役
所
や
区
役
所
、
町
村
役
場

　
　
　
「
公
的
機
関
」
：
学
校
、
病
院
、
消
防
署
、
警
察
署
な
ど
公
的
機
関

今
後

の
役

割
発

揮
を
期

待
し
て
い
る
活

動
・
組

織
（
地

域
課

題
別

）
：
複

数
回

答
（
％
）

地
域
課
題

地
域
の
治
安
の
向
上
（
防
犯
）

公
的
機
関

(
5
4
.1

)
町
内
会
・
自
治
会

(
5
2
.4

)
市
区
町
村

(
3
6
.4

)
災
害
時
の
対
応
（
防
災
や
防
火
）

町
内
会
・
自
治
会

(
5
0
.0

)
市
区
町
村

(
4
6
.2

)
公
的
機
関

(
4
6
.2

)
高

齢
者

・
障

害
者

の
健

康
維

持
や

生
活

支
援

市
区

町
村

(
5
1
.9

)
町

内
会

・
自

治
会

(
4
2
.8

)
行

政
協

力
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

(
2
1
.3

)
環
境
保
全
・
美
化

市
区
町
村

(
5
8
.6

)
町
内
会
・
自
治
会

(
4
6
.7

)
そ
の
他
地
縁
活
動

(
1
8
.9

)
交
通
安
全

公
的
機
関

(
4
9
.5

)
町
内
会
・
自
治
会

(
3
4
.7

)
市
区
町
村

(
2
4
.1

)
地
域
の
ま
ち
づ
く
り
、
商

店
街
の
活
性
化

町
内
会
・
自
治
会

(
4
7
.2

)
市
区
町
村

(
4
5
.9

)
専
門
企
業
の
サ
ー
ビ
ス

(
1
7
.7

)
子

ど
も
の

し
つ
け
や

教
育

・
健

全
育

成
町

内
会

・
自

治
会

(
4
1
.2

)
公

的
機

関
(

3
1
.8

)
そ
の

他
地

縁
活

動
(

2
7
.1

)
地
域
の
伝
統
芸
能
・
祭
り
の
継
承
や
保
存

町
内
会
・
自
治
会

(
6
1
.5

)
市
区
町
村

(
3
0
.3

)
そ
の
他
地
縁
活
動

(
2
5
.7

)
住
民
同
士
の
信
頼
感
や
助
け
合
い
意
識
の
向
上

町
内
会
・
自
治
会

(
7
2
.3

)
そ
の
他
地
縁
活
動

(
3
6
.5

)
市
区
町
村

(
2
0
.8

)
ご
み
、
不
用
品
の
再
資
源
化
、
交
換
、
分
別

市
区
町
村

(
5
7
.0

)
町
内
会
・
自
治
会

(
5
3
.3

)
そ
の
他
地
縁
活
動

(
1
7
.3

)
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
ェ
ー
シ
ョ
ン
（
運

動
会

や
文

化
祭

な
ど
）

町
内

会
・
自

治
会

(
4
7
.7

)
そ
の

他
地

縁
活

動
(

3
4
.9

)
市

区
町

村
(

2
4
.4

)
住
民
自
治
組
織
の
活
性
化
、
組
織
化

町
内
会
・
自
治
会

(
7
6
.6

)
市
区
町
村

(
3
4
.1

)
そ
の
他
地
縁
活
動

(
2
9
.9

)

※
国
土
交
通
省
「
大
都
市
圏
に
お
け
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
再
生
・
創
出
に
関
す
る
調
査
報
告
書
」
（
平
成
1
7
年
）
よ
り
作
成

※
首

都
圏

在
住

の
2
0
歳

以
上

の
男

女
約

2
,0
0
0
人

に
W
E
B
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実

施
し
た
も
の

1
位

2
位

3
位

地
域
活
動
に
対
す
る
住
民
評
価
（
平
成
1
7
年
）

1
位

2
位

3
位

付
　

表
　

6
4
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付
 
表
 
6
5
 

公
立

小
・
中

学
校

教
員

か
ら

見
た

児
童

・
生

徒
、

保
護

者

 

○
小

学
校

教
員

 
○

中
学

校
教

員
 

※
出

典
：
B

e
n
e
ss

e
教

育
研

究
開

発
セ

ン
タ

ー
「
第

5
回

学
習

指
導

基
本

調
査

報
告

書
」
（
平

成
２

２
年

）
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※
出
典

：
文

部
科

学
省
「
学
校
基
本
調
査
」
（
平
成
２
４
年

度
）
よ
り
作

成

中
学
校
・
高
等
学
校
生
徒
の
私
立
学
校
在
籍
割
合
の
推
移
（
平
成
１
２
年
度
～
平
成
２
４
年
度
）

中
学
校

2
4
.
4
3
%

2
4
.
8
2
%

2
5
.
2
6
%

2
5
.
6
7
%

2
6
.
0
0
%

2
6
.
2
7
%

2
6
.
5
5
%

2
6
.
5
3
%

2
6
.
2
1
%

2
5
.
5
5
%

2
4
.
9
4
%

5
.
7
2
%

5
.
8
5
%

5
.
9
9
%

6
.
2
1
%

6
.
4
4
%

6
.
6
9
%

2
4
.
2
2
%

2
4
.
0
1
%

7
.
0
7
%

7
.
1
3
%

7
.
1
8
%

7
.
2
1
%

7
.
1
6
%

7
.
0
2
%

6
.
8
7
%

0
.
0
0
%

5
.
0
0
%

1
0
.
0
0
%

1
5
.
0
0
%

2
0
.
0
0
%

2
5
.
0
0
%

3
0
.
0
0
%

平
成

1
2
年

度
平

成
1
3
年

度
平

成
1
4
年

度
平

成
1
5
年

度
平

成
1
6
年

度
平

成
1
7
年

度
平

成
1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度
平

成
2
2
年

度
平

成
2
3
年

度
平

成
2
4
年

度
年
度

割
合

東
京
都

全
国

高
等

学
校

2
9
.
4
4
%

2
9
.
2
5
%

2
9
.
1
9
%

2
9
.
2
7
%

2
9
.
5
1
%

2
9
.
6
5
%

2
9
.
7
1
%

2
9
.
7
5
%

2
9
.
8
3
%

2
9
.
8
1
%

2
9
.
7
6
%

2
9
.
9
4
%

3
0
.
3
6
%

5
5
.
7
8
%

5
6
.
1
7
%

5
6
.
3
0
%

5
6
.
4
3
%

5
6
.
5
6
%

5
6
.
3
8
%

5
6
.
2
7
%

5
6
.
1
5
%

5
5
.
9
6
%

5
5
.
8
5
%

5
5
.
7
0
%

5
5
.
6
8
%

5
5
.
8
6
%

0
.
0
0
%

1
0
.
0
0
%

2
0
.
0
0
%

3
0
.
0
0
%

4
0
.
0
0
%

5
0
.
0
0
%

6
0
.
0
0
%

平
成

1
2
年

度
平

成
1
3
年

度
平

成
1
4
年

度
平

成
1
5
年

度
平

成
1
6
年

度
平

成
1
7
年

度
平

成
1
8
年

度
平

成
1
9
年

度
平

成
2
0
年

度
平

成
2
1
年

度
平

成
2
2
年

度
平

成
2
3
年

度
平

成
2
4
年

度
年
度

割
合

東
京
都

全
国

付
　
表
　
6
6
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※
総

務
省

統
計

局
「
住

宅
・
土

地
統

計
調

査
」
（
平

成
５
年

～
平

成
２
０
年

）
よ
り
作

成

東
京

都
の

空
家

数
と
空

家
率

の
推

移
（
平

成
５
年

～
平

成
２
０
年

）

5
3
0

5
6
7

6
1
9

6
7
8

5
3

6
2

6
7

7
5

9
.
9
%

1
1
.
0
%

1
0
.
8
%

1
1
.
1
%

0

1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

6
0
0

7
0
0

平
成

5
年

平
成

1
0
年

平
成

1
5
年

平
成

2
0
年

住
宅

数
（
万

）
空

家
率

9
.0
%

9
.5
%

1
0
.0
%

1
0
.5
%

1
1
.0
%

1
1
.5
%

1
2
.0
%

住
宅
数

空
家
数

空
家
率

付
　
表
　
6
7
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都
道

府
県

別
大

学
校

数
の

構
成

比
（
平

成
２
０
年

度
）

愛
知
県

6
.5
%

大
阪
府

7
.2
%

そ
の

他
5
7
.6
%

神
奈

川
県

3
.6
%

東
京

都
1
7
.8
%

（
1
3
9
校

） 埼
玉
県

3
.7
% 千

葉
県

3
.6
％

東
京

都

埼
玉

県

千
葉

県

神
奈

川
県

愛
知

県

大
阪

府

そ
の

他

全
国

総
大

学
校

数
7
8
0
校

付
　
表
　
6
8

※
総

務
省

統
計

局
「
学

校
基

本
調

査
」
（
平

成
２
０
年

度
）
よ
り
作

成
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都
道

府
県

別
自

然
科

学
研

究
所

数
の

構
成

比
（
平

成
２
１
年

）

神
奈

川
県

8
.9
%

そ
の

他
5
7
.6
%

千
葉

県
3
.8
%

愛
知

県
4
.3
%

大
阪
府

6
.1
%

埼
玉

県
3
.8
%

東
京

都
1
5
.5
%

（
9
4
4
所

）

東
京

都

埼
玉

県

千
葉

県

神
奈

川
県

愛
知

県

大
阪

府

そ
の

他

全
国

自
然
科
学
研
究
所
数

6
,0
8
7
所

付
　
表
　
6
9

※
総
務
省
統
計
局
「
平
成
２
１
年
経
済
セ
ン
サ
ス
」
よ
り
作
成
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※
内

閣
府

N
P
O
法

人
H
P
「
特

定
非

営
利

活
動

法
人

の
申

請
受

理
数

、
認

証
数

等
」
よ
り
作

成
※

対
象

期
間

は
平
成
1
0
年
1
2
月
1
日
～
平
成
2
4
年

3
月

3
1
日

都
道

府
県

別
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
認

証
数

の
構

成
比

そ
の

他
6
0
.2
%

大
阪
府

6
.6
%神
奈
川
県

6
.3
%

愛
知
県

3
.4
%

千
葉
県

3
.8
%

埼
玉
県

3
.7
%

東
京
都

1
6
.1
%

東
京
都

埼
玉
県

千
葉
県

神
奈
川
県

大
阪
府

愛
知
県

そ
の

他

全
国

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
認
証
数

４
５
，
１
４
０

付
　
表
　
7
0
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※
東

京
都

生
活

文
化

局
「
都
内
区
市
町
村
に
お
け
る
N
P
O
支

援
・
協

働
に
関

す
る
施

策
の

実
施

状
況

調
査

」
（
平

成
１
６
～
２
１
年
度
）
よ
り
作
成

※
1
7
年
度
に
つ
い
て
は
、
調
査
項
目
が
異
な
る
た
め
、
集
計
し
て
い
な
い
。

東
京
都
内
区
市
町
村
に
お
け
る
N
P
O
支
援
・
協
働
に
関
す
る
施
策
の
実
施
状
況
の
推
移

（
平

成
１
６
年

度
～

平
成

２
１
年

度
）

0
%

1
0
%

2
0
%

3
0
%

4
0
%

5
0
%

6
0
%

7
0
%

8
0
%

2
1
年
度

2
0
年
度

1
9
年
度

1
8
年
度

1
7
年
度

1
6
年
度

H
P
の
設
置

情
報

誌
の

発
行

そ
の

他
の

媒
体

で
の

情
報

提
供

条
例

・
指

針
・
計

画
等

の
策

定

支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置

相
談

窓
口

の
設

置

協
働

の
理

解
・
普

及
啓

発
制

度

団
体

か
ら
行

政
へ

の
協

働
事

業
提

案
制

度

行
政

か
ら
団

体
へ

の
協

働
相

手
募

集
制

度

協
働

事
業

評
価

制
度

財
政

的
支

援
（
基

金
等

）

財
政

的
支

援
（
補

助
金

・
助

成
金

）

継
続
的
に
使
用
す
る
活
動
場
所
の
提
供

付
　
表
　
7
1
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※
東

京
都

総
務

局
「
東
京
都
昼
間
人
口
の
予
測
の

概
要

　
平

成
2
2
年

３
月

」
よ
り
作

成
※

平
成

２
７
年

は
見

込
み

値

東
京

都
へ

の
流

入
人

口
の

推
移

（
平

成
１
７
年

～
平

成
２
７
年

）

2
7
0

2
7
8

2
7
4

3
5

3
2

3
0

3
0
5

3
1
0

3
0
4

0

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

3
0
0

3
5
0

4
0
0

平
成

１
７
年

平
成

２
２
年

平
成

２
７
年

人
万

通
学
者

通
勤
者

付
　
表
　
7
2
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※
東

京
都

主
税

局
「
平

成
2
3
年

度
　
都

税
収

入
決

算
見

込
額

に
つ
い
て
」
よ
り
作

成

都
税

収
入

決
算

額
の

内
訳

（
平

成
２
３
年

度
）

法
人
二
税

1
2
,3
3
9
億

円
2
9
.8
%

固
定

資
産

税
・
都

市
計

画
税

1
3
,5
5
3
億

円
3
2
.7
%

個
人

都
民

税
7
,4
6
4
億

円
1
8
.0
%

そ
の

他
8
,1
1
1
億

円
1
9
.6
%

法
人
二
税

固
定

資
産

税
・
都

市
計

画
税

個
人
都
民
税

そ
の

他

都
税

総
額

４
１
，
４
６
６
億

円

付
　
表
　
7
3
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区
市
町
村
別
業
務
移
動
圏
完
結
率

7
4
.3

6
9
.1

8
4
.2 6
68
0
.2

8
7

7
4
.2

5
2
.3

2
0
.6

4
4
.9

2
2
.1

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

1
0
0

東 京 都

東 京 都 区 部

東 京 都 多 摩 部

横 浜 市

大 阪 市

名 古 屋 市

千 代 田 区

中 央 区

港 区
新 宿 区

文 京 区

台 東 区

墨 田 区

江 東 区

品 川 区

目 黒 区

大 田 区

世 田 谷 区

渋 谷 区

中 野 区

杉 並 区

豊 島 区

北 区
荒 川 区

板 橋 区

練 馬 区

足 立 区

葛 飾 区

江 戸 川 区

八 王 子 市

立 川 市

武 蔵 野 市

三 鷹 市

青 梅 市

府 中 市

昭 島 市

調 布 市

町 田 市

小 金 井 市

小 平 市

日 野 市

東 村 山 市

国 分 寺 市

国 立 市

福 生 市

狛 江 市

東 大 和 市

清 瀬 市

東 久 留 米 市

武 蔵 村 山 市

多 摩 市

稲 城 市

羽 村 市

あ き る 野 市

西 東 京 市

瑞 穂 町

日 の 出 町

檜 原 村

奥 多 摩 町

（
％

）

※
東

京
都

市
圏

交
通

計
画

協
議

会
「
パ

ー
ソ
ン
ト
リ
ッ
プ
調

査
」
（
平

成
2
0
年

）
、
京

阪
神

都
市

圏
交

通
計

画
協

議
会

「
パ

ー
ソ
ン
ト
リ
ッ
プ
調

査
」
（
平

成
1
2年

）
、
中
京
都
市
圏
総
合
都

市
交

通
計

画
協

議
会

「
パ

ー
ソ
ン
ト
リ
ッ
プ
調

査
」
（
平

成
1
3
年

）
よ
り
作

成
注
：
業
務
移
動
と
は
、
販
売
・
配
達
・
打
ち
合
わ
せ
・
会
議
な
ど
の
業
務
先
へ
の
移
動
及
び
業
務
先
間
の
移
動
を
指
す
。
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区
市

町
村

別
私

事
移

動
圏

完
結

率

9
2
.8

9
3
.3

9
0
.8

8
7
.3

8
6
.9

8
6
.4

4
8
.7

4
0
.3

5
2
.1

7
7
.0

7
7
.8

4
1
.1

0

0
.
1

0
.
2

0
.
3

0
.
4

0
.
5

0
.
6

0
.
7

0
.
8

0
.
91

東 京 都

東 京 都 区 部

東 京 都 多 摩 部

横 浜 市

大 阪 市

名 古 屋 市

千 代 田 区

中 央 区

港 区
新 宿 区

文 京 区

台 東 区

墨 田 区

江 東 区

品 川 区

目 黒 区

大 田 区

世 田 谷 区

渋 谷 区

中 野 区

杉 並 区

豊 島 区

北 区
荒 川 区

板 橋 区

練 馬 区

足 立 区

葛 飾 区

江 戸 川 区

八 王 子 市

立 川 市

武 蔵 野 市

三 鷹 市

青 梅 市

府 中 市

昭 島 市

調 布 市

町 田 市

小 金 井 市

小 平 市

日 野 市

東 村 山 市

国 分 寺 市

国 立 市

福 生 市

狛 江 市

東 大 和 市

清 瀬 市

東 久 留 米 市

武 蔵 村 山 市

多 摩 市

稲 城 市

羽 村 市

あ き る 野 市

西 東 京 市

瑞 穂 町

日 の 出 町

檜 原 村

奥 多 摩 町

（
％

）

※
東
京
都
市
圏
交
通
計
画
協
議
会
「
パ
ー
ソ
ン
ト
リ
ッ
プ
調
査
」
（
平
成
2
0
年
）
、
京
阪
神
都
市
圏
交
通
計
画
協
議
会
「
パ
ー
ソ
ン
ト
リ
ッ
プ
調
査
」
（
平
成
1
2
年

）
、
中

京
都

市
圏

総
合

都
市

交
通
計
画
協
議
会
「
パ
ー
ソ
ン
ト
リ
ッ
プ
調
査
」
（
平
成
1
3
年

）
よ
り
作

成
注
：
私
事
移
動
と
は
、
自
宅
及
び
そ
の
他
の
出
先
か
ら
買
い
物
・
観
光
・
通
院
な
ど
へ
の
移
動
を
指
す
。
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区
市

町
村

名
面

積
（
k
㎡
）

区
市

町
村

名
面
積
（
k
㎡

）
面
積
（
k
㎡
）

面
積
（
k
㎡
）

総
計

2
1
8
8
.
6
7

＜
備
考

＞

区
計

6
2
2
.
9
9

市
計

7
8
3
.
9
4

3
7
5
.
9
6

4
0
5
.
7
8

ょ
計

千
代

田
区

1
1
.
6
4

八
王

子
市

1
8
6
.
3
1

3
7
5
.
9
6

摩
郡

1
4
1
.
8
8

支
庁

中
央

区
1
0
.
1
8

立
川

市
2
4
.
3
8

瑞
穂

町
1
6
.
8
3

大
島

町
9
1
.
0
6

港
区

2
0
.
3
4

武
蔵

野
市

1
0
.
7
3

日
の

出
町

2
8
.
0
8

利
島

村
4
.
1
2

新
宿

区
1
8
.
2
3

三
鷹

市
1
6
.
5
0

檜
原

村
1
0
5
.
4
2

新
島

村
2
7
.
8
3

文
京

区
1
1
.
3
1

青
梅

市
1
0
3
.
2
6

奥
多

摩
町

2
2
5
.
6
3

神
津

島
村

1
8
.
8
7

台
東

区
1
0
.
0
8

府
中

市
2
9
.
3
4

墨
田

区
1
3
.
7
5

昭
島

市
1
7
.
3
3

7
6
.
0
8

支
庁

江
東

区
3
9
.
9
9

調
布

市
2
1
.
5
3

三
宅

村
5
5
.
5
0

（
単

位
：

k
㎡

）

品
川

区
2
2
.
7
2

町
田

市
7
1
.
6
4

御
蔵

島
村

2
0
.
5
8

6
2
年

の
面

積
6
3
年

の
面

積
按

分
後

の
面

積

目
黒

区
1
4
.
7
0

小
金

井
市

1
1
.
3
3

千
代

田
区

1
1
.
5
2

1
1
.
6
4

大
田

区
6
0
.
4
2

小
平

市
2
0
.
4
6

8
3
.
4
1

支
庁

中
央

区
1
0
.
0
5

1
0
.
1
5

世
田

谷
区

5
8
.
0
8

日
野

市
2
7
.
5
3

八
丈

町
7
2
.
6
2

港
区

2
0
.
0
2

2
0
.
2
2

渋
谷

区
1
5
.
1
1

東
村

山
市

1
7
.
1
7

青
ヶ

島
村

5
.
9
8

江
戸

川
区

4
8
.
8
5

4
9
.
7
3

中
野

区
1
5
.
5
9

国
分

寺
市

1
1
.
4
8

千
葉

県
市

川
市

5
6
.
3
9

─

杉
並

区
3
4
.
0
2

国
立

市
8
.
1
5

鳥
島

4
.
7
9

千
葉

県
浦

安
市

1
6
.
9
8

─

豊
島

区
1
3
.
0
1

福
生

市
1
0
.
2
4

0
.
0
0

北
区

2
0
.
5
9

狛
江

市
6
.
3
9

須
美

寿
島

0
.
0
2

荒
川

区
1
0
.
2
0

東
大

和
市

1
3
.
5
4

孀
婦

岩
0
.
0
0

板
橋

区
3
2
.
1
7

清
瀬

市
1
0
.
1
9

練
馬

区
4
8
.
1
6

東
久

留
米

市
1
2
.
9
2

1
0
4
.
4
1

足
立

区
5
3
.
2
0

武
蔵

村
山

市
1
5
.
3
7

小
笠

原
村

1
0
4
.
4
1

葛
飾

区
3
4
.
8
4

多
摩

市
2
1
.
0
8

江
戸

川
区

4
9
.
8
6

稲
城

市
1
7
.
9
7

羽
村

市
9
.
9
1

荒
川

河
口

部
1
.
1
5

あ
き

る
野

市
7
3
.
3
4

3
.
6
5

西
東

京
市

1
5
.
8
5

中
央

防
波

堤
埋

立
地

２
　
国

土
地

理
院

が
境

界
未

定
で

あ
る

と
し

て
公

表
を

保
留

し
た

千
代

田
 
 
区

、
中

央
区

、
港

区
及

び
江

戸
川

区
に

つ
い

て
は

、
昭

和
６

３
年

１
０

　
月
１

日
現

在
の

境
界

未
定

に
係

る
関

係
団

体
の

合
計

面
積

を
昭

和
６

２
　
年
１

０
月

１
日

現
在

の
面

積
で

按
分

し
て

得
た

数
値

を
も

と
に

、
そ

の
　
後
の

埋
立

に
よ

る
面

積
増

や
境

界
修

正
等

に
よ

る
増

減
を

加
減

し
て

掲
　
載
し

た
。

｝
 
4
2
.
0
1

｝
1
2
4
.
4
2

３
　
国

土
地

理
院

が
境

界
未

定
で

あ
る

と
し

て
公

表
を

保
留

し
た

葛
飾

区
に

つ
い
て

は
、

平
成

元
年

１
０

月
１

日
現

在
の

面
積

も
と

に
、

そ
の

後
の

境
界

修
正
に

よ
る

減
少

分
を

減
じ

て
掲

載
し

た
。

八
丈

小
笠

原
支

庁

ﾍ
ﾞ
ﾖ
ﾈ
ｰ
ｽ
列
岩

１
　
本

面
積

は
、

国
土

交
通

省
国

土
地

理
院

が
公

表
し

た
平

成
2
4
年

1
0
月

　
１
日

現
在

の
「

全
国

都
道

府
県

市
区

町
村

別
面

積
調

」
に

基
づ

い
て

作
　
成
し

た
。

西
多

大
島

三
宅

東
京
都
区
市
町
村
別
面
積
（
平
成
２
４
年
１
０
月
１
日
現
在
）

島
し

郡
計

区
市

町
村

名
区

市
町

村
名
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※
総

務
省

「
平

成
２
２
年

国
勢

調
査
」
よ
り
作
成

都
内

区
市

町
村

別
総

人
口

（
平

成
２
２
年

）

0

1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

6
0
0

7
0
0

8
0
0

9
0
0

千 代 田 区

中 央 区

港 区
新 宿 区

文 京 区

台 東 区

墨 田 区

江 東 区

品 川 区

目 黒 区

大 田 区

世 田 谷 区

渋 谷 区

中 野 区

杉 並 区

豊 島 区

北 区
荒 川 区

板 橋 区

練 馬 区

足 立 区

葛 飾 区

江 戸 川 区

八 王 子 市

立 川 市

武 蔵 野 市

三 鷹 市

青 梅 市

府 中 市

昭 島 市

調 布 市

町 田 市

小 金 井 市

小 平 市

日 野 市

東 村 山 市

国 分 寺 市

国 立 市

福 生 市

狛 江 市

東 大 和 市

清 瀬 市

東 久 留 米 市

武 蔵 村 山 市

多 摩 市

稲 城 市

羽 村 市

あ き る 野 市

西 東 京 市

瑞 穂 町

日 の 出 町

檜 原 村

奥 多 摩 町

大 島 町

利 島 村

新 島 村

神 津 島 村

三 宅 村

御 蔵 島 村

八 丈 町

青 ヶ 島 村

小 笠 原 村

人
千

付
　
表
　
7
7
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●特別区
構成区市町村名

（　）内団体数

●市町村

収益事業
　　自転車競走事業

　　モーターボート　競走事業

（４組合）

構成区市町村名
（　）内団体数

※東京都総務局「東京都区市町村年報２０１１」より作成

臨海部広域斎場組合火葬場の設置管理

【 広 域 連 合 一 覧 】

火葬場の設置管理
（４組合）

湖南衛生組合

柳泉園組合

瑞穂斎場組合

羽村市・瑞穂町（2）

三鷹市・調布市（2）

学校給食

西川　太一郎
（荒川区長）

H19.3.1 東京都の区域内のすべての特別区、市、町及び村（62）

一 部 事 務 組 合 一 覧 （ 平成２４年１月１日現在 ）

港区・品川区・目黒区・大田区・世田谷区（５）
H11.10.20

S35.1.19

S35.9.30

坂口　光治
（西東京市長）

H2.6.1
小平市・東村山市・清瀬市・東久留米市・西東京市（5）

広域連合長名 設立年月日

多摩市・稲城市・あきる野市（3）

黒須　隆一
　（八王子市長）

S55.11.1
25市（あきる野市を除く各市）・瑞穂町（26）

八王子市・武蔵野市・昭島市・調布市・町田市・小金井市（6）

馬場　弘融
　（日野市長）

S42.4.7
小平市・日野市・東村山市・国分寺市（4）

全市町村（39）

長友　貴樹
（調布市長）

S41.4.7
八王子市・武蔵野市・青梅市・昭島市・調布市･町田市・小金井市・
小平市・日野市・東村山市・国分寺市(11)

後期高齢者医療の事務 東京都後期高齢者医療広
域連合

並木　心
（羽村市長）

S46.4.22

馬場　弘融
　（日野市長）

S63.4.1

邑上　守正
（武蔵野市長）

S42.4.6

髙橋　　勝浩
（稲城市長）

S48.2.22

科学館の設置・管理及び運営 多摩六都科学館組合

共同処理事務 組合名

東京都六市競艇事業組合

東京都四市競艇事業組合

東京都三市収益事業組合
（※1）

一般廃棄物最終処分場の設置・管理及び焼却
残さ等の処理事業

東京たま広域資源循環組
合

羽村・瑞穂地区学校給食
組合

消防団員等の公務災害補償等、住民の交通災
害共済、東京自治会館の設置・管理運営、職員
研修

東京市町村総合事務組合

東京都十一市競輪事業組
合

清水　庄平
（立川市長）

S60.4.1
立川市・昭島市・国立市（３）

橋本　聖二
（日の出町長）

H7.5.1
あきる野市・日の出町・檜原村（３）

石塚　幸右衛門

（瑞穂町長）
S27.11.10 福生市・武蔵村山市・羽村市・瑞穂町・埼玉県入間市（5）

石阪　丈一
（町田市長）

S50.10.1
八王子市・町田市・日野市・多摩市・稲城市（５）

石野田　富弘
（神津島村長）

S26.9.26
島しょ全町村（9）

― S43.2.29

福生市・狛江市・東大和市・清瀬市・東久留米市・武蔵村山市・多
摩市・稲城市・羽村市・あきる野市・全町村・阿伎留病院組合他１３
一部事務組合（３７）

並木　心
（羽村市長）

S40.4.1

福生市・狛江市・東大和市・清瀬市・東久留米市・武蔵村山市・多
摩市・稲城市・羽村市・あきる野市・全町村・阿伎留病院組合他１４
一部事務組合（３８）

加藤　育男
（福生市長）

H12.4.1
福生市・羽村市・瑞穂町（3)

　並木　　心
（羽村市長）

S40.2.9
青梅市・羽村市（2）

臼井　孝
（あきる野市長）

T12.6.9
あきる野市・日の出町・檜原村（３）

小林　正則
（小平市長）

S3.7.3
小金井市・小平市・東村山市・清瀬市・東久留米市・東大和市・武
蔵村山市・西東京市（８）

南多摩斎場組合

立川・昭島・国立聖苑組合

秋川流域斎場組合

市町村職員の退職手当の支給 東京都市町村職員退職手
当組合

島嶼町村の振興・会館の設置管理・一般廃棄
物最終処分場の設置管理

東京都島嶼町村一部事務
組合

工業用水道施設の設置管理 青梅、羽村地区工業用水
道企業団

組織団体議会議員の公務災害補償等 東京都市町村議会議員公
務災害補償等組合

病院の設置管理
（３組合）

阿伎留病院組合

昭和病院組合

福生病院組合

臼井　孝
（あきる野市長）

S48.7.2
あきる野市、日の出町、檜原村、奥多摩町（4）

阿部　裕行
（多摩市長）

H5.4.1
八王子市・町田市・　　多摩市（３）

並木　心
（羽村市長）

S37.6.4
青梅市・福生市・羽村市・瑞穂町（4）

小林　正則
（小平市長）

S40.2.1
小平市･東大和市･武蔵村山市(3)

馬場　一彦
（東久留米市長）

清瀬市・東久留米市
・西東京市（3）

髙橋　勝浩
（稲城市長）

S39.9.1
府中市・国立市・狛江市・稲城市（４）

臼井　孝
（あきる野市長）

S42.4.1
あきる野市・日の出町・檜原村・奥多摩町（4）

清原　慶子
（三鷹市長）

西川　太一郎
（荒川区長）

H12.4.1

全特別区(23)

藤野　勝
（武蔵村山市長）

S36.6.1 武蔵野市・小金井市・小平市・東大和市・武蔵村山市（5）

松原　忠義
（大田区長）

全特別区(23)

濱野　　健
(品川区長）

S25.10.6
全特別区(23)

管理者名
設  立
年月日

西川　太一郎
(荒川区長）

S26.8.10

し尿処理施設・ごみ処理施設の設置管理
（２組合）

多摩川衛生組合

ごみ焼却施設の設置管理（４組合） 西多摩衛生組合

小平･村山･大和衛生組合

西秋川衛生組合

多摩ニュータウン環境組
合

し尿処理場の設置管理（２組合）

秋川衛生組合

ごみ処理場の設置管理 ふじみ衛生組合

特別区の競馬の実施 特別区競馬組合

可燃、不燃、粗大ごみの中間処理施設、し尿の
下水道投入施設の整備及び管理運営

東京二十三区清掃一部事
務組合

共同処理事務 組 合 名

人事委員会、互助組合、研修所、人事企画、更
生施設等

特別区人事・厚生事務組
合

付　表　78
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オール東京 62市区町村共同事業 也iLき」

みどり東京@温暖化関止ブ閤ジェクト

Iかれんj 平成22(2010)年度版 「かれんjと「シーナJI草、環境アニメーション
「かれんと不思騒の森Jのキャラヲ空ーです
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オー)[;策主主62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクトJIe!:， f地球温暖化防止特別区共同事業j

と f市町村共悶事業みどり東京プロジェクトjを一体化し、東京の自然環境の保護、地検温暖化の防止を目的に、

平成 19年度にスタートした事業です。

「みどり東京・渇寝化防止プロジェクトjは、平成 19(2007)年 10月に発表した「みどり東京・温暖化防止

プロジェクト共同宣言jに基づき、東京の 62市区町村が共同してさまざまな事業に取り組んでいます。 62市

区町村の共同の輸を大きく広げることによって、各自治体や地域の特性に応じた自然環境の保護、地球温暖化対

策を推進します。また平成21(2009)年 2月には、{レジ袋削減に関する共伺アピールjを発表しました。
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みどり体験焚流葱業 ， ， みんなで環境を考える共同行動の実施
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園みどりの保全・地球温暖化妨止に向けた普及・軍事発の推進

⑧62市区町村に共通啓発物品としてのグリーンカーテン用のタネとパンフレットを配布し、本ブロジ工クト

の周知を図ります。

臨都肉区・市・町の温室効巣ガス排出蜜算定手法の共有化推進

喜善区市共通版の標準算定手法により、都内区・市・町の温室効果ガス排出璽を算定し、公表します。

函レジ袋削減キャンペーン

重量レジ袋の削減に向けて、啓発用ポスターの作成や WEBページ・メディアの活用、企業等との連携などのキヤ

ツペ ジを実施し、各市区町村の取り組みの効果を高めます。

E各国体の実施する毒事業との連携

塁審62市区町村の実施する環境イベット等と連携した取り組みを行います。

塁審「チャレンジ25キヤジページ (1日チーム-マイナス6%)J等との連携を図ります。

匿「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」ホームページの充実 htt担://aI162.jp/ 

.62市区町村の連携をさらに深めるため、事業や活動の紹介等、関係』情報の充実をaiJります。

隠市区町村総員共同研修の実施

星雲職員研修所等と連携し、専門的な知識を修得する[カーボン・オフセット研修Jと「森林セラピ一体験研修J
を実施し、各市区町村のみどりの保全や自然環境保護及び地球温暖化防止施策の向上を図ります。

陸カーボン・オフセットの研究

鐙平成21年度に実施した基礎自治体におけるカーボン オフセットの可能性についての研究結果を踏まえ、

具体化を図れるよう更に研究を進めます。

臨みどり策家・ j鼠媛化防止プロジェクト助成金焚付

重量62市区町村がそれぞれ実施する、みどりの保全・地球温暖化防止に関する事業に対して、 1市区町村 150
万円を限度として助成レます。

臨みどり体験交流事業助成金

星雲市区町村が実施する、都内筏住の小学生を対象にした、東京の自然を体験する環境教育事業に対し、助成金

を交付します。

回みんなで環境を考える共同行動の実施

議企業や学校、地域関係団体等の環境に係る取り組みについて、それぞれの活動を魅力的に応援するため審査

会(コンテスト)を実施します。発表の場等を設ける著書により、「みんなで環境を考えるJ機運および活動

の質を高めます。

国(仮称)共同行動参加システムの実施設計及び構築

蓄量誰もが、いつでも、環境負荷低減活動等の共同行動に参加できる場を、イツターネット上につくるための詳

細設計および構築を行います。
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現在、臼本では霞畏1人当たり年鯖約 300枚のレジ袋を使用していると言われており"、東京都内では

39億枚も使用レていることになります。このレジ袋の製造から焼却の過程で排出される二酸化炭素場21a:、

一般家庭3万5千世帯が1年間に排出する蚤に相当し川、これを吸収するためには、 1，300万本の杉の木

が必要となります水九

これだけの蜜のレジ袋を今すぐに無くすことは大変難しいことですが、住民 人ひとりがレジ袋削減の

窓畿を知り、意識を変え、行動することによって、多くのレジ袋を減らすことができます。こうした行動は、

レジ袋の削減だけにとどまらす、自分自身の生活習慣を見直す契機となり、ひいては地球環境の保全や地

球温暖化防止のために何をすべきかを考え、行動していくことにもつながります。

東京62市区町村l誌、レジ袋削減に共同で取組み、各市区町村が地域の実情に応じて次の行動を起すこ

とを震きします。

一、レジ袋削減に向けた社会的気運を高めるため、積極的に普及・啓発を行います。

一、住民、毒事業者と共同・連携して、地域の実情に応じたレジ袋削減の取締みを進めます。

一、レジ袋の削減をきっかけに、自然環境の保全と地球温緩化防止の取組みが広がるよう

働きかけていきます。

2009年2月9日

樹齢叫星日制即;舎がぜ険料失"え

傘立三竺?三;一一立を ち告と官を--
吋叩剣山村吋-送界誌z

レジぶくる号Z悲喜雲い撃しまとe

諸君夕、い怒る時露むのな〈ても&
いいよさ写会τ宕

必ず
句
付
晶
、

-a 

裂選筈議雪-_.. 示円安吾苦議論卦音訴ムムー
立~"宮ニニニニLニニー ヨ摂主務

オール東京62市区町村共同事業

みどり東京・温暖化妨止プ田ジェクト

主 催/特別区長会 東京都市長会 策京都町村会

企薗遼営/公主主財団法人特別区協議会財団法人東京市町村自治調査会

千代田区中央区港区新翁区文京区台東区議匝区江東区品川区目黒区大田区世田谷区渋谷区中野区
杉並区盤烏区北区荒川区板橋区練馬区足立区葛飾区江戸川区八王子市立)11市武蔵野市三際市青梅市
府中市昭島市諮布市町田市小金井市小平市日野市東村山市国分寺市国立市福生市狛江市東大和市

清瀬市東久留米市武蕊村山市多摩市稲城市羽村市あ吉る野市西東京市瑞穂町日の出町檎原村
奥多摩町大島町利島村新島村神津島村三宅村御蔵島村八丈町青ケ島村小笠原村

この翠築[誌、公蕊財固ま人東京都区市町村振奥協会からの助成金により実践していま官。
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年

～
平

成
２
４
年

）
等

よ
り
作

成
※

知
事

部
局

等
に
は

、
議

会
局

・
行

政
委

員
会

を
含

む

東
京

都
の

職
員

定
数

の
推

移
（
平

成
１
２
年

～
平

成
２
４
年

）

3
5
,4
1
3

3
4
,5
3
4

3
2
,8
0
2

3
1
,6
0
8

2
9
,4
5
5

2
7
,9
4
9

2
7
,3
3
4

2
6
,8
6
3

2
5
,7
0
1

2
5
,4
3
1

2
5
,2
6
1

2
5
,1
0
1

1
8
,0
3
9

1
7
,7
2
3

1
7
,3
7
1

1
6
,8
9
7

1
6
,4
3
2

1
6
,1
8
1

1
5
,6
7
6

1
5
,0
7
6

1
4
,4
7
6

1
3
,7
2
6

1
3
,5
4
6

1
3
,3
4
6

1
3
,1
8
8

5
3
,4
5
2

5
2
,2
5
7

5
0
,8
6
7

4
9
,6
9
9

4
8
,0
4
0

4
5
,6
3
6

4
3
,6
2
5

4
2
,4
1
0

4
1
,3
3
9

3
9
,4
2
7

3
8
,9
7
7

3
8
,6
0
7

3
8
,2
8
9

3
3
,4
9
6

0

1
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

4
0
,0
0
0

5
0
,0
0
0

6
0
,0
0
0

平
成
１
２
年

平
成
１
４
年

平
成
１
６
年

平
成
１
８
年

平
成
２
０
年

平
成
２
２
年

平
成
２
４
年

公
営
企
業

知
事
部
局
等

人

付
　
表
　
8
0
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※
総

務
省

「
地

方
公

共
団

体
定

員
管

理
調

査
」
（
平

成
１
２
年

～
平

成
２
４
年

）
よ
り
作

成

都
内

区
市

町
村

別
　
総

職
員

数
の

推
移

（
平

成
1
2
年

～
平

成
2
4
年

）

2
9
,6
5
3

2
9
,1
9
3

2
8
,7
1
5

2
8
,2
8
3

2
7
,7
1
6

2
7
,3
0
0

2
6
,8
6
3

2
6
,4
1
8

2
5
,8
9
9

2
5
,4
3
1

2
4
,8
9
3

2
4
,6
5
6

2
4
,4
5
4

8
1
,7
3
9

7
9
,5
6
9

7
7
,1
9
1

7
4
,9
2
9

7
2
,6
3
2

7
0
,6
0
3

6
8
,9
2
5

6
7
,3
0
9

6
5
,7
8
9

6
4
,6
2
1

6
3
,6
4
3

6
2
,8
0
1

6
1
,9
8
3

2
0
0
0
0

6
0
0
0
0

1
0
0
0
0
0
人

都
内
市
部

都
内
区
部 1
,5
9
6

1
,5
5
7

1
,5
5
4

1
,5
3
5

1
,4
9
8

1
,4
8
6

1
,4
7
7

1
,4
8
5

1
,5
0
3

1
,6
3
5

1
,6
5
8

1
,6
8
4

1
,6
8
5

1
,4
0
0

1
,8
0
0

１
２
年

１
３
年

１
４
年

１
５
年

１
６
年

１
７
年

１
８
年

１
９
年

２
０
年

２
１
年

２
２
年

２
３
年

２
４
年

都
内
町
村
部

付
　
表
　
8
1
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※

総
務

省
H
P
「
地
方
行
革
の
取
組
状
況
」
、
東
京
都

総
務

局
H
P
「
東

京
都

区
市

町
村

の
集

中
改

革
プ
ラ
ン
の

取
組
状
況
に
つ
い
て
」
よ
り
作
成

　
※

委
託

実
施

団
体
比
率
＝
委
託
実
施
団
体
数
÷

事
業

実
施

団
体

数
×

１
０
０
　
　
※
委
託
実
施
団
体
に
は
、
一
部
委
託
を
行
っ
て
い
る
団
体
を
含
む

（
平
成
２
２
年
４
月
１
日
現
在
）

民
間
委
託
の
実
施

状
況

（
事

務
事

業
の

委
託

実
施

団
体

比
率

）
①

　
－
東
京
都
、
全
都
道
府
県
－

東
京

都

0
%

2
0
%

4
0
%

6
0
%

8
0
%

1
0
0
%

本
庁

舎
の
清
掃

本
庁
舎
の
夜
間
警
備

受
付
・
案
内

電
話
交
換

公
用
車
運
転

し
尿

処
理

一
般

ご
み

収
集

学
校
給
食
（
調
理
）

学
校
給
食
（
運
搬
）

学
校

用
務
員
事
務

水
道
メ
ー
タ
検
針

道
路

維
持

補
修

・
清

掃
等

ホ
ー
ム
ヘ
ル

パ
ー
派

遣

在
宅

配
食

サ
ー
ビ
ス

情
報
処
理
・
庁
内
情
報
シ
ス
テ

ム
維
持

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作

成
・
運

営

調
査

・
集

計

総
務

関
係

事
務

全
都

道
府

県

0
%

2
0
%

4
0
%

6
0
%

8
0
%

1
0
0
%

本
庁
舎
の
清
掃

本
庁
舎
の
夜
間
警
備

受
付
・
案
内

電
話
交
換

公
用
車
運
転

し
尿
処
理

一
般
ご
み
収
集

学
校
給
食
（
調
理
）

学
校
給
食
（
運
搬
）

学
校
用
務
員
事
務

水
道
メ
ー
タ
検
針

道
路

維
持
補
修
・
清
掃
等

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
派
遣

在
宅
配
食
サ
ー
ビ
ス

情
報
処
理
・
庁
内
情
報
シ
ス
テ

ム
維
持

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
・
運
営

調
査
・
集
計

総
務
関
係
事
務

付
　
表
　
8
2
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※
総

務
省

H
P
「
地
方
行
革
の
取
組
状
況
」
、
東
京

都
総

務
局

H
P
「
東

京
都

区
市

町
村

の
集

中
改

革
プ
ラ
ン
の

取
組
状
況
に
つ
い
て
」
よ
り
作
成

※
委

託
実

施
団

体
比
率
＝
委
託
実
施
団
体
数
÷
事

業
実

施
団

体
数

×
１
０
０
　
　
※
委
託
実
施
団
体
に
は
、
一
部
委
託
を
行
っ
て
い
る
団
体
を
含
む（
平
成
２
２
年
４
月
１
日
現
在
）

民
間
委
託
の
実
施
状
況
（
事
務
事

業
の

委
託

実
施

団
体

比
率

）
②

　
－

特
別

区
、
都

内
市
町
村
、
全
市
区
町
村
、
政
令
指
定
都
市
－

特
別

区

0
%

2
0
%

4
0
%

6
0
%

8
0
%

1
0
0
%

本
庁
舎

の
清
掃

本
庁
舎
の
夜
間
警
備

受
付
・
案
内

電
話
交
換

公
用
車
運
転

し
尿
処
理

一
般
ご
み
収
集

学
校
給
食
（
調
理
）

学
校
給
食
（
運
搬
）

学
校
用

務
員
事
務

水
道
メ
ー
タ
検
針

道
路
維
持
補
修
・
清
掃
等

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
派
遣

在
宅

配
食
サ
ー
ビ
ス

情
報
処
理
・
庁
内
情
報
シ
ス
テ

ム
維
持

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
・
運
営

調
査
・
集
計

総
務
関
係
事
務

全
市

区
町

村

0
%

2
0
%

4
0
%

6
0
%

8
0
%

1
0
0
%

本
庁
舎

の
清

掃

本
庁

舎
の

夜
間

警
備

受
付

・
案

内

電
話

交
換

公
用

車
運

転

し
尿

処
理

一
般

ご
み

収
集

学
校

給
食

（
調

理
）

学
校

給
食

（
運

搬
）

学
校
用
務

員
事

務

水
道

メ
ー
タ
検

針

道
路
維
持
補
修
・
清
掃
等

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
派
遣

在
宅
配
食
サ
ー
ビ
ス

情
報
処
理
・
庁
内
情
報
シ
ス
テ
ム

維
持

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
・
運
営

調
査
・
集
計

総
務
関
係
事
務

都
内
市
町
村

0
%

2
0
%

4
0
%

6
0
%

8
0
%

1
0
0
%

本
庁

舎
の

清
掃

本
庁

舎
の

夜
間

警
備

受
付

・
案

内

電
話

交
換

公
用

車
運

転

し
尿

処
理

一
般

ご
み

収
集

学
校

給
食

（
調

理
）

学
校

給
食

（
運

搬
）

学
校

用
務

員
事

務

水
道

メ
ー
タ
検

針

道
路

維
持

補
修

・
清

掃
等

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
派
遣

在
宅
配
食
サ
ー
ビ
ス

情
報

処
理

・
庁

内
情

報
シ
ス
テ
ム

維
持

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
・
運
営

調
査

・
集

計

総
務

関
係

事
務

政
令

指
定

都
市

0
%

2
0
%

4
0
%

6
0
%

8
0
%

1
0
0
%

本
庁
舎
の
清
掃

本
庁
舎
の
夜
間
警
備

受
付
・
案
内

電
話
交
換

公
用
車
運
転

し
尿
処
理

一
般
ご
み
収
集

学
校
給
食
（
調
理
）

学
校
給
食
（
運
搬
）

学
校
用
務
員
事
務

水
道
メ
ー
タ
検
針

道
路

維
持
補
修
・
清
掃
等

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
派
遣

在
宅
配
食
サ
ー
ビ
ス

情
報
処
理
・
庁
内
情
報
シ
ス
テ

ム
維
持

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
・
運
営

調
査
・
集
計

総
務
関
係
事
務

付
　
表
　
8
3
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「東京の自治のあり方研究会」開催状況 
 
 

 

平成 21 年 11 月５日   第１回研究会 
○ 研究会の運営について 

             ○ 東京を取り巻く状況について 

 

平成 22 年２月３日    第２回研究会 
○ 東京を取り巻く状況、財政状況、行政体制等について 
○ 基礎データから読み取れる東京の社会状況について 

 

平成 22 年５月 19 日   第３回研究会 
○ 東京を取り巻く状況、財政状況、行政体制等について 

○ 基礎データから読み取れる東京の社会状況について 

            

平成 22 年７月 27 日   第４回研究会 
○ 東京を取り巻く状況、財政状況、行政体制等について 
○ 想像される東京の将来の姿（素案） 

 

平成 22 年 10 月 21 日   第５回研究会 
○ 東京を取り巻く状況、財政状況、行政体制等について 

              ○ 予測される東京の将来の姿（素案） 

 

平成 24 年１月 31 日   第６回研究会 
○ 東京を取り巻く状況、財政状況、行政体制等について 

             ○ 予測される東京の将来の姿（素案） 

 

平成 24 年４月 19 日   第７回研究会 
○ 2100 年までの人口推計等について 

○ 予測される東京の将来の姿（素案） 

 

平成 24 年７月 31 日   第８回研究会 
○ 「東京の自治のあり方」の方向性（案）について 

○  予測される東京の将来の姿（案） 

 

平成 24 年９月 10 日   第９回研究会 
○ 「東京の自治のあり方」の方向性（案）について 

 

平成 24 年 12 月 20 日   第 10 回研究会 
○ 「東京の自治のあり方」の方向性（案）について 

 

平成 25 年３月 19 日   第 11 回研究会 
○ 東京の自治のあり方研究会「中間報告」（案）について 

              ○ 今後の進め方について 
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「東京の自治のあり方研究会」委員名簿 
   

 
（◎ 座長  ○ 副座長） 

（学識経験者） 

 第１回から第 11 回研究会まで 

牛山久仁彦 明治大学政治経済学部教授 

大杉  覚 首都大学東京大学院社会科学研究科教授 

   金井 利之 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

   神橋 一彦 立教大学法学部教授 

  ◎辻  琢也 一橋大学大学院法学研究科教授 

   土居 丈朗 慶應義塾大学経済学部教授 

   沼尾 波子 日本大学経済学部教授 

  

（行政実務者） 

第１回から第２回研究会まで  

  ○笠井 謙一 東京都総務局行政部長 

   塩見 清仁 東京都総務局都区制度改革担当部長 

   高橋 宏樹 東京都総務局参事（多摩島しょ振興担当） 

   森山 寛司 東京都知事本局地方分権推進室長 

   浅野 潤一 江戸川区経営企画部長 

   志賀 德壽 特別区長会事務局次長 

   原島  一 八王子市総合政策部長 

   日下 直喜 昭島市企画部長 

  鳥海 俊身 瑞穂町企画総務部長 

  松本 栄一 東京都町村会事務局長 

 

第３回研究会 

○笠井 謙一 東京都総務局行政部長 

   塩見 清仁 東京都総務局区市町村制度担当部長 

   高橋 宏樹 東京都総務局参事（多摩島しょ振興担当） 

   森山 寛司 東京都知事本局地方分権推進室長 

   浅野 潤一 江戸川区経営企画部長 

   志賀 德壽 特別区長会事務局次長 

   小島 敏行 八王子市総合政策部長 

   日下 直喜 昭島市企画部長 

  鳥海 俊身 瑞穂町企画総務部長 

  松本 栄一 東京都町村会事務局長 

 

第４回研究会 

○岸本 良一 東京都総務局行政部長 

   堤  雅史 東京都総務局区市町村制度担当部長 

   高木 真一 東京都総務局多摩島しょ振興担当部長 

   松浦 慎司 東京都知事本局自治制度改革推進担当部長 

   浅野 潤一 江戸川区経営企画部長 

   志賀 德壽 特別区長会事務局次長 

   小島 敏行 八王子市総合政策部長 

   日下 直喜 昭島市企画部長 

  鳥海 俊身 瑞穂町企画総務部長 

  松本 栄一 東京都町村会事務局長 
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第５回研究会 

○岸本 良一 東京都総務局行政部長 

   堤  雅史 東京都総務局区市町村制度担当部長 

   高木 真一 東京都総務局多摩島しょ振興担当部長 

   松浦 慎司 東京都知事本局自治制度改革推進担当部長 

   山本 敏彦 江戸川区経営企画部長 

   志賀 德壽 特別区長会事務局次長 

   小島 敏行 八王子市総合政策部長 

   日下 直喜 昭島市企画部長 

  鳥海 俊身 瑞穂町企画総務部長 

  名倉  衡 東京都町村会事務局長 

 

第６回研究会 

○岸本 良一 東京都総務局行政部長 

   堤  雅史 東京都総務局区市町村制度担当部長 

   榎本 雅人 東京都総務局多摩島しょ振興担当部長 

   山内 和久 東京都知事本局自治制度改革推進担当部長 

   山本 敏彦 江戸川区経営企画部長 

   志賀 德壽 特別区長会事務局次長 

   小島 敏行 八王子市総合政策部長 

   早川  修 昭島市企画部長 

  鳥海 俊身 瑞穂町企画総務部長 

  名倉  衡 東京都町村会事務局長 

 

第７回研究会 

○岸本 良一 東京都総務局行政部長 

   堤  雅史 東京都総務局区市町村制度担当部長 

   鴫原  浩 東京都総務局多摩島しょ振興担当部長 

   山内 和久 東京都知事本局自治制度改革推進担当部長 

   山本 敏彦 江戸川区経営企画部長 

   高木 直樹 特別区長会事務局次長 

   小島 敏行 八王子市総合政策部長 

   早川  修 昭島市企画部長 

  鳥海 俊身 瑞穂町企画総務部長 

  名倉  衡 東京都町村会事務局長 

 

第８回から第 11 回研究会まで 

○砥出 欣典 東京都総務局行政部長 

   西村 泰信 東京都総務局区市町村制度担当部長 

   鴫原  浩 東京都総務局多摩島しょ振興担当部長 

   樋口 正勝 東京都知事本局自治制度改革推進担当部長 

   山本 敏彦 江戸川区経営企画部長 

   高木 直樹 特別区長会事務局次長 

   小島 敏行 八王子市総合政策部長 

   荻原 弘次 日野市企画部長 

  鳥海 俊身 瑞穂町企画総務部長 

  名倉  衡 東京都町村会事務局長 
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